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 「ともに生きる豊かな地域社会づくりを進める」を法人使命とし、基本理

念、基本方針・職員行動指針に基づき、第１期中長期経営計画に定めた５つの

重点項目に基づき、住民ニーズに立脚した組織経営に向けて各事業に取組みま

した。 

 

１. 制度の狭間を生まない総合相談体制の構築 

宮古市内９拠点に相談窓口を設置することにより、地域住民が暮らす地域に

おいて相談対応をしています。窓口は、各制度による専門相談機関であるとと

もに、地域の様々な生活課題や福祉課題に対応し、令和６年度は年間 16,208

件の相談に応じました。 

相談機関名 相談件数 対象地域 

地域包括支援センター 8,612件 宮古市（8圏域） 

宮古圏域地域福祉権利擁護センター 2,347件 宮古市・山田町・岩泉町・田野畑村 

宮古圏域成年後見センター 640件 宮古市・山田町・岩泉町・田野畑村 

くらしネットみやこ相談室 2,418件 宮古市 

被災者支援事業 1,821件 宮古市 

資金貸付事業 370件 宮古市 

合 計 16,208件  

 各事業の動向として、被災者支援事業は東日本大震災から 14 年が経過、岩

手県及び宮古市では令和８年度より事業を一般施策へ移行することとされま

した。宮古市では 26 世帯の重点見守り世帯があることから、事業が終了する

までに関係機関と連携し必要な制度やサービスへ支援を移行していくため、対

象者への説明を丁寧に行い、宮古市と協議し組織内外の相談支援機関へのつな

ぎを行っていきます。 

日常生活自立支援事業では、契約者が 100 名を超え配置基準の 1.5 倍の契

約者数が継続しています。同圏域で成年後見センターと連携して後見制度への

移行を図り、令和６年度は３件が移行しました。地域包括支援センターをはじ

め地域に密着して相談事業所が運営されており、虐待に関する事案や、身寄り

のない高齢者が判断能力に課題を抱え生活に困る事案等が多く寄せられてい

ることから日常生活自立支援事業や成年後見制度の新規相談、利用が継続して

増加しています。 

成年後見センターでは、地域における成年後見人等の担い手不足の課題を解

決する手段の一つとして「市民後見人養成講座」を開催し 16 名が修了しまし

た。修了者は名簿登録を進めるとともに、家庭裁判所と連携しながら市民後見

人の活動をサポートする体制を構築していきます。 

生活困窮者自立支援事業では、アウトリーチや関係機関との連携強化により
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新規相談が 62 件増となりました。相談は相続や債務などの専門知識を要する

内容や、ひきこもり、家族間や地域との関係に関する相談が増加しました。相

談室では地域で孤立している相談者への居場所支援を新たに取り組むととも

に、田老福祉センターでは、ひきこもりの方の就労に向けた事業を開始しまし

た。令和７年度においては、田老福祉センターを活用しさらに事業を展開して

いきます。 

重層的支援体制整備事業受託に向けては、宮古市と協議を重ねながら、総合

相談プロジェクト会議を実施し組織内での体制構築に向けた協議を行いまし

た。事業の対象となる地域における複雑かつ複合的相談のうち、宮古市では「居

場所」「しごと」「住まい」「生活支援型サービス」が関係機関から寄せられる

相談でありながら、支援機関が解決に困難と感じているため、「多機関協同事

業」における重点課題として取り組んでいくことを確認しました。「参加支援

事業」「地域づくり支援事業」においては個人が抱える課題解決に向けた資源

の構築と、地域における誰もが参加できる資源構築を目指していくこととして

います。 

 

２. 住民参加と協働に向けた地域福祉活動の再構築と強化 

地域福祉活動を支える財源は年々減少しています。宮古市社会福祉協議会会

費は、世帯数と事業所数の減少により実績が減少しています。 

 総額 一般会費 法人会費 賛助会費 

令和５年度 16,581,036円 14,728,036円 1,381,000円 472,000円 

令和６年度 16,205,861円 14,350,861円 1,355,000円 500,000円 

増 減 ▲375,175円 ▲377,175円 ▲26,000円 28,000円 

赤い羽根共同募金配分金も同様に減少しており、東日本大震災前と比較する

と、平成 23 年度 11,210,179 円でしたが、令和５年度は 8,275,200 円と

2,934,979円減少。令和６年度東日本大震災特例が廃止となり 6,970,729円と

さらに 1,304,471円減少。平成 23年度に比べ配分金収入は 62.1％となってい

ます。配分金内訳を比較すると、平成 23 年度配分金に占める地域福祉活動団

体助成 46.5％に対し令和６年度 57.4％と 10.9％増となり、年々地域福祉活動

財源の減少が課題となっていました。この財源を獲得するため宮古市と協議を

重ね重層的支援体制整備事業において「参加支援事業」「地域づくり支援事業」

を受託し新たな地域福祉活動財源の確保に向けました。また、田老福祉センタ

ーを中心として地域に求められる福祉活動やサービスについて、地域住民や関

係機関と協議を重ね「居場所支援事業」を会費財源とし令和７年度実施するこ

ととしました。事業を持続可能、かつ発展していくためには、事業の目的や効

果を適切に発信することにより、さらに新たな財源を獲得していくことが必要
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です。 

「災害活動支援基金」では新たに寄付の受入れがありました。令和６年１月

１日能登半島沖地震において石川県珠洲市、輪島市災害ボランティアセンター

に市民１名が基金を活用して参加しました。今後は、さらに多く市民に活用し

てもらえるよう周知を図っていきます。 

生活支援体制整備事業では、11 区域に配置される生活支援コーディネータ

ーが地域課題の把握と解決に向けた住民主体による活動を支えました。各地区

において「サロン」や「認知症カフェ」「スローショッピング」も広がりを見

せている他、小中学校等での「認知症サポーター養成講座」をはじめとした福

祉体験教室が広く展開されました。 

こども食堂は、ケース型こども食堂を年間 12 回、地域共生型こども食堂で

は６地区（概ね中学校区）開催。こどもの居場所でありながらも、地域住民等

多様な参加の場ともなっています。また、個人や関係団体から 842千円の寄付

受入れ、さらに食材や文房具等の受入れが多数ありました。 

社会的孤立支援事業「Café 凪」は、年間 2,380 人の利用があり、働くこと

に向けた場でありながら、地域の多様な方の参加の場ともなっています。令和

７年度は重層的支援体制整備事業地域づくり支援事業としても位置付けられ

更なる拡充を図っていきます。 

 

３. 情報発信・管理の整理と強化 

広報プロジェクト会議によりホームページや SNS の発信、社協だよりの発

行を行いました。社協だよりは財源が減少している中、紙面による発行を２回、

デジタル発行を１回としました。また、令和６年度より広報プロジェクト会議

による発行とし、総務課が進捗管理等を行いました。会議では、これまで各課

が担当していた広報について部署を横断して協議することができ、職員への理

解が深まり、市民が必要とする情報の整理や、発信のあり方を更に検討する機

会としました。令和６年度は「社協のための広報誌講座」へ参加したことで、

市民に必要な福祉に関する情報を発信できる体制を整えました。 

 

４. 適切な組織・運営体制の整理と強化 

介護保険事業・障害福祉サービス事業の適正化に向けて、「新たな介護サー

ビスプロジェクト」を実施してきました。第 1期中長期経営計画では、田老・

川井地域でのサービスのあり方について検討を重ねてきました。 

田老地域密着型通所介護事業及び介護予防・日常生活総合支援事業は、平成

27 年度以降収益減少が続き、利用者の確保に努めながらも利用定員見直しや

地域密着型移行など、必要な改善に努めてきましたが、これ以上の体制の見直
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しは困難な状況となったことから令和６年９月で廃止としました。 

「宮古市高齢者生活福祉センターむつわ荘」においては、通所介護事業（３

ヵ所）で利用者の減少が続き活動収支差額マイナスが継続。令和５年度は▲

10,889 千円となり、改善に向けた運営方法について宮古市と協議しました。

令和６年度末、小国デイサービスセンター及び門馬デイサービスセンターを休

止。むつわ荘デイサービスセンターにおいて小国・門馬地区利用者へサービス

提供を継続することとしました。令和６年度は▲13,474 千円となりました。

デイサービスセンター統合により、事業の効率化が図られ一定の改善は期待で

きますが、今後も更なる利用者の減少、サービス提供地域が広範囲であること、

施設の老朽化や諸物価高騰、福祉人材確保がますます困難な状況であることか

ら、福祉サービス提供継続には、介護保険事業では難しい状況となっています。

誰もが住み慣れた地域での生活を支えていくためには居宅介護支援事業、訪問

介護事業も同様、福祉サービス提供体制のあり方について、次期指定管理更新

に向けて宮古市や福祉サービス事業者等と協議を継続し更新について判断し

ていきます。 

収益事業である介護保険事業全体では、▲12,770 千円となりました。令和

５年度は▲35,196 千円であったことから、22,426 千円の改善となりました。

令和６年度指定管理更新を行った清寿荘介護保険事業において 12,681 千円の

改善。また通所介護事業・訪問介護事業においても昨年度比では改善がみられ

ていることが要因となります。しかし、訪問介護事業おいては報酬改定の影響

が大きくマイナスが継続しています。訪問入浴事業についても同様の状況があ

るため、法人における介護保険事業継続については、市内福祉サービス提供体

制のあり方を見据えながら宮古市と協議し判断していきます。 

田代児童館においては、令和６年度指定管理更新を１年間延長して運営して

きましたが、令和６年度末をもって閉館となりました。 

 

５. 職員（人材）活用・育成の整理と強化 

令和６年度計画採用職員は２名（計画値２名）。中途採用職員 20名、退職職

員 18名（離職率 9.9％[適正値：7％]）でした。令和３年以降新卒者採用は計

画どおりとなっていますが定着率は 62.5％となっています。全体の離職率も

10％前後で推移し適正値を３％程度超えていることで中途採用者が多くなっ

ています。職員の定着と育成のため、研修体系の確立が経営安定に重要な課題

となっています。職員配置は、受託事業において生活支援コーディネーターが

２名未配置、地域包括支援センターで社会福祉士が１名未配置、清寿荘入所支

援係看護師１名未配置、夜間専従介護員が不足となりました。介護保険事業に

おいても通所介護事業で看護師が不足しています。新たな資格取得者は社会福
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祉士１名、介護支援専門員１名となりました。 

職員研修については、「初任者研修」「リーダー研修」「管理職研修」の３階

層に分け内部研修と外部研修を活用し継続して実施しました。組織を継続的に

経営していくためには、人材の採用と定着が重要な課題の一つとなります。 

令和６年度は職位・給与体系改善に向け検討を重ね、その根底となる「職位・

階層別一覧表」を作成し研修を行いました。法人全体の事業活動を整理しなが

ら、ガバナンスの強化、給与体系の改善を図っていきます。 

  令和６年度も全国で災害が多発しました。７月の 秋田県・山形県大雨災害

による酒田市災害ボランティアセンターへ北海道・東北社協ブロック派遣に

応じて、９月から酒田市社会福祉協議会へ職員２名を 10 日間派遣しました。

これらの派遣活動を通じて宮古市における災害復旧支援に対応する人材の育

成と体制維持を行っていきます。 

  共同募金会会計において、本会職員による着服事案が発生しました。これは、

募金や会費、寄付など市民の皆様の協力により地域福祉活動を行う社会福祉

協議会の根幹を揺るがす事態となりました。事案の発生を受け共同募金会計、

および社会福祉協議会内においても岩手県共同募金会、岩手県、宮古市の協力

を得て調査を実施したところです。今後このようなことが二度とないよう、事

案の発生原因と対策に基づいた再発防止策を作成、徹底していくこと、職員へ

のコンプライアンス研修、管理職員への危機管理能力向上に向けた研修を実

施していきます。 
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第２期宮古市地域福祉活動計画「“ひと”と“人”がつながり 関わりあい ともに 支え合う まち みやこ」 

 

Ⅰ．基本方針（全課共通上位目標） 

 「ともに生きる豊かな地域社会づくりを進める」 

 

【総務課】 

Ⅱ．事業目標 

 ①組織運営体制の強化 

 ②人材獲得・育成・定着 

 ③財務管理と安定財源の確保 

 ④説明責任と情報発信 

 ⑤中期経営計画（4年目）進捗管理 

 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

①組織運営体制の強

化 

三役会議 

理事会・評議員会 

評議員選任解任委員

会 

専門委員会・調整委

員会 

役員、評議員 

各委員 

》法人意思決定、理事職務執行監督のため

理事会開催。 

》法人運営の重要事項の決定のため評議員

会開催。 

》必要な重要課題を専門別に研究協議し、

地域の福祉ニーズに対応する活動を展開

するため専門委員会及び職員レベルでの

協議をするため調整委員会を開催。 

三役会議6回 

理事会評議員会3

回以上 

三役会議5回 

理事会6回、評議

員会2回 

必要時開催 

経営会議 

 

 

連携ミーティング 

 

 

 

 

幹部職員 

 

 

中間層職員 

 

 

 

 

》経営会議で毎月の計画に対する進捗を

確認、共有し事業活動の展開の検討

や、改善を図る。 

》連携ミーティング（仮）では各部署中

間層職員同士で業務の悩み事を共有す

ることで、横連携により解決のヒント

を得たり、組織理念の理解を深める。 

 

経営会議12回 

 

 

連携ミーティン

グ6回 

 

 

 

12回 

経営状況、事業

課題を共有。 

5回 

社協内連携例を

共有。孤立者支

援の連携やブロ

グリレーを検討
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モニタリング会議 

 

 

 

 

 

課内会議 

 

サービス管理者等 

 

 

 

 

 

総務課職員 

 

》介護保険・障害サービスの事業計画目

標値達成率や収支状況を確認、対策を

検討し収支改善を図る。 

 

 

 

》総務課内会議により業務課題共有、協

議により改善に向ける。 

 

毎月／目標値達

成／収支バラン

ス 

 

 

 

課内会議12回 

した 

7回実施。ヘル

プ、総福デイ入

浴、むつわデ

イ、宮古居宅。

収支改善対策協

議・実施。 

毎月実施し、業

務予定や課題を

確認 

第4期総合福祉セン

ター指定管理（4年

目） 

センター利用者 

職員 

》防災訓練の実施。 

》運営協議会を開催し、利便性の向上を

図る。 

 

》アンケートによる満足度調査 

》施設内の不要なものを廃棄し整理整頓お

よび施設外草刈り等環境整備を実施し効

率的に活用する。 

2回 

2回 

 

 

1回 

2回 

2回実施 

2回開催。利用者

の要望確認、注

意事項を周知。 

1回実施 

2回実施 

②人材獲得・育成・定

着 

新規学卒者、中途採

用者獲得 

求職者 》就職相談会へ参加、大学・専門学校等

からの新規学卒者を採用 

 

》中途退職等による人材不足補充 

新卒採用2名 

 

 

中途採用／必要

数 

新卒枠は充足の

ため今年度は見

送り 

採用13名（退職

18名） 

人材育成研修の実施

および受講 

 

 

初任職員 

中堅職員 

管理職員 

》職位に応じた必要な知識・技能を習

得、自己啓発を促し当会の目的を貫徹

する人材を育てる。 

 

各研修1回以上 

 

 

 

初任者研修 

リーダー研修 

管理職研修 

各1回実施 

安全衛生管理 

 

職員 》 ・健康診断・ストレスチェック 

・安全衛生委員会（健康経営への取組検

討） 

・職場巡視 

・安全衛生研修会 

1回 

12回 

 

12回 

1回 

 

年間計画により

毎月開催 

 

7月開催 
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一般事業主行動計画

の推進（次世代法、女

活法） 

対象職員 》行動計画目標に向けた取組み 

》次期計画スタート（R6.4.1～） 

 ※女活法第2期、次世代法第5期 

行動計画目標に

よる 

衛生委員会で周

知（年休取得、

研修参加率等）

計画途中であり

継続取組み 

③財務管理と安定財

源の確保 

予算執行管理、運営

実績の月次把握・評

価 

監事 

所属長 

 

》決算監査(5月)、定期監査(7、10、1月) 

》月次決算を各所属長およびモニタリン

グ会議へ報告、収支改善へ繋げる。 

》適切な月次管理となる費用按分 

4回 

 

 

 

4回開催 

経営会議で共有 

適切な出納管理業務 日々の収入・支出管

理業務 

》改訂：市区町村社協事務局長の出納業

務に関する10のチェックポイントに基

づいた業務管理 

》出納自主点検表によるチェックの実施 

80％以上 

 

 

1回 

90％達成 

 

 

1回 

基金管理・寄附受入 各会員 

市内外の協力者 

》当会の理念、活動に賛同してくれる協

力者からの寄附の受入れ、依頼（活動

への参画）。 

》寄附活用報告、必要寄付の周知 

300,000円 

 

 

 

大口寄付あり達

成 

 

FACEBOOK9件掲載 

社協だよりで車

椅子活用報告 

④説明責任と情報発

信 

広報の充実 会員 》広報推進プロジェクト協議による社協

だより発行、ホームページ更新、SNS情

報発信 

》各事業所PRページ、SNSでの発信 

》社協広報誌研修受講 

6回 会議・取材7回 

取材→年3回発行 

 

 

8回（レイアウ

ト・写真撮影） 

財務諸表の公表 会員・地域住民 

他法人・団体 

》法人運営の透明性の向上のため財務諸

表等電子開示システムへ計算書類等を公

表する。 

1回 公表済み 

⑤中長期経営計画進

捗管理 

地域福祉部門構築に

向けた統合協議 

職員検討チーム 》・地域包括支援センター、生活支援体制

整備事業、復興支援センター、地域支

援係統合協議。 

・介護保険、障がい福祉サービス等統合

協議 

2回 

 

 

2回 

1回 

 

 

0回 
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未来推進会議 職員検討チーム 》・広報推進プロジェクト 

・新たな地域福祉活動創出プロジェクト 

・新たな財源プロジェクト（ファンドレ

イジング検討） 

・総合相談体制構築プロジェクト 

広報6回 

その他各2回 

 

7回 

2回 

4回 

 

4回 

職位体系・給与規程

等改善協議 

職員検討チーム 》職員職位や処遇に関する規程（給与規

程、退職金規程、研修規程等）につい

て課題把握および改善に向けた協議。 

8回 5回 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

センター利用

者数 
786 853 1,169 1,030 707 783 908 932 733 889 1,000 985 10,775  90.6% 11,896件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

理事会・評議

員会 
  ◎  〇 〇   ◎  〇 ◎ 

三役会議  ◎ ◎ ×   ◎  〇 ◎  ◎ 

経営・課内会

議 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ 

連携ミーティング ×  ◎  ◎  ◎  ◎  ◎  

モニタリング会議 × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × × × × 

次年度事業計画予

算作成 
       × ◎ ◎ ◎ ◎ 

就職相談会・学校

訪問 
 ×    ×   ×    

職員研修（ハラス

メント含む） 
◎  〇 ◎  〇 〇  ×  ◎  

安全衛生委員会・

職場巡視 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

安全衛生研修会    〇 ×        

総福センター運営

協議会 
   ◎       ◎  

アンケート満

足度調査 
         ◎   
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環境整備  × 〇 ◎  ◎   〇    

決算／定期監査  ◎  ◎   ◎   ◎   

財務諸表公表   ◎          

出納業務点検            ◎ 

固定資産現品確認            ◎ 

地域福祉部門

構築協議 
   ×     × 〇   

職位・給与体

制改善協議 
× ◎  〇 × × × ◎ ◎ 〇 ×  

未来推進会議(広

報) 
× ◎2回   〇 ◎ × 〇 ◎ ◎   

未来推進会議(地

域) 
  ×    ×   〇  〇 

未来推進会議(財

源) 
  〇  ×  〇 〇 ◎    

未来推進会議(相

談) 
〇 ×  〇  ×  〇 〇    

【総合評価】 

・効率性 

 計画に対し職員配置１名減となっており投入（人）は減少。職位・給与改善協議は職位階層一覧を作成し職位役割を明確化し、令和７年度の組

織再編を踏まえた上で給与体制を整備していく方向で協議を進めた。 

・有効性 

 収支改善のためのモニタリング会議を実施し車両配置見直しでの経費減、パート職員配置によるヘルパー収入増や、年度途中での収入目標値を

再設定することで、収支改善につながった。人材育成のための職員研修はハラスメント研修を実施。２年目で継続実施しているため管理者層、

リーダー層職員の意識は高まっていると思われる。 

・インパクト 

 正の変化：各部署からのメンバー参加での広報推進プロジェクトによる社協だよりの発行を行い、取材や編集を通し部署間のコミュニケーショ

ンにもつながっている。また一部署に偏っていた業務負担を軽減できている。 

・妥当性 

 総務のターゲットは職員も含まれ、各部署の要望により人事配置を検討するが、収支バランスも考慮する必要もあり最小限に留まっている。ま

た募集に対する応募がない職種もあるため、ニーズに即したものとなっていない。働き方に対する希望も多様化しておりパート雇用配置が増加

している。 
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・持続性 

 寄付受入については、FACEBOOKを活用しPRを行いながら、継続的に寄付をいただいている。 

 人材育成についても、継続的な研修、職位階層一覧により役割が明確化したことで、持続的な意識づけに繋がっている。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

 

 総務課長 1名（処務規程第9条） 

 総合福祉センター指定管理申請 2名 

※事務局長 1名（定款第40条） 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

課長 1名 

課長補佐 1名（地域包括事務兼任） 

係長 1名（総福センター管理兼任） 

主任 1名（成年後見センター事務兼任） 

事務員 4名 

（介護障がい請求担当2名、委託事業請求担当1

名、会計業務担当1名） 

〇車両等： 

日産クリッパー 1台（所有）※田老デイ配食 

スズキアルト  1台（所有） 

 

 

※令和６年度 苦情受付件数 ０件 

 

【地域福祉課】 
 <地域支援係> 
Ⅱ．事業重点目標  

 <地域福祉課：地域支援> 

地域住民の生活を支える中核機関として、住民やボランティア、保健・福祉・学校等の関係者、行政機関との連携・協働を図りながら、あらゆる地

域生活課題への対応と地域のつながりの再構築に向けて取り組む。 

 ＜事業目標＞＊４C地域支援係：統一目標 

（１）福祉の学びと担い手の育成（身近な福祉への気づきの醸成・福祉への参加人口増加） 

  （２）安心の地域づくり（場の創出・つながり・支え合いの充実） 

（３）活動基盤充実（地域活動財源の確保・情報発信・人材育成） 

（４）様々な生活課題の対応に向けて相談支援機能の充実（相談機能の向上・地域福祉サービスの充実） 

（５）新たな課題への対応（必要な生活支援サービスの確保や新たなサービスの開発） 

 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 評価 
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目標値 コメント 

①福祉教育の推進 

 

身近な福祉への気づき

の醸成 

 

学校における福祉教育 

 

社会的包摂に向けた福

祉教育と参加支援 

 

児童生徒 

教職員 

福祉施設・事業所 

一般 

>>児童・生徒対象体験教室実施（談・打合せ・

振返り） 

年50件 

43件対応。 

児童・生徒の体験

教室以外にも、企

業からも相談があ

り体験教室を実

施。 

>>学校・関係機関訪問 

学校：年60件 

関係機関：年30件 

体験教室打合せや 

V活動情報周知のた

め訪問。 

学校訪問は概ね目

標値どおりだが、

関係機関は目標値

を下回った。 

>>施設職員等との福祉教育プログラム検討 

年1回 

プログラム検討に

は至らなかった

が、施設職員との

情報交換を実施す

る機会を設け次年

度につながる機会

になった。 

>>福祉教育プログラム更新 3つ追加または更新 追加、更新なし。 

>>資源の創出（当事者団体への相談、施設と

の連携・協力） 打合せ3回 

2回実施。 

福祉事業所と協働

して体験教室を実

施。 

>>研修会・情報交換会開催 

年1回 

外部主催の研修会

講師として、教職

員向けに実施。 

2月に福祉関係団体

職員等を対象とし

た実践報告会を開

催。 

>>みやっこタウン企画参加 
年1回 

２日間参加。V団体

や他法人と協働
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し、福祉教育に関

する内容を盛り込

み楽しく学べる新

たな取り組みを実

施できた。 

>>夏休み福祉教育企画開催 

年1回 

単独での開催は開

催なし。 

（みやっこタウン

の中で、福祉教育

に類似した内容を

実施） 

>>和来輪来まつり開催 

600人 

約400名参加。 

当事者を中心に据

えた企画を実施し、

世代を問わず楽し

める内容となった。 

>>情報発信・SNS更新・助成事業案内 

SNS:月2回 

助成事業:3回 

 

ブログ更新16件。 

SNS:目標値に到達

しない月が多かっ

た。 

助成事業：3回達

成。HPを活用。 

>>施設・関係機関等への訪問、聞取り（随時） 

年3回 

福祉教育を進める

上で施設・関係機

関を訪問し内容の

充実のためのアド

バイスを頂いた。 

>>活動ニーズ、活動状況の把握（通年） 

相談年60件 

出張相談会:年24回 

NPO法人と連携し、

学生の活動ニーズ

把握及びマッチン

グを行う。 

出張相談会は概ね

目標値どおり。主

に切手整理活動を

行う。 

>>活動団体支援/ボランティア連絡協議会事 総会：1回 各会ともに目標値
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務局運営、会議開催支援（通年） 運営委員会：2回 通り開催。 

他市町村との交流

会など団体活動支

援も図られた。 

>>ボランティア関係保険手続き 
年700人 

1,510件手続き済

み。 

>>ボランティア講座等福祉への参加機会の

創出 

年2回⇒1回実施 

配食ボランティア

の一般住民向け研

修を実施。参加者

から5名が実際のボ

ランティア活動に

つながる。 

>>岩手県社協ボランティア・市民活動セン

ター企画委員会への参加 年2回 

ZOOM参加（1回）コ

ロナ禍を経て小規

模で集まれる土壌

作りが必要。 

>>「多様性」をテーマにした市民交流の場 交流会：年3回 未実施。 

>>生活支援ボランティア(有償)実施に向け

た取り組み検討（生活支援体制整備事業と

連携） 検討会：年3回 

検討会までは至ら

なったが、通常業

務の中で生活支援

ボランティアの構

築等について検

討。 

>>ボラセン情報発信 年36回 ブログやHPを中心

に発信。目標値に

至っていない。 

>>災害ボランティア活動支援費事業の運営 
申請：年5件 

1件対応。 

制度の周知方法が

課題。 

③高齢者サロン つどい、通いの場の創

出・地域交流 

住民、代表、一般企

業、包括 

 

>>サロン新規立上支援/相談・訪問 新規立上年1箇所 新規立上げなし。 

>>活動継続支援/相談・訪問・周知（レク用

品の紹介） 

訪問年60件、レク

用品貸出年60件 

・継続支援3件。そ

れぞれ担当地区SC

と訪問。参加者数

減少による活動継

続が課題となって
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いる団体が増えて

いる。 

・活動内容に悩み

を感じている団体

に対し、レク用品

周知を随時行う。 

>>多様な通いの場の創出にむけた協議 年3回 ・生活支援コーデ

ィネーターと多様

な通いの場につい

て打合せを実施、

「将棋カフェ」

等、通いの場の創

出につながる。 

>>サロンへの情報提供・実施（関係機関等

講話の紹介） 

随時 ・関係機関による

講話1件実施。 

>>地域イベント、サロン情報発信 随時 サロン訪問時に随

時実施。 

>>サロン連絡会開催（5圏域） 各1回 各包括地区で連絡

会を実施。 

>>各種研修会の案内 随時 サロン訪問時等、主

に注意喚起等のチ

ラシを配布。 

>>助成金活用案内 年2回 実施 

④つながり・支え合い

支援 

見守り支援配食 介護サービスや民間事業に

よるサービス利用が困難な

方 

>>つながり弁当配達 

>>配達時の見守り活動 

年1,800件 年1,849件。 

利用者によっては

配食ボランティ

ア、ヘルパー等と

連携し利用者の状

況確認を行う。 

>>宅配ボランティアとの連携 随時 随時連絡調整を実

施。 

>>宅配ボランティアの集い 

>>配食ボランティア研修会 

年1回 ボランティアの集

いから研修会に変

更。 

一般住民向けの研
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修会を開催。 

一般参加者6名。う

ち、5名が配食ボラ

ンティア活動につ

ながる。 

>>中継点の活用(協力企業の開拓) 

>>SCとの情報共有 

SC連絡会 年2回 SC連絡会にてボラ

ンティア募集の声

がけを実施。 

>>地域内のネットワークづくり 随時 包括と連携し地域

の方への見守り活

動への声がけを進

めている（南部・

田老） 

災害時の支援体制 行政 

職員 

>>宮古市との災害時連携協力体制の構築 協定締結 未締結。 

関係機関と災害時

連携協力体制の打

合せを実施。 

>>災害ボランティアセンター研修・訓練実

施 

年1回 11月岩泉町にて開

催。 

介護機器貸出・点検 高齢者、障がい者等 >>介護機器貸出 年70件 貸出44件。 

（車いす39件、ベ

ッド5件） 

>>介護機器点検・定期的に訪問点検（半年

に1回） 

 

年46件 点検7件。ベッド動

作、車いす空気圧

（虫ゴム交換）を

点検。 

>>利用者の状況確認、見守り活動 

>>利用者の状況把握と関係機関との連携 

随時 包括へのつなぎを

行い、連携して対

応。介護事業所とも

協働し点検、搬入出

対応を行う。 

⑤被災者生活支援 生活支援の相談継続 

 

つどい、通いの場の創

被災者 

住民 

関係機関 

>>訪問、見守り支援個別 年1,680件 見守り世帯や高齢

世帯を重点的に訪

問の実施。 

>>地域支援（つながりの再構築） 随時 今年度から2ヶ月に
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出・地域交流 

 

地域見守り支援拠点の

運営 

1回、外部団体の料

理サロンを地域住

民も交えて開催。日

程調整や周知を行

った。 

>>事例検討会実施(現地事例検討会参加） 年1回 7月に多職種他機関

参加で実施。 

>>アセスメント見直し及び支援度区分判定 随時 フォーマル、インフ

ォーマルな見守り

や世帯状況に変化

がある世帯につい

ては随時アセスメ

ントの見直し等を

実施。 

>>各種研修会及び情報交換会への参加  県社協年間計画に

基づき参加。 

アドバイザー派遣

事業を利用し、他職

種でのマップ研修

を実施。 

>>被災者連絡調整会議への参加 年4回 年間計画に基づき4

回参加。事例を提出

し市関係部署と情

報共有を行う。 

>>見守り支援拠点サロン運営(毎週木曜日) 年 384 人 新しい参加者も増

え、ニーズに対応し

ながら実施。参加者

の状況を包括とも

情報共有を実施。 

>>住民支え合いマップづくり（新規・継続

含む） 

年2地区 2地区で他職種と連

携しながら実施。独

自のマップ作成研

修会も開催、今後の

展開へつながるも

のとなった。 



- 13 - 

 

>>一般世帯を含めアウトリーチ等を通じた

継続支援の検討 

 状況に応じて関係

機関と共有し同行

訪問を行う。 

>>外部活動団体との情報交換会 年1回 新しい外部団体に

も声をかけ、住民

と外部団体との交

流会を実施。団体

と住民間での顔つ

なぎとなった。 

>>アンケート未回答（要支援回答）訪問 年1,440件 計640件訪問。未回

答・要支援回答者

への訪問は終了。

これまでの訪問の

中で、訪問継続が

必要な世帯への訪

問を実施。 

⑥低所得世帯相談 生活福祉資金貸付 

 

たすけあい銀行貸付 

低所得世帯 

障がい者世帯 

高齢者世帯 

生活保護世帯 

>>アセスメント、支援計画作成、申請手

続、交付決定手続 

年300件 新規相談及び償還

に関する相談に対

応。コロナ禍を経

て、働き世代から

の相談が増加。 

教育支援資金の相

談・申請が集中し

てあり、職員体制

を増やし（担当以

外も対応）対応。 

>>償還滞納世帯状況把握訪問 年100件 集中訪問は実施な

いが、来所での償

還等もあり、随

時、状況把握。 

>>生活困窮者自立支援事業との連携(通年)  緊急性の高いケー

スや滞納継続世帯

を中心に情報を共

有し、連携して対

応している。 

>>研修会・事例検討会開催(合同) 年1回 実施はないが、研
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修会へ参加。 

>>支援会議開催  支援会議には至ら

ないが、日々のミ

ーティング等で支

援の方向性を検

討。 

>>滞納世帯償還指導面接（県社協主催） 年1回 今年度は実施な

し。 

⑧社会福祉大会 福祉活動の普及・推進 福祉活動推進者 

関係機関・団体 

一般 

>>県社会福祉大会参加 年1回 11/13（水）岩手県 

民会館にて開催。 

参加者5名（内訳： 

会長、副会長2、職 

員2名）。 

>>社会福祉関係者の表彰  ○県社会福祉大会 

・褒賞 1 

・共募功労個人1 

・共募功労団体2 

○社会福祉大会 

・市長感謝状2 

・大会長表彰個人

26、団体2 

・大会長褒章3 

・県共募感謝状4 

>>市社会福祉大会・シンポジウム開催 250人 日時：11/17（日） 

13時～16時 

場所：宮古市総合 

福祉センター健や 

かホール 

参加者数：約230人 

・一般参加者180人 

・講師、通訳者等9 

・係員40人 

○市民の関心の高 

い認知症と地域共 

生の実現について 

を講演テーマとし 
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て設定。世代的に 

も親しみのある講 

師（町永俊雄氏） 

に依頼し好評を得 

ることができた。 

○福祉事業所の販 

売ブースを設け、 

社会参加と地域資 

源の活用など地域 

共生を可視化。 

○事前申し込み制 

の導入で混乱なく 

対応できた。 

⑨民生委員児童委員

活動支援 

地域づくりに向けた連

携・協力 

地域懇談会 

民生委員・児童委員 >>地区民協活動助成金交付 年2回 交付済み。 

>>互助共励給付金交付手続き窓口  申請1件、交付済。 

>>各地区、懇談会の開催 13地区 実施なし。 

⑩敬老会助成 助成金交付 町内会・自治会、地域

づくり委員会等 

>>敬老会開催地区助成 年76件 申請74件、交付

済。 

⑪共同募金 

（詳細報告は共同募

金事業報告書） 

地域福祉活動財源の確

保(活動基盤の充実) 

 

地域生活課題の把握 

一般 

共同募金委員 

>>共同募金委員会事務局運営 

運営委員会、審査委員会、業務監査、県共

同募金会報告 

委員会 10回 

監査   3回 

運営委員会等、7回

開催 

監査：3回（決算・

業務） 

＊不正事案発生 

・再発防止策の徹

底 

・管理体制の徹底 

・職員のコンプラ

イアンス意識の向

上 

・管理職の危機管

理の強化 

>>共同募金運動 

 運動計画立案、団体との連絡調整 

共募事業計画 街頭募金運動は各

団体の活動時間を2

時間から1時間へ見

直し負担軽減を図
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った。 

>>広報・啓発活動 
共募事業計画 HP、広報誌を作成

し展開。 

>>助成事業周知・相談・申請対応 

共募事業計画 申請書作成や報告

書作成の助言など

必要に応じて随時

おこなった。申請6

件。 

⑬人材育成 実習受入 学生等 >>ソーシャルワーク実習受入（前期・後期） 

>>キャリア教育、インターンシップ実習受入 

年１回 

随時 

今年度、受け入れ

なし。 

⑭調査・研究 新しい課題への対応と

見直し 

一般・SC連絡会議 

評価委員 

 

 

 

 

 

 

>>各種研修参加、研修報告会（通年） 年１２回以上 ・６回参加 

（独自開催３回） 

>>生活圏域情報交換会開催 ８圏域 １２回開催 

>>地域福祉活動計画評価委員会開催 年1回 ６月に開催 

中間評価、概ね良 

好 

>>第3期地域福祉活動計画策定準備  策定準備に向け担

当者の勉強会実施。 

>>地域福祉活動推進委員会(仮称)等の設置

準備 

 推進委員会ではな

く別の委員会等

で設置を検討。 

⑮会員・会費事業 社協会費 一般会員・法人会員・

特別会員 

>>社協会費活動（7月重点月） 

一般会費、法人会費、特別会費 

前年度実績額 

16,581,036円 

R7年3月31日現在 

16,205,861円 

目標値管理 4月 5月 6月 ７月 ８月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 
年間目標

値 

体験教室 0 9 10 4 1 4 2 4 2 3 4 0 43 86.0％ 50件 

学校訪問 4 6 7 5 4 4 5 4 2 5 3 0 49 81.7％ 60件 

関係機関訪問 3 2 3 3 2 3 4 2 2 2 2 3 31 103.3％ 30件 
ボランティア相談件数 5 4 3 3 6 2 3 5 2 4 2 2 41 34.2％ 120件 
ボランティア訪問支援

件数 3 2 4 2 2 2 2 2 3 2 5 3 32 53.3％ 60件 

情報発信件数 1 0 2 1 2 1 3 2 3 6 1 1 23 63.9％ 36件 
ボランティア保険手続 533 177 460 60 44 25 16 23 7 4 2 159 1,510 215.7％ 700人 

サロン訪問件数 6 2 1 0 0 1 0 3 1 0 0 0 14 23.3％ 60件 
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レク用品貸出件数 6 5 2 2 2 2 3 2 2 8 2 0 36 60.0％ 60件 

見守り配食件数 99 99 114 139 108 155 192 188 200 192 181 182 1,849 102.7％ 1,800件 

介護機器貸出件数 3 2 7 1 8 4 4 5 3 4 1 2 44 62.9％ 70件 

介護機器点検件数 0 1 0 1 0 2 1 0 0 1 0 1 7 15.2％ 46件 

被災者支援件数 331 99 153 125 297 15 253 108 219 113 108 64 1,885 112.2% 1,680件 
被災者アンケート訪

問 
60 99 79 86 54 27 54 26 68 41 31 15 640 44.4％ 1,440件 

見守り支援拠点サロン

利用者数 48 55 59 59 21 61 50 42 29 26 38 19 507 132.0％ 384人 

資金相談件数 29 25 51 42 18 33 29 32 32 28 42 9 370 123.3％ 300件 

償還訪問件数 3 2 2 2 2 3 2 3 3 2 3 3 30 42.9％ 70件 

事業管理 4月 5月 6月 ７月 ８月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
福祉教育プログラム検

討   ◎       ×   

資源の創出    〇    ×   ×  
福祉教育研修会  ×  ×       〇  
夏休み福祉教育企画      ×       

和来輪来まつり      ◎       

外部活動団体 

情報交換会 
          ×  〇 

生活支援ボランティア

検討会 ×  ×       ×   

市民交流会   ×   ×     ×  

ボランティア研修    〇  ×   ×  〇  

事例検討会     〇        
被災者連絡調整会議  ◎   ◎   ◎   ◎  
住民支え合いマップづ

くり（研修会含む）   〇     ×    ◎   ◎ 

社会福祉大会        ◎     

民児協助成 ×  〇    〇      
民児協との懇談会開

催 
× ×           

敬老会助成   ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇    

ボラセン情報発信 ◎ × ◎  ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

ソーシャルワーク

実習受入 
   

受入れな

し 
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キャリア教育実習

受入 
      

受け入れ

なし 
     

生活圏域情報交換

（SC連絡会議参加

等） 

 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎   ◎ ◎ ◎ ◎ 

地域福祉活動計画

評価委員会 
  ◎          

【総合評価】 

・効率性 

１名減の職員配置により、事業担当の変更や４センター（田老・新里・川井）での一部業務分担、特にも赤い羽根運動時期は各センター職員の協力

を得て実施。一部の職員に業務が集中しないよう、日々の業務進捗状況の確認をしながら効率化を図ったが、相談業務においては職員のスキル等も

あり一部職員へ集中した。効率的な業務・手法等に改善が必要であり４センターや他部署との協議や連携協力が必要。 

・有効性 

 令和5年度の実績を鑑み目標値を高くし取り組んだ事業もあったため、実績は減少。特にも下半期は繁忙期のため実績の減少を見越し計画を立案した

が突発的な相談等に追われ計画通り進められなかった。その一方で１部署だけでなく、関係する部署と連携しながら事業企画を進めることができ違

う視点を持つことができ有効的であった。 

・インパクト 

 事業へのボランティア参加・育成を目的にボランティア研修会を開催、広報の仕方や参加しやすい方法を見直した結果、参加者のほとんどがボラン

ティア登録・稼働へつながった。登録したボランティアの中には他部署のボランティアとしても継続して活動。ボランティアが継続し活動できるよ

う後方的支援が必要。 

・妥当性 

 今年度はより社協組織内の「多職種連携」を目指し企画・打合せの段階から１層SC・包括管理者が参加し、独自で「支え合いマップ」研修会を２回

企画・開催。支え合いマップから課題を抽出、その後の関りまで丁寧に実施した地区もあり、マップ作成後、成果発表の場を設けた。マップ作成か

ら地域の活動創出につながった。 

・持続性 

 地域訪問や相談により地域のニーズ・課題把握ができ、生活支援相談員、１・２層生活支援コーディネーターへ働きかけ、地域住民が集まる「きっ

かけの場」づくりを継続的に協議（地域づくりの勉強会も兼ね）、今後は地域や他団体にも働きかけ行い多職種・多機関連携で実践。 

【共同募金事業】 

 会計処理における不正事案が発生、信頼回復に向けた管理体制の見直しと再発防止策の徹底、職員のコンプライアンス研修、管理職のリスクマネジ

メント等に努める。また、広報活動を通じて募金の趣旨や使途等を伝え、透明性の高い運動を展開する。 

○職員体制 

 ・管理職 1名 

 ・生活支援相談員 3名（県委託） 

○職員体制（現行） 

 ・管理職 ２名 

 ・生活支援相談員 ３名（県委託） 

〇配置車両： 

 スズキアルトバン ３台（リース） 

 スズキアルトバン 1台（リース）※配食 
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 ・資金貸付相談員 0.5名 

 ・生活支援コーディネーター（1層） 1名 

・生活支援コーディネーター（2層） 1名 

 ・相談支援員   ２名（市委託） 

 ・資金貸付相談員  

2名×0.25 ※生活支援係兼務 

 ・生活支援コーディネーター（1層） 1名 

・生活支援コーディネーター（2層） 1名 

 トヨタハイエース 1台（乗用）※他事業共有 

 トヨタハイエース 1台（貨物）※他事業共有 

 

<生活支援係> 
Ⅱ．事業目標 

1 生活のしづらさを抱えている人たちを支えるための相談体制の充実 

2 地域生活を支えるためのネットワーク構築 

3 資源活用、開発にむけた検討と取組み 

 

<地域福祉権利擁護センター> 

Ⅱ‐1‐①事業の理解促進 

Ⅱ‐1‐②成年後見センターと連携した権利擁護支援体制の構築 

Ⅱ‐2‐③定期的なモニタリングと生活支援員、関係機関との連携による生活変化の把握 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

Ⅱ‐1‐① 

事業の理解促進 

広報・啓発 市町村民/関係機

関・団体 
・市町村広報紙への掲載 年4回以上 年間6回掲載 

・他機関他団体研修講師派遣 年2回以上 
後見制度研修内で事 

業説明実施 

・関係機関職員への事業説明 年1回以上 包括主催会議で実施 

・リーフレット配布（公共施設等） 年3ヶ所以上 
パネル展示、研修会で 

配布 

Ⅱ‐1‐② 

成年後見センターと連携し 

た権利擁護支援体制の構築 

・後見センターとの

定期的な情報共有 

・相談員の質の向上 

利用対象者/契約者/

関係機関/成年後見

センター 

・成年後見センターとの定期ミーティング 月1回 月1回定期開催 

・権利擁護支援方針会議への参加 年5回以上 年1回参加 

・関係機関支援会議等への出席 年12回以上 年9件実施 

・成年後見センターとの同行訪問 年5回以上 年8回実施 

・研修会参加（目標設定とまとめ） 年3回以上 年4回実施 
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Ⅱ‐2‐③  

定期的なモニタリング・生 

活支援員、関係機関との連 

携による生活変化の把握 

・相談支援 

・支援計画作成 

・生活支援員、町村

社協との情報共有 

 

・システムの効果的

運用 

 

 

利用対象者/契約者/

家族/関係機関/生活

支援員/町村社協担

当者 

 

利用対象者/契約者/

家族/関係機関/生活

支援員/町村社協担

当者 

・来所/電話/訪問による相談対応 
新規年24件以上 目標値を上回った 

延べ月150件以上 目標値を上回った 

・町村社協窓口との連携 月2回以上 随時連携 

・生活支援員、関係機関との情報共有 月130回以上 目標値を上回った 

・定期モニタリング 1人1回以上 
月により遅れは出たが 

全契約利用者実施 

・システム活用によるケース管理 毎月1回以上 計画どおり 

・支援計画の適切な見直しと変更手続 1人1回以上 
手続きの遅れあり対策

を共有し改善を図った 

目標値 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

相談件数（新規） 1 6 3 2 1 3 2 4 1 1 2 6 32 133.3％ 24 

相談件数（延べ） 186 188 156 197 178 177 183 206 192 236 188 260 2,347 130.4％ 1,800 

生活支援員との共有 146 135 137 148 143 136 146 138 159 131 140 131 1,690 108.3％ 1,560 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

広報啓発      ○ ×  ◎   ◎ 

定期ミーティング ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

定期モニタリング ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

支援計画見直しと変更手続 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

【総合評価】 

[効率性] 

・年間を通して国の示す専門員1人当たりの契約利用数の1.5倍にあたる利用者の支援実績で、概ね例年通りの実績となった。 

・上半期に遅れが生じた手続き業務については対策を話し合い、モニタリング時に実施することで改善につながった。 

[有効性] 

・随時、成年後見センターと連携し成年後見制度への移行が望ましいケースについては関係機関も交えて検討。移行ケースは申立まで継続して支援を

実施し、計3件が移行した。 

・後見センター主催研修や市民後見人養成講座、地域包括支援センター主催の会議において事業説明を実施。事業対象外となる相談も寄せられること

から今後も積極的に事業説明の機会を設けていく必要がある。 

[インパクト] 

・契約時、親族に当事業の説明が充分にできなかったことにより終了時にスムーズな返還ができなかったケースあり。親族と疎遠なケースも増えてき
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ており、今後は契約前に親族関係の把握と利用することの周知が必要なことを関係機関に充分理解していただく必要がある。 

[妥当性] 

・年間通して相談件数は新規件数及び延べ件数ともに目標値を上回った。今後も高止まり状態は変わらず続くと考える。 

・生活支援員との密な情報共有により、速やかに関係機関への連絡や必要な手続きにつなげることができた。 

[持続性] 

・当事業の役割が充分に機能し当事者の生活支援につながるためには、さらに関係機関に正しく理解していただくための機会をつくる必要がある。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

・所長  1名 

・専門員 2名（利用者35人に専門員1人） 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員体制（現行） 

・所長  1名 

・専門員 2名 

・生活支援員 16名 

○車両等 

・トヨタアクア 1台 

 

<宮古圏域成年後見センター> 

  Ⅱ‐1     

Ⅱ‐2 

   Ⅱ‐3 新たな担い手の確保と育成 

Ⅲ．事業活動  

Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

Ⅱ‐1/Ⅱ‐2 

権利擁護支援の地

域連携ネットワー

クづくり 

広報・啓発 

相談窓口の明確化 

制度理解の促進 

市町村民/関係機関・

団体 

出前講座（サロン等） 年4回以上 人員不足により 

実施できず 

住民向けセミナー開催 年1回 計画通り実施 

パネル展示（公共施設・まつり等） 年4か所以上 計画通り実施 

支援者向け研修会開催 年1回 年3回実施 

パンフレット・チラシ配布 年4か所以上 研修会等で配布 

センターだより発行 年2回 年1回発行 

市町村広報誌への掲載 年15回以上 12回掲載 

相談支援  

本人/家族/関係機関

/日常生活自立支援

来所/電話/訪問による相談対応 
新規年60件以上 年度途中に延べ件数 

の目標値を見直し。新 

規は目標値を下回っ 

た。 
延べ年200件以上 

町村部出張相談会 各地区2回 計画どおり実施 

権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり 
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事業担当者 支援方針会議開催 年5回以上 主催開催年6回 

専門職相談 年5回以上 目標値達成 

家裁との連携 年5回以上 目標値を上回る 

日自担当者定期ミーティング 月1回 月1回以上実施 

関係機関支援会議等への参加 年3回以上 年7回参加 

制度利用促進 三士会/家裁 受任調整会議開催 年5回以上 年7回実施 

後見人支援 親族後見人/専門職

後見人/家庭裁判所 

後見人相談 年5件 目標値達成 

チーム会議開催 年3回以上 年6回実施 

親族後見人相談会 年1回 年1回実施 

実務担当者会議 行政/社協職員 制度利用促進に関する協議 年3回  年4回実施 

地域連携ネットワーク会議 関係者 協議会開催 年1回 計画どおり実施 

Ⅱ‐3 新たな担

い手の確保と育成 

市民後見人育成 市民 市民後見人検討委員会 年2回 年1回実施 

市民後見人養成講座開講 年1回 計画通り実施 

目標値 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

相談件数（新規） 1 4 7 4 0 2 9 6 5 5 4 3 50 83.3％ 60件 

相談件数（延べ） 78 79 57 37 37 27 48 90 54 51 26 56 640 110.3％ 580件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

セミナー開催  ◎           

支援者向け研修会   × ○ ◎   ×   ○  

パネル展示    ◎  ◎ ◎ ◎     

町村部出張相談会    ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎    

出前講座   × × ×        

市民後見人検討委員会 × × × ×    ○     

市民後見人養成講座          ◎ ◎ ◎ 

実務担当者会議  ◎  ○  × ○   × ○  

協議会開催            ◎ 

【総合評価】 

[効率性] 

・広報啓発については出前講座が実施できなかったが、職員体制が整わないなか家裁との連携のもと計画を上回る回数の研修が実施できた。 

・制度利用に関連する会議については随時調整し開催。調整に時間を要することもあり会議により今後は定期開催と随時開催に整理していく。 



- 23 - 

 

[有効性] 

・町村部の出張相談会については、各社協と相談しながら場所の選定や周知方法等工夫を試みたが年間通して相談実績につながらず。周知方法や

相談会のあり方を引き続き検討する。 

・新たな担い手の確保に向けて、市民後見人養成検討委員会で協議を重ね計画通り養成講座を開催することができた。当初の定員には満たなかっ

たが、第1期養成で16人が受講修了。検討委員会メンバーをはじめ各自治体、関係機関団体27人の方が講師として関わり地域人材育成に関する

理解と協力を得られた。 

・地域連携ネットワークづくりを目的とした協議会が充分に機能していない。相談を始め各種会議や活動を通し、当地域に即した協議会運営につ

いて再考する必要がある。 

[インパクト] 

・市民後見人開講に伴う広報活動にて権利擁護支援への関心度が高い地域の把握ができた。絶対数は少ないが養成に関する問い合わせもあり、今

後の地域福祉活動へつながる検討材料の一つになった。 

・自治体の担当者と協議を重ね、申立助成及び報酬助成の対象要件について統一が図られた。 

[妥当性] 

・金融機関をはじめ相談支援機関からのつなぎで親族の相談が増加。併せて申立支援数実績も大幅に増えた。 

・セミナー参加者アンケート及び支援者向け研修参加者アンケートで、大変満足または満足との回答率はいずれも80％超。また、会場まで来られ

ない方や当日受講できない方用にライヴ配信やオンデマンド配信を実施し少数ではあったが参加につながった。一方で支援者向け研修は業務

分野に偏りがあり、ニーズ把握をはじめ開催時間帯や内容の再考が必要。 

[持続性] 

・広報啓発は引き続きターゲット層に合わせて企画、継続していくことが必要。特にも相談実績が少ない町村部への働きかけを再考する。 

・相談機能の充実には引き続き研修や各種会議への参加を積極的に働きかけ具体的な関わりの機会をつくる必要がある。 

・新たな担い手については、受任にむけて引き続き家裁と連携を図る。また、受任以外の活躍推進については今後のフォローアップ研修等を通し

て模索していく。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

・所長  1名 

・社会福祉士 1名 

・相談支援員 1名 

・事務員  0.5名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員体制（現行） 

・所長  1名 

・社会福祉士 2名 

・事務員  0.5名 

○車両等： 

・トヨタヴィッツ 1台 

 

 <くらしネットみやこ相談室> 

・Ⅱ-1-① 多様で複合的な課題を抱える相談者への伴走型相談支援 

・Ⅱ-1-② 課題を抱える相談者の早期発見と継続支援 

・Ⅱ-2-① 孤立防止のためのネットワーク構築 
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・Ⅱ-3-① 働く場や参加する場を広げるための資源活用と開発 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

Ⅱ-1-① 

多様で複合的な課題を

抱える相談者への伴走

型相談支援 

相談支援 生活課題を抱えた方 相談対応 年1,920件 目標値を上回った 

プラン作成 年36件 作成数は達成したが利

用数は計画を下回った 

任意事業（住居確保・家計・就労・就労準備・一時生活） 年120件 概ね計画通り 

支援調整会議 年12回 計画通り実施 

モニタリング・評価 年20回 計画通り実施 

食糧支援、家電・日用品支援、一時生活 年60件 目標値を上回った 

子ども・親への支援 生活困窮世帯 

ひとり親世帯 

こども食堂（キッチン） 年12回各回10世帯 回数は計画通りだが、毎回

欠席世帯あり参加世帯数は

目標値達せず。 

学習支援（リビング） 年10回以上 計画通り実施 

相談員資質向上 相談支援員 

就労支援員 

生活困窮者全国交流研究大会 年1回 オンライン受講 

研修受講（オンライン含む） 随時 随時受講 

Ⅱ-1-② 

課題を抱える相談者の

早期発見と継続支援 

訪問活動 ひきこもり状態にある方 アウトリーチ支援員による訪問 年12回以上 目標値を上回った 

フードパントリー 生活困窮世帯(失業者) 食糧・日用品無料配布 年2回以上 年4回実施 

ひとり親交流事業 ひとり親世帯 市外へのミニ旅行 年1回 目標達成(3月実施) 

機関連携 
支援が必要だが行き届

いていない人 
貸付事業・他相談機関との情報共有 

相談実績年10

人 
随時実施 

Ⅱ-2-① 

孤立防止のためのネッ

トワーク構築 
子ども・親への支援

（地域共生型） 

支援が必要だが行き届

いていない人 

こども食堂（ダイニング） 年10回以上／6ヶ所 計画通り実施 

 

学習支援（集合型） 年10回以上／6ヶ所 会場及び運営側で実施 

により2ヶ所実施できず 

研修会開催 地域住民 
こども支援研修会(こども食堂・学習支援・交流会） 年2回 研修1回、交流会2回実施 

こども食堂研修会（フレンドカフェ） 年1回 目標達成(2月実施) 



- 25 - 

 

Ⅱ-3-① 

働く場や参加する場を

広げるための資源活用

と開発 

機関連携・資源創出 
市内関係機関 

事例検討会 年1回 

 
目標達成(2月実施) 

課題解決のための資源活用・創出 

検討会 年3回以上 
計画を進めたが市と日程

等調整つかず未実施 

一般就労が困難な方 

中間的就労の仕組みづくり検討会参加 年3回以上 年4回参加。 

企業との連携 
しごとネット 3社以上 

外部6社から受注。社協

内清掃も新たに実施。 

職場見学・就労体験 年2回/2人以上 1件見学実施 

就労準備支援 

就労準備各種プログラム 年3回以上 内部研修1回、外部講

師研修1回実施 

CAFÉ凪運営 来客数年1,560人以上 
ランチを開始。目標値 

を上回った 

ミヤココ運営協力 年10回以上 
当事者が一定数いない 

ため不参加 

荒波キッチン 月1回以上 計画通り実施 

孤立防止 
男性向けカフェ（居場所支援） 年9回 

スケジュールが遅れ11月か 

ら月1回（年5回）開始。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

新規相談 32件 28件 26件 32件 14件 32件 22件 35件 12件 19件 22件 34件 308件 128.3％ 240件 

相談件数(延) 234件 214件 178件 187件 163件 156件 210件 234件 193件 201件 202件 246件 2,418件 125.9％ 1,920件 

プラン作成数 6件 4件 1件 5件 2件 1件 3件 3件 3件 0件 4件 6件 38件 105.6％ 36件 

プラン利用数 10件 12件 11件 9件 8件 8件 5件 6件 9件 6件 6件 10件 100件 83.3％ 120件 

緊急支援数 13件 8件 7件 12件 9件 3件 10件 6件 6件 5件 8件 7件 94件 156.7％ 60件 

就労者数 2名 2名 2名 2名 0名 0名 2名 2名 1名 2名 1名 2名 18名 150.0％ 12件 

しおかぜキッチン参加世帯数 9世帯 8世帯 8世帯 6世帯 6世帯 7世帯 7世帯 9世帯 9世帯 10世帯 9世帯 9世帯 97世帯 80.8％ 120世帯 

地域共生型こども食堂 
4地区

／6回 

3地区

／3回 

3地区

／3回 

5地区

／5回 

6地区

／10回 

3地区

／3回 

3地区

／3回 

3地区

／3回 

6地区

／6回 

4地区

／5回 

3地区

／3回 

5地区

／8回 

6地区／

58回 
96.7％ 7地区/60回 

居場所型学習支援 0回 0回 0回 3回 5回 0回 0回 0回 2回 4回 0回 5回 19回 190.0％ 10回 

集合型学習支援まなびネット 
4地区

／6回 

3地区

／3回 

3地区

／3回 

4地区

／4回 

4地区

／5回 

3地区

／3回 

3地区

／3回 

2地区

／2回 

4地区

／4回 

3地区

／3回 

3地区

／3回 

4地区

／5回 

4地区／

44回 
81.5％ 6地区/54回 
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凪来客数 160名 169名 196名 207名 167名 225名 207名 247名 178名 169名 222名 233名 2,380名 152.6％ 1,560人 

ミヤココ運営協力 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0.0％ 24回 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

事例検討        ×   ○  

こども支援研修会  ◎        ◎   

こども食堂研修会      ×     ○  

居場所型学習支援    ◎ ◎    ◎ ◎  ◎ 

集合型学習支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

荒波キッチン ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

男性向けカフェ    × × × × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

フードパントリー    〇 ×  〇  ◎   ○ 

資源活用・創出検討   ×    ×    ×  

【総合評価】 

[効率性] 

・相談内容が家族や地域との関係に関する相談が増え、相談者本人と環境の相互作用を熟慮し適切なアセスメントと計画の介入が必要となって

いる。しかし、プラン作成の同意に至るまでと作成に時間を要するため相談件数とプラン作成数が比例しない結果となった。目標値はいずれも

達成。 

・こども食堂について、ダイニング（地域コミュニティ型こども食堂）では学生の学習支援員配置により子どもたちの見守りや安心して楽しめる

環境づくりにつながっている。 

・カフェ凪で週1回ランチ営業を開始。就労訓練の作業を増やすねらいとしては一定の効果あり。ただし活動者が定着せず、複数の職員補助が常

時必要な状況。作業の細分化をはじめ運営継続のため適切な投入について見直しと検討が必要。 

[有効性] 

・相談実績は新規及び継続のいずれも昨年度より約50件増となり目標値を上回った。関係機関からのつなぎの他、アウトリーチの強化のための工

夫と実践による成果と考える。それにより新規プランにつながったケースや新たな課題表出により支援再開となるケースがあった。課題解決

に至るまでには寄り添い型の支援の実践がより重要になっている。 

・新たな就労準備支援活動の場の開拓にむけて田老センターと協議。その結果、しごとネットとして田老センターの清掃作業を体験的に開始。本

格始動は令和7年4月からとなるが、地域課題に対して地域資源を活用したプロジェクトを生み出した。今後はひきこもり等の課題をもった相

談者の就労支援に向けたスモールステップの1つとなるよう引き続き連携を図っていく。 

[インパクト] 

・中間的就労に関する検討会参加機関のネットワークから見えた社会的ニーズと、当相談室の学習支援（リビング）で捉えた課題に共通点を見出

したことで、学習支援のあり方や他の居場所支援の検討につながった。 

・新たな居場所支援を開始したところ関係機関の協力により市内全域から多数の方が参加。遠方の方は送迎が必要なため職員が協力している状
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況となっている。ニーズは高いが、それに対応するには各地域での開催も考えていく必要がある。 

・昨年度から継続して寄付の受付が増加。今年度は活用先の拡大にむけ、寄付者へ説明や相談を行った結果、こども食堂に限らずフードパントリ

ー等他の事業の活用につながった。また、寄付に留まらず、こども食堂の活動を知りたいとの声も増えており地域からの関心を活動にどうつな

げていくかが昨年度から継続して課題となっている。 

・ロータリークラブやライオンズクラブ等の団体との情報交換で、当相談室の活動や相談者の状況を伝えることを通して、新たなしごとネットや

こども食堂への協力の提案や問い合わせをいただいた。 

[妥当性] 

・前年度に続き、さらに複雑化した課題の相談が増加傾向。内容が多様化し、相続や債務等の専門的知識が必要になる相談やひきこもり、家族や

地域との関係に関する相談も増加。その他、同一世帯の家族それぞれから相談を受けるケースもあり、既存の制度では具体的な対応策を見出す

ことができず当相談室で抱える状況が多くなっている。 

・以前から課題として挙がっていた孤立傾向の男性への居場所支援を開始。以前からくらしネットにつながっていた男性の他、他機関からの紹介

での参加もあり、ニーズの高さを感じた。また、就労支援手前の居場所支援のニーズも高まっていることから、既存活動（荒波キッチン）の見

直しを始めた。 

[持続性] 

・居場所支援は他機関からのニーズも少なくないことから今後の展開について社協内他部署と情報共有、連携しながらさらに具体的な検討を進

めていく。 

・[インパクト]にも記載のとおり、外部へ当相談室の活動を積極的に発信していくことが相談者への理解や活動の協力につながる一環となる。 

 

○職員体制（運営規程） 

・主任相談支援員（社会福祉士）1名 

・相談支援員    2名 

・就労支援員    2名 

・家計改善支援員 0.5名 

・学習支援員   0.5名 

・アウトリーチ支援員 1名 

・学習支援コーディネーター 1名 

○職員体制（現行） 

・主任相談支援員 1名 

・相談支援員 2.5名 

・就労支援員 2.5名 

・家計改善支援員  0.5名（兼務） 

・アウトリーチ支援員   1名   

・学習支援コーディネーター 1名(兼務) 

〇配置車両： 

トヨタヴィッツ １台 

ダイハツムーヴ ２台 

トヨタハイエース １台（子ども食堂） 

 

 

【在宅支援課】 
<宮古居宅介護支援事業所> 

Ⅱ．事業目標 

・利用者、家族の意思を尊重し、その意向を踏まえサービスを提案し、利用者・家族との相互理解のもと、支援を展開していく 
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・住み慣れた地域でその人らしい生活を継続できる様に多職種の連携を深める。また、職種ごとの視点や知見を活かしたチーム多職種協働を推進して

いく 

・様々なニーズに対応すべく内部外部研修へ参加し個々の力を高める。また事業所内で互いに自己啓発援助をしていくことで、事業所としての力を上

げていく 

・運営管理を意識しケアマネジメント業務を円滑に遂行できるよう、創意工夫し、業務改善・効率化に努める 
 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 居宅介護支援、介

護予防・日常生活

支援 

・相談業務 

・アセスメント、課題

分析 

・居宅サービス計画作

成 

・担当者会議 

・計画説明、同意 

・計画交付 

・モニタリング 

・再アセスメント 

・認定調査 

利用者・家族・ 

地域住民 

・丁寧.迅速.的確な対応 

・利用者、家族の意向、総合的な援助方

針、解決すべき課題、役割分担の確認、

サービス実施状況の継続的な把握及び評

価 

・住宅改修、福祉用具購入時の支援 

・期限内調査の実施及び提出 

提供数：1,524件 

支援数：1,650件 

提供数：1,347 

支援数：2,333 

新規依頼には対応

しているが、死亡

や入院、入所が多

く提供数は目標達

成できなかった。

サービスを利用し

ていない家族を含

む支援数は目標を

超えており今後に

繋がる支援となっ

ている。 

② ネットワーク構築 ・多職種連携 

・担当者会議  

医療・福祉・地域の関

係機関・インフォーマ

ルサービス 

・いつでも相談出来る関係性を築く 

・独居、認知症高齢者、重度の要介護者へ

の対応 

・利用者の緊急時体制を把握し具体化 

・地域ケア個別会議等への参加 

会議出席：80件 

（担会含む） 

担当者会議だけで

も153件行ってお

り目標は達成でき

ている。今後も顔

の見える関係を構

築していく。 

③ 資質向上 ・各種研修会への参加 

・内部研修 

・満足度調査 

職員 ・ケアマネジメント、リスクマネジメン

ト、認知症ケア、接遇マナー、苦情対

応、対人援助技術、個人情報保護、虐待

対応、認定調査、eラーニング等講習など

に積極的に参加 

内部研修：12回 

外部研修：10回 

年1回 

毎月の所内研修に

加え、外部研修に

も参加し質の向上

に努めている 

・満足度調査につ

いては、11月に実
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・事業所への評価をいただき質の向上や改

善に役立てる 

施した 

④運営管理 ・法令、運営基準の再

確認及び情報収集 

・給付管理 

職員 ・情報収集、必要な書類の定期的なチェッ

クの実施 

・加算項目の的確な請求及び過誤請求の防

止 

月1回点検 ・法令や運営基準

に則り行ってい

る。積極的に加算

も算定しており、

過誤請求防止のた

め給付管理は複数

で行っている 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 26 27 25 27 24 25 27 26 25 24 24 26 306 99.0％ 309日 

利用定員               ― 

要支援（延） 10 9 9 9 9 9 8 8 8 9 7 7 102 70.8％ 144人 

要介護1・2（延） 63 62 62 60 60 59 61 57 60 59 61 58 722 86.0％ 840人 

要介護3・4・5（延） 46 48 48 45 44 44 44 41 40 39 40 44 523 96.9％ 540人 

合 計 119 119 119 114 113 112 113 106 108 107 108 109 1,347 88.4％ 1,524人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

認定調査 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

職員研修 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

ネットワーク会議 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

満足度調査      ×  〇     

【総合評価】 

・効率性 

利用者の体調不良時の支援や家族も高齢化し家族にも支援が必要なケースが多くなっている。事業所内で訪問調整やサービスの調整を行い利用者・

家族に不利益が及ばない様に対応した。担当者が不在の場合でも利用者の情報を共有することで、他の職員で対応することができている 

・有効性 

 死亡、入院や施設入所も多くなかなか利用者数が増えない状況があり、また入院した方が在宅に戻らず転院し入所を待つ状況が多くなっている。 

目標達成のため新規依頼も積極的に対応しており、サービスを利用していない方の支援や利用者家族の支援にも対応しており取り組みについては達

成できている 

・インパクト 

 常に利用者・家族の意向や状況に応じた支援を提供している。利用者を支援する中で家族や利用者に関わる方々の支援を行っており、難病申請や公

営住宅の更新申請等の対応等を行った。また介護保険以外の助言や感染症等の情報についての注意喚起も行っている 
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・妥当性 

事業目標に則した支援を行うことが出来ている。11月に利用者・家族への満足度調査を実施。90％以上の方が満足であると評価していただいた。 

来年度100％の満足度評価をいただけるよう皆さまから頂いた意見や要望を今後の支援に繋げていく 

・持続性 

事業目標及び活動への取り組みを継続し住み慣れた自宅や地域で生活できるように支援していく。またごみ屋敷や支援者不足等事業所だけでは解決

が難しい事例も増えている。様々なケースに対応が出来る様に今後も資質向上のための内部、外部研修に参加していく。今後もサービス事業所、多

職種と連携し支援していく 

○職員体制 

（運営規程） 

 ・管理者 1名（主任介護支援専門員） 

 ・介護支援専門員 1名以上 
利用者 35 人に対して 1 人を標準とし、利用者の数

が 35 人又はその端数を増すごとに１人増員する 

 

（配置基準） 

・管理者 1名（常勤の主任介護支援専門員） 

・介護支援専門員 
利用者 35 人に対して 1 人を標準とし、利用者の数が

35 人又はその端数を増すごとに１人増員する 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・管理者 1名 

 ・介護支援専門員 3名 

 

〇車両等 

・ダイハツミライース 2台 

 

<相談支援事業所> 

Ⅱ．事業目標 

  ・利用者等が望む日常生活または社会生活を営むことができるよう、解決すべき課題等を把握し選択等に基づいたサービスが多様な事業者から、総合

的かつ効率的に提供されるよう支援する 

・利用者等の意思及び人格を尊重し、常に利用者等の立場に立ち、特定のサービス事業者に不当に偏ることのないよう、公正中立に行う 

・障害福祉サービスに限らず、介護保険サービス等の利用が適切に利用できるよう関係機関と連携し支援する 

・関係市町村、障害福祉サービス事業者等と連携を図り、地域に必要なサービス提供体制の確保や地域の社会資源の構築に努める 

・内部外部の研修会へ参加し自己研鑽に努めスキルアップしていく  

 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 
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① ・計画相談支援 
（サービス利用支援・ 

継続サービス支援） 

・障害児相談支援
（障害児支援利用援

助・継続障害児支援利

用援助） 

・日常生活全般に関す

る相談 

・アセスメント 

・利用計画案の作成 

・担当者会議 

・利用計画の実施 

・モニタリング 

障害者、障害児、 

家族 

・訪問、面接、丁寧的確な対応 

・利用者、家族の意向の確認 

・援助方法、課題、役割分担の確認 

・福祉サービス事業所との連絡調整 

・サービス実施状況の確認及び評価 

提供数：197件 提供数242件 

目標は達成。 

特にすこやか幼児

教室利用の新規相

談が続き継続障害

児支援利用援助が

目標値以上の達成

率になった 

② 関係者との連携強

化 

・多職種との連携 医療・福祉・地域の

関係者 

・いつでも相談できる関係性を築く 

・福祉サービス事業所との連絡を密に行う 

20件 関係機関とも良

好。顔の見える関

係が築けている 

③専門職としての資

質向上 

・各種研修会への参加 

・内部研修 

職員 ・関係機関等で行われる研修会へ参加 

 

内部研修：6 

外部研修：6 

内部外部研修及 

びweb研修に参加 

④運営管理  

 

 

・法令、運営基準の再確

認及び情報収集 

・給付管理  

職員 ・法令、運営基準などの再確認、情報収

集、必要な書類の定期的なチェックの実

施 

月1回 確実な請求を行っ

ている 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 21  21  20  22  18 19  22  20  20  19  18  20  240日 99.0％ 243日 

利用定員              35人 ― 

サービス利用支援 2 5 4 4 0 3 3 4 0 3 4 2 34 100.0％ 34人 

継続サービス利用支援 9 10 10 10 7 8 7 10 8 8 7 6 100 94.3％ 106人 

障害児支援利用援助 6 2 0 10 0 3 6 2 0 2 2 4 37 115.6％ 32人 

継続障害児支援利用援助 8 4 3 6 3 8 7 4 7 9 5 7 71 284.0％ 25人 

合 計 25 21 17 30 10 22 23 20 15 22 18 19 242 122.8％ 197人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

職員研修 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎  

ネットワーク会議  ◎  ◎  ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 

【総合評価】 

・効率性 

利用者の計画相談及びモニタリング等計画的に実施し、モニタリング報告書の作成とともに、利用者本人の状況を関係機関へ的確に伝えることができてい

る。また、必要な書類の提出や請求等も期間内に行うことが出来た 

・有効性 
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 計画的に進められるように意識して取り組んでおり、事業所内で情報の共有を図ることで担当者が不在の場合でもフォロー出来ている。 

今後も目標達成の為新規依頼には対応していく 

・インパクト 

 障害児・者、自らが望む場所で社会の一員として日常生活または社会生活を営むことができるよう、各関係機関や他事業所連携し支援することがで

きた 

・妥当性 

 事業目標に則した支援ができており、定められた期間毎に行うモニタリング以外でも日頃より利用者・家族、支援事業所とも密接に関りを持つこと

で状況が変化した場合にもすぐに対応できた 

・持続性 

 家族支援が必要なケースも多くなってきており、関係する機関（支援事業所・基幹型・行政・医療等）とも連携を図り利用者・家族を支えている。

今後も様々な福祉サービスや日常生活の相談に対応できるよう内部・外部の研修会には参加し研鑽していく 

○職員体制 

（運営規程） 

 ・管理者 1名 

 ・相談支援専門員 1名以上 

 

（配置基準） 

・管理者 1名 

 ・相談支援専門員 

相談支援専門員の員数の標準は、利用者の数

（サービス提供数）が35人またはその端数を

増すごとに１人増員する 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

・管理者 1名 

・相談支援専門員 1名 

 

〇車両等： 

・ダイハツミラ 1台 

 

 

【在宅福祉課】 
<訪問介護係 ホームヘルプサービスセンター> 

Ⅱ．事業目標 

  ・利用者が地域で安心し自立した生活を送れる様、状況等に留意したサービス提供に努める。 

  ・他機関、他事業との連携を図り、地域に密着したサービス提供に努める。 

  ・研修を通して専門職としての知識・技術の向上に努める。 

 

Ⅲ．事業活動 
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Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 介護保険事業 

（訪問介護） 

〇身体介護 

（排泄介助、食事介

助、特段の専門的配

慮をもって行う調

理、清拭、部分浴、全

身浴、洗面等、身体整

容、更衣介助、体位交

換、移乗・移動介助、

通院・外出介助、起

床・就寝介助、服薬介

助、自立生活支援・重

度化防止のための見

守り的援助等） 

〇生活援助 

（掃除、洗濯、ベッド

メイク、衣類の整理・

被服の補修、一般的

な調理、配下膳、買

物・薬の受け取り等） 

要介護1～5 介護保険、障害福祉、地域生活支援、総合事

業活動への共通な取り組み 

≫アセスメント 

・できること、できないことを把握する。 

・動作の分析をする。 

・利用者の思いや希望の確認をする。 

⇒生活課題を明確化する 

≫訪問介護計画の作成 

⇒統一したサービスを実施する 

≫訪問介護計画に沿ったサービス提供 

・利用者の体調、疾病等に留意し安心・安全

に介助する。 

・常に残存機能を活用し身体・生活機能低下

を予防する。 

⇒記録に残す 

≫サービス提供後の特記事項等の報告 

・体調の変化やサービス変更等報告する。 

・他機関、他事業への報告をする。 

⇒多職種との連携 

≫ケース検討の実施 

・ミーティング、業務報告、会議等にて情

報を共有し、サービス提供に繋げる。 

≫サービスの評価 

・目標の達成度、支援内容・方法の見直しを

する。 

・新たな課題・ニーズを把握する。 

⇒再アセスメントに生かし、新たな訪問計

画書を作成していく。 

870件/ 4月 

 865件/ 5月 

  870件/ 6月 

  875件 /7月 

  865件/ 8月 

 870件/ 9月 

 880件/10月 

 870件/11月 

 865件/12月 

 870件/ 1月 

 860件/ 2月 

 870件/ 3月 

 

新規：年度合計33

名。終了：年度合

計25名（入所10

名、死亡8名、自立

等4名、入院2名、

他事業利用1名）。 

毎月、施設入所や

入院等で利用の減

少みられたが、新

規、体調不良や骨

折等でのサービス

利用の増加や受診

介助での依頼も増

え、全体で目標値

を達成することが

できた。 
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② 障害福祉事業 

（居宅介護） 

 

〇身体介護 

（入浴介助、清拭、洗

髪、排泄介助、食事介 

助、衣服の着脱介助

等） 

〇家事援助 

（調理、洗濯、掃

除、買い物、その他

関係機関への連絡

等） 

〇通院介助 

（通院に必要な介助） 

支援区分1～6 

 

 105件/ 4月 

 100件/ 5月 

 105件/ 6月 

 108件/ 7月 

 105件/ 8月 

 108件/ 9月 

 110件/10月 

 108件/11月 

 100件/12月 

 105件/ 1月 

 100件/ 2月 

 108件/ 3月 

キャンセル等はあ

ったが、利用に大

きな変更もなく安

定したサービス提

供ができた。10月

から介護保険要介

護の方が、限度額

超過の為、居宅介

護での利用となっ

たり、受診介助の

方が増えたりと、

毎月の実績増へつ

ながり、目標値を

達成することがで

きた。 

  障害福祉事業 

  （同行援護） 

  

〇同行援護 

（視覚に障害がある

方の外出時に必要な

視覚的情報の支援・移

動の支援・排泄及び食

事等の介護、その他外

出する際に必要とな

る介助等） 

市町村が認めた者 

 

・利用者の動作の確認や、移動する場所等

の確認を行い、介助時は常に声がけしなが

ら、安心、安全に介助する。 

16件/ 4月 

15件/ 5月 

18件/ 6月 

16件/ 7月 

15件/ 8月 

16件/ 9月 

16件/10月 

15件/11月 

18件/12月 

15件/ 1月 

14件/ 2月 

18件/ 3月 

上半期は利用者数

に変更なく、外出

等も変わりなかっ

たが、10月に新規1

名あり、訪問回数

が増加、目標値を

達成することがで

きた。 

③ 地域生活支援事業 〇移動支援 

（屋外での移動が困

難な障がいのある方

の外出のための支援

サービス、利用者の身

体状況、環境に応じて

市町村が認めた者 ・利用者の動作の確認や、移動する外出場

所等の確認を行い、安心、安全に充実し

た余暇活動、外出となるよう支援する。 

1件/9月、10月 利用少なく、目 

標値未達成だっ 

た。 
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外出時における移動

中の介護等） 

④ 介護予防・日常生

活総合事業 

訪問型サービ（独自） 

（掃除、洗濯等の日常

生活の訪問型サービ

ス） 

事業対象者 

要支援 1・2 

・訪問介護員と共に行うなど、自立支援  

の観点から出来る限り自らの家事等を行  

うことができる様に支援する。 

56件/4月～3月 前年度に比べ利用

者数6人減（要介護

移行4、入院１、入

所1） 

目標値月56件に対

し月平均37件と、

月あたり19件減

少。目標値未達

成。 

⑤ 体調・環境管理 感染症予防 利用者、職員 ・感染症マニュアルの確認をする。 

・毎日の検温、体調の確認をする。 

・手洗い、うがい、手指消毒を行う。 

・マスク、手袋、予防衣等を着用する。 

・室内の換気を行う。 

 訪問時に体調、体

温の確認を行い、

体調不良時には、

訪問ヘルパーと事

務所、ケアマネ等

と連携を図り受診

等の対応ができ

た。コロナ感染の

利用者にも、ケア

マネ等と時間、サ

ービス内容を確認

し、防護具を着用

しての訪問を行っ

た。利用者の中に

は、症状への自覚

もない方、無症状

の方もあり、知ら

ないうちに、予防

していても感染し

てしまうケースも

あった。 
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⑥ 書類・物品管理 書類・物品（衛生用品

等）の整備 

職員 ・書類は分類ごとに整理し、保管期間が経

過した書類は、日程を決めて処分する。 

・物品は在庫を常に確認し、余裕をもった

物品管理をする。 

 6月に保管年数が経

過した書類の処分

を行った。9月令和

6年度介護保険施設

等運営指導あり、

概ね良好に運営さ

れているとのこ

と。口頭指摘事項

「文章等による指

示及びサービス提

供後の報告」につ

いて、新様式を作

成し記録に取り組

んでいる。 

⑦ 実習生等の受け入

れ 

同行訪問 利用者・家族 

実習生 

・訪問先の日程表を作成し、利用者等の承

諾を得る。 

・安全に注意し同行訪問を実施する。 

 6月～9月高看生 

の実習同行訪問 

事故等なく無事 

終了することが 

できた。 

⑧ 研修（資質の向上） 内部研修 

外部研修 

職員 ・年間研修計画を作成する（法令遵守・個 

人情報保護法、認知症、感染症、救命救急 

講習、介護・生活援助技術、ケ―ス検等） 

内部研修：12回 

外部研修： 5回 

毎月、研修計画 

に基づき全体会 

議内での研修を 

行うことができ 

た（8月は暑さ対 

策の為、1月はコ 

ロナ感染予防対 

策の為、中止と 

した）。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 365 100％ 365日 

利用定員 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

要支援（延） 41 40 38 36 31 35 38 36 36 38 41 37 447 66.5％ 672件 

要介護1～5（延） 956 1,036 941 950 898 981 990 898 865 854 920 783 11,072 106.2％ 10,430件 

居宅介護（延） 103 105 99 113 97 116 140 133 136 172 112 135 1,461 115.8％ 1,262件 
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同行援護（延） 9 12 19 21 18 15 25 20 17 19 20 22 217 113.0％ 192件 

移動支援（延） 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 50.0％ 2件 

合 計 1,109 1,193 1,097 1,120 1,044 1,147 1,193 1,088 1,054 1,083 1,093 977 13,198 105.1％ 12,558件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実績管理 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

物品管理 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

全体会議（研修含） ◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ ◎ ◎ ◎    ×  ◎ ◎ 

【総合評価】  

・効率性 4月から新規ケースの相談等多くあり、職員異動等も重なり大変ではあったが、動きながら対応し全体的に目標値を達成することができた。

8月、12月、3月と新任ヘルパーも3名入り、地域ヘルパー21名となった。訪問ヘルパーの高齢化については変わりなく、身体的な部分（夜の運転、膝・

腰痛等）で訪問に制限もあるが、できることを確認し、連携したサービス提供をしていく。 

・有効性 介護保険は、新規相談、利用者の体調不良時、急な訪問要請等、他の訪問との調整を図りながら連携して対応できている。入所、死亡等で

廃止となるケースは多かったが、新規や体調不良、骨折等で訪問回数が増えた利用者の相談にも即対応し目標値を達成することができた。障害福祉

の居宅介護に関しては、少しのキャンセル等はあっても、要請等もあり安定したサービス提供ができ、目標値を達成することができた。同行援護に

ついては、上半期は外出回数が少なかったが、下半期には新規の利用者も1名増え、急な外出の訪問要請も多くあり、希望に沿った訪問対応ができ、

全体で目標値を達成することができた。全サービスで、新規相談にも即対応し、現在利用の方の急な要請等へも全体での調整を図り対応することが

できた。今後も少しでも実績を増やす努力をしていきたい。 

・インパクト 上位目標は概ね達成されている。今後も利用者へ安心したサービス提供をすすめていくため、人材を大切にしながら、新たな人材確保・

育成・研修等に取り組んで行かなければならない。 

・妥当性 利用者の体調や状況等を確認し、他の事業所との連携を図りながら利用者のニーズに即したサービス提供をすすめることができている。 

・持続性 安定したサービス提供を図る為、毎日、毎週の連絡、報告、日々の記録をしっかり残し、毎月の全体の会議、研修は継続して行い、ヘルパ

ー間の連携（つながり）を図りながら、利用者が地域で安心して自立した生活を送れる様、現事業のサービス提供に努めていきたい。 

 

○職員体制（運営規程／配置基準） 事業計画・予算を遂行するための体制 
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 介護保険 

・管理者       1人/1人 

・サービス提供責任者 3人以上/3人 

・訪問介護員等    20人以上/2.5人以上 

・事務員       1人/ 

障害福祉 

・管理者       1名/1名 

・サービス提供責任者 1名以上/1名 

・訪問介護員等    10名以上/2.5名以上 

・事務職員（事務局職員）1名/ 

○職員 

・管理者                 1名 (介・障）       

・サービス提供責任者（介護福祉士）3名（介護） 

          （介護福祉士）1名（障害） 

・訪問介護員等    (介護福祉士)18名 

           (初任者研修) 8名 

 

 

〇車両等：アルト4700 ミライース5702 

 アルト5203 ミライース8305 

       ミライース9511 

 

 アルト2406（新里） 

アルト2407（新里）    

 

<訪問介護係・訪問入浴サービス> 

Ⅱ．事業目標  

  ・安心して自宅で入浴ができ清潔を保つ 

  ・家族、ケアマネと連携を図りながらサービスを提供する 

  ・体調の観察を行い在宅で安心して過ごせる 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 健康管理 ・バイタルチェック 

・皮膚状態の確認 

・入浴前後の状態確認 

・水分摂取の声がけ 

利用者 ・血圧、体温、脈拍を測定し一般状態の確

認                  

・皮膚状態を確認し状態にあった洗身を行

う                  

・入浴後の状態を確認し水分摂取の声がけ 

1日3件      

（介護保険   

 地域生活支援

事業） 

入浴前に十分な体 

調確認を行い状態 

にあった方法で入 

浴実施できた。体 

調不良などのキャ 

ンセルも有り目標 

数にならなかった 

② 更衣、移動介助 ・入浴前後の着脱   

・浴槽までの移動 

利用者 ・利用者の負担が無いよう着脱を行う   

・浴槽までの移動は、状態にあった方法で

介助し安全に行う          

・介護者の話しを聞くなど介護の負担軽減

を図る 

 ミーティング時に

職員間で情報共有

を行い声を掛け合

い安全に更衣、移

動介助が行えた 
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③ 環境管理 ・室内温度      

・湯温の調整 

利用者 家族 ・気温の変化に対応した室内温度の調整  

・利用者の状態を確認し湯温調整を行う 

 気温に合わせて湯

温調整を行い入浴

時間なども考慮、

環境を整えて実施

できた 

④ ネットワークとの

連携 

・多職種との連携 職員 ・ケアマネージャーへの連絡、報告を行い

状態の変化など早期に対応する     

・訪問看護、訪問介護等の職員とも情報共

有する 

 体調の変化が見ら

れた時には、随時

ケアマネージャー

に報告行い情報共

有が出来た 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 17 15 15 17 13 14 15 12 12 7 16 15 168 70.0％ 240日 

利用定員               ― 

要介護 3（延） 0 0 2 3 2 3 4 4 4 2 4 3 31 103.3％ 30人 

要介護 4・5（延） 28 19 20 20 17 12 11 7 10 6 19 19 188 66.9％ 281人 

合 計 28 19 22 23 19 15 15 11 14 8 23 22 219 70.4％ 311人 

地域生活支援事業 12 12 11 14 8 9 8 8 10 6 11 9 118 83.7％ 141人 

全体合計 40 31 33 37 27 24 23 19 24 14 34 31 337 74.6％ 452人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実績管理 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

車両管理 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

【総合評価】 

・効率性     体調不良、ショートを利用される方もいて計画した人数は、達成できなかった。入浴できた利用者は、状態安定されていた。 

・有効性     更衣、移動介助、洗身の時など声を掛け合い状態にあった方法で安全に行えた 

・インパクト   入浴の時にしか皮膚状態を確認出来ない方もいて変化が見られた時には、ケアマネージャーに報告を行うなどしている。 

         他のサービスとの情報を共有することで悪化することを防げた 

・妥当性     サービス提供の日が祝日にあたり提供できない方や受診の為変更希望が有る時には、他のサービスとの兼ね合いを見ながら 

         訪問出来る日の調整を行った 

・持続性     看護師、介護福祉士3名でのサービス提供となるので、職員の維持、確保が必要になる。 

○職員体制 事業計画・予算を遂行するための体制 
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（運営規程） 

 ・管理者 1名 

 ・看護師 1名 

 ・介護員 2名 

 

（配置基準） 

・管理者  1名 

・看護師  1名 

 ・介護職員 2名 

○職員 

 ・管理者   1名 

・准看護師  1名 

・介護福祉士 1名 

・介護員   1名 

〇車両等： 

・入浴車 マツダボンゴ 1台（リース） 

 
<通所介護係 総合福祉センターデイサービスセンター> 

Ⅱ．事業目標  

  ・在宅生活を続けていくために、いきいきとはりのある毎日を過ごしていけるよう、身体面、精神面の安定を図る。 

  ・低栄養にならないよう、筋力維持できるよう専門職と連携を図る。 

  ・利用者様及び家族様が安心できるよう信頼関係の構築につとめる。 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 健康管理 ・バイタルチェック 

・服薬管理 

・体調観察、体重測定 

・連絡帳確認 

・排泄介助、水分補給 

利用者 ・バイタルチェック⇒看護師 

・健康状態⇒利用者、家族、ケアマネとつ

ねにコミュニケーションをとる 

・連絡帳⇒家族・デイ情報共有 

・お薬手帳チェック 

・水分⇒季節によって形態を変える 

・排泄はトイレで出来るよう定期的に誘導

する 

健康管理 

1日19名 

コロナ関連等によ

る欠席者及びショ

ートステイの期間

が長くなっている

傾向もあり目標値

には達しなかっ

た。 

 

② 食事提供 ・朝食、昼食、夕食 

・嗜好調査 

・BMI、栄養計算 

・献立作成 

・食事量の確認 

・口腔体操、ケア 

利用者 ・嗜好調査⇒好みを知り、献立にいかす 

・朝、夕食事摂取が難しい方⇒デイにて提

供し、服薬確認 

・BMI⇒低い方には高カロリーのもの、高い

方は調整をしながら提供 

・体重管理⇒毎月測定し給食会議で話し合

食事提供 

1日19名 

独居の方、家族が

食事の準備が出来

ない方への朝、夕

の食事提供を行っ

た。 
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・個々にあった食形態 う 

③ 機能訓練 ・機能訓練計画作成 

・家の状況確認 

・訓練メニュー作成 

利用者 ・住居での動作確認 

・PTは身体状況確認しメニューを作成 

・PT、看護師は本人の意思を確認しながら

訓練を実施する 

・看護師、PT等で3ヶ月ごとに評価をする 

1日6名 1日平均7.8名実施

し、目標は達成。

実施者はしっかり

とメニューをこな

している。 

④ レクリエーション ・頭、体の体操、ゲー

ム 

・季節の行事 

・制作活動 

・昭和の喫茶 

・音楽療法 

・歩行、握力テスト 

利用者 ・リハビリ体操、セラバンド体操を行う 

・新聞を見ながら世の中の動向を確認する 

・活動の中で指先を使う運動、頭の体操を

することで認知症予防につとめる 

・音楽療法⇒回想法を取り入れたり、筋力

強化及び飲み込み改善 

1日19名 体操を好む傾向 

があり、体操を 

多めに行った。 

⑤ 入浴 ・入浴介助 

・着脱介助 

・皮膚状態の確認 

利用者 ・自立できるよう支援する 

・浴槽の塩素濃度確認し衛生的な環境設置 

・皮膚疾患の利用者⇒薬塗布等処置 

・洗身、洗髪、着替えなどして清潔保持 

1日13名 1日12.3名とほぼ

目標値に近い数と

なった。その日の

体調に左右され

る。 

⑥ 送迎 ・送迎 

・体調確認 

・家族とのコミュニケ

ーション 

・消毒 

利用者 

職員 

・乗車前⇒検温、体調確認、朝食、服薬の

確認 

・運行経路確認 

・添乗、運転技士情報共有 

1日19名 家族からの体調を

確認するなどコミ

ュニケーションを

図りながら実施で

きた。 

⑦ 衛生管理 ・定時での室内、室外

の消毒、換気 

・利用者、職員の手洗

い 

・マニュアル確認 

職員 ・消毒薬剤についてはその用途に合わせて

使用する 

・介助の際は、マスク、手袋、予防衣着用 

・浴槽の水質管理⇒塩素濃度定期的に測定 

・給食の提供⇒運ぶ際エレベーター等消毒 

・食材搬入は直接ではなく消毒してから厨

房内に入れる 

毎日 常に室内の換気を

行い、体調面に変

化のある方はご家

族、ケアマネに連

絡、相談をした。 
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⑧ 安全管理 ・マニュアル確認 

・避難訓練 

・アクシデント、イン

シデントの記録 

・情報の共有 

職員 ・定期的なマニュアルの確認 

・火災、台風、災害別の避難訓練の実施 

・ヒヤリハットの報告について話し合い 

毎日 レク時に、利用者

にも災害につい

て話をするな

ど、シュミレー

ションできた。 

⑨ 資質向上 ・外部、内部の研修会 職員 ・認知症ケア、介護技術、待遇など 

・個別ケアカンファ 

・サービスマニュアル確認 

・災害時の対応 

4ヶ月に1回程度 尊厳、プライバシ

ー、虐待、ハラス

メントなどについ

て理解及び再確認

できた。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 25日 25日 25日 26日  24日 23日 26日 24日 25日 23日 22日 25日 293日 100.7％ 291日 

利用定員                     ― 

要支援（延）  26人 24人 25人 25人 17人 28人 33人 33人 30人 25人 18人 25人 309人 87.5％ 353人 

要介護1・2（延） 257人 281人 267人 265人 241人 231人 255人 234人 218人 237人 225人 238人 2,949人 104.4％ 2,824人 

要介護3・4・5（延） 125人 123人 122人 163人 131人 133人 138人 128人 91人 77人 87人 94人 1,412人 82.2％ 1,717人 

合 計 408人 428人 414人 453人 389人 392人 426人 395人 339人 339人 330人 357人 4,670人 95.4％ 4,894人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

機能訓練 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

音楽療法 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

職員研修 ×   ◎   ◎   ◎ ◎  

給食委員会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎       

実績管理 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

【総合評価】 

・効率性 職員が少ない中ではあったが、利用者、家族が望まれるサービスを他部署の職員とも協力しながら行うことができた。 

・有効性 可能な限り住み慣れた家で生活したいと望まれる利用者、及び家族へのサービスとして、基本となる水分、栄養を一日分摂取できるよう朝、

昼、夕三食の食事提供、薬管理、リハビリを行い体調管理ができた。 

・インパクト 認知症の利用者がほとんどなので、職員間でどのように対応をしていくか日々話し合いを持ち、いかに食事を摂っていただきその方に

とっての活動を検討しながら進めた。 

・妥当性 それぞれの利用者の現状を把握しながら、利用者の生きがいを持って利用できるよう、レク活動には季節の行事を実施し、得意分野を見つ

けて作業をしていただくなど工夫をしながら実施できた。 

・持続性 今後、独居で認知症の方や、息子さんとの家庭が増えて在宅での生活に不安を覚えることが多々あるが、在宅を希望するにあたっての対応
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を多職種で考え、現状を考え関わっていくことが必要である。また、適切な職員配置でのサービス提供をしていくことも重要。 

○職員体制（運営規程） 

・管理者 1名 ・生活相談員2名 

・看護師 1名 ・機能訓練指導員 1名 

・介護職員 3名以上 ・調理員 2名 

・事務員 1名 

○職員体制（配置基準） 
・管理者は原則として常勤専従配置。兼務可。 

・生活相談員は提供時間数に応じて、１名以上配置。 

・介護職員は利用者が15名までは1名以上の職員が

必要。利用者が5名ごとに職員＋1名配置。 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・管理者 1名   ・生活相談員2名 

 ・看護師 1名   ・機能訓練指導員 1名 

 ・介護職員 2名  ・調理員 2名 

・事務員 1名 

〇車両等：※ゆにぞん､すこやかと共有 

 トヨタハイエース  3台 

 ダイハツムーブ   1台 

トヨタノア     1台 

 
 

<通所介護係 障がい福祉サービスセンターゆにぞん> 

Ⅱ．事業目標 

  ・日常生活に活きることを目的とした多様な訓練を提供していく。 

  ・継続した訓練、支援が為されるよう、楽しさを根底にしながらもメリハリを大事にしていく。 

  ・ご家族様及び関係機関、地域との連携強化。 

  ・感染症予防を意識しながら積極的姿勢による活動や行事への取り組み。 

 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 機能訓練、社会適

応訓練 

・個別プログラム(PT

指導含) 

・全体リハビリ体操 

・茶道教室、音楽療法 

・個々の機能、能力に

応じた役割 

 

利用者 ・個々のアセスメント、支援計画書(PT指導

内容反映したリハビリ計画含め）を作成

し実施。 

・1/3M、モニタリングと評価を実施。 

・主にストレッチングと体幹強化を目的と

した全体リハビリ。 

・社会性、協調性、感受性、日常基本的生

活マナー等向上を図り外部講師にて毎月

の実施(茶道、音楽) 

1日15人 これまでどおり毎月の

ＰＴ指導に基づき個々

のリハメニューはその

指導記録を一覧化した

うえで実施。更に効果

的な訓練を行うべく今

年R7年1月よりリハビリ

テーション加算Ⅱを設

定し身障手帳所持し希

望されるご利用者対象

に(登録26名中13名対

象)支援を実施してい

る。一方でリハ含めた
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・普段からのアセスメントに基づいた個々

の役割設定と実施。(洗濯の干し方、たた

み方、テーブル拭き等） 

全体の支援計画書作成

自体は遅れが出てい

る。 

‣全体リハビリ体操は活

動のひとつとして完全

に定着はできてはいる

が、ご利用者により意

識の差もあって、取り

組み姿勢含めての精度

向上が課題。 

‣今年度も茶道教室、音

楽療法は全員参加の形

で実施。時に参加拒否

される方もみられ、依

然全員参加なのか選択

制とすべきかは引き続

き要検討課題。 

・年度途中より個々の能 

力に応じ数名の方々に日 

常生活機能訓練の一環と 

して洗濯干し等定着でき 

ている。 

② 個別活動(創作的

活動等)、レクリエ

ーション 

・創作的活動 

 ⇒折り紙創作、手芸 

  裁縫、ビーズ、絵 

  画、塗り絵等 

・身体、知能を使う点

取り等各種ゲーム 

・おやつづくり 

・季節的行事 

 ⇒お花見、七夕等 

・施設外行事 

 ⇒買い物、社会資源

見学等 

利用者 ・個々の特性を踏まえ、基本的に興味があ

るものを着手とし、意向確認が困難な場

合は内容提示提案したうえで決定着手と

する。 

・全体レクのゲームについては、身体、知

的各障がいに特化したものを週単位で行

う。 

・社会性、協調性、感受性向上または共感

の経験を得ることを目的とし、季節等に

合わせての行事、外出及び冬期間を除き

コンスタントに毎月おやつづくり実施。 

1日15人 ‣個別活動は基本的に興

味あるもの若しくは複数

の選択肢により好みのも

のを実施頂いており、塗

り絵、裁縫、フェルトと

割合的に創作に取り組ま

れる方が多く、少数だが

パズル持参され取り組ま

れる方もいる。ほとんど

のご利用者が職員による

事前準備、チェックを要

している。 

‣全体レクはこれまでど

おり「楽しみながらリハ

につながるもの」をベー

スとし、ここ数年でご利

用者に比較的人気あるも

のを定番として都度、リ

クエストが多いものを実

施するかたちとしてき

た。一方で新たな内容の

取入れは積極的には行わ

なかった為、マンネリ化
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は否めず。 

‣今年度もご利用者に人

気の活動である、おやつ

づくりは厨房の協力を得

て実施できており活動を

通じてご利用者の潜在的

能力等様々な気づきの場

にもなっている。また、

季節体感のドライブや日

常生活訓練の一環での買

い物の他、老人デイや身

障Ｃとの合同行事を実施 

③ 生活相談、介護方

法等の指導助言。 

・アセスメント及びモ

ニタリング時。 

・電話及び口頭、連絡

帳での相談対応。 

利用者及び家族 ・アセスメント時や、モニタリング時に、

利用者からサービス利用内容等の心配ご

とや悩みごとへの傾聴、助言。 

・ご家族から生活面や介護方法等相談等ご

希望に応じ指導や助言。 

随時 ‣ご利用者及びご家族

へのアンケートや担当

相談支援専門員の定期

モニタリング時の他、

普段の会話からサービ

ス内容に関しての要望

等傾聴、部署内で検

討、実施とつなげてい

る。他、ご家族からは

送迎時や連絡帳、電話

を通じて相談等対応。 

④ 健康管理 ・バイタルチェック 

・体調観察 

・服薬管理 

・体重測定 

・排泄介助、水分補給 

・予防接種状況確認 

利用者及び家族 ・バイタルチェック 

・体調、予防接種状況確認は利用者、家

族、担当相談支援専門員との日々の連

携。 

・気候、体調に合わせた適した水分補給。 

・定期的に薬情確認。 

・特性、習慣に合わせ定期的な排泄介助。 

・関係機関との連携、情報共有。 

1日15人 ‣ご利用者の日々の観察

とご家族様、関係機関と

の連携により現状態の把

握と情報の共有に努め、

対応している。 

・水分補給の量が適量で

はない方も数名おり、不

足の方、オーバー気味の

方へそれぞれ促し対応し

ている。 

‣各ケースに合わせた排

泄の関りを行っている 

・受診を機に都度最新の

薬内容を確認している。 

⑤ 入浴 ・入浴一連の動作の支

援。 

・皮膚等状態確認。 

利用者 ・一連の動作自立できるよう個々に合わせ

た支援。 

・継続した清潔保持。 

・皮膚等状態に合わせ必要時薬塗布処置。 

・課内部署間との連携。 

1日5人 ‣入浴事前に都度、総体

的に体調確認のうえ入浴

可否を判断し、皮膚状態

等観察しながら極力自立

を促す入浴を実施。 

・提供に際し老人デイと

環境管理含め協力、連携

しながら実施。 
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⑥ 食事 ・食禁、食制、嗜好調

査。 

・状態に合わせた形態

での提供。 

・配膳、下膳動作。 

・口腔体操 

・口腔ケア 

利用者 ・能力に合わせ可能な限り自身で配膳下膳

できるよう支援。 

・嚥下機能等状態に合わせた形態での提

供。 

 データ及び日々の観察。 

・厨房とデータ共有と連携。 

1日15人 ‣日常生活動作訓練の一 

環として機能面で可能 

な方に関しては下膳実 

施としている。 

‣口腔、嚥下状態に合わ 

せ食形態を厨房と連携 

し安全に提供実施。 

⑦ 衛生管理 ・常時室内換気と定期

的な消毒。(車輛含む) 

・利用者、職員の手洗

い、手指消毒、マスク

着用の徹底。 

職員 

利用者 

・消毒関係薬剤についてはその用途に合わ

せ使用。 

・支援中はマスク常時着用。手袋は適宜着

用。利用者へは食事以外はマスク着用の

徹底を図る。 

・浴槽水質を定期塩素濃度測定で管理。 

・送迎車使用中の換気、使用後の消毒。 

提供時 ‣マスク常時着用は職員

は勿論のこと、ご利用者

はほとんどの方が着用さ

れているが、数名障がい

特性等で未着用の方がい

ることから、座席位置、

室内の換気でカバーした

り等工夫して対応。 

・浴槽水質管理、送迎 

車管理は老人デイと協 

力しながら実施。 

⑧ 地域との関わりと

奉仕活動。 

・スポーツ関連行事参

加。 

・センター周辺ゴミ拾

い等。 

利用者 

 

 

・感染状況をみて可能であれば参加。 

・気候や交通状況等安全面を確保したうえ

で 

 屋外にてゴミ拾いや草取り実施。 

参加者10人 ‣市の障がい者スポーツ

大会に今年度も7名参

加。 

・地域奉仕活動に関して

は実施できなかった。 

⑨資質向上 ・外部、内部の研修会 職員 ・対人援助技術 

・ケース検討会 

・障がいの特性 

・満足度調査と職員自己評価。 

・各マニュアル確認 

・災害時非常時の準備(BCP)と対応。 

4ヶ月に1回程度 ‣対人援助技術について 

は都度現場で確認し共有

に務めておりケース検

討、障がいの特性につい

ては、研修スタイルでな

くミーティング時にワン

ポイントのみ行ってい

る。 

‣ご利用者及びご家族対

象に満足度調査アンケー

ト実施。数名の方は具体

的にご要望等記載されて

いたが、遠慮若しくは簡

易的な回答をされた方も

複数みられ実施方法の工

夫要する。職員自己評価

も実施し、各自が支援姿

勢等振返る機会となった
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‣各マニュアル確認及び

BCPは十分な取り組みに

は至らず。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 21日 21日 20日 22日 17日 19日 23日 21日 21日 20日 18日 20日 243日 101.7％ 239日 

利用定員 20人 20人 20人 20人 20人 20人 20人 20人 20人 20人 20人 20人 20人  ― 

認定区分2・3（延） 106人 91人 93人 104人 78人 87人 110人 111人 123人 134人 120人 130人 1,287人 106.4％ 1,210人 

認定区分4・5（延） 122人 119人 109人 120人 86人 106人 123人 100人 114人 100人 100人 107人 1,306人 91.2％ 1,432人 

認定区分6（延） 24人 25人 25人 27人 25人 26人 26人 27人 30人 26人 25人 25人 311人 116.0％ 268人 

合 計 252人 235人 227人 251人 189人 219人 259人 238人 267人 260人 245人 262人 2,904人 99.8％ 2,910人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

機能訓練(PT指導含) ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

茶道教室・音楽療法 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

各種研修会   ◎     ◎   ◎  

実績管理 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

【総合評価】 

妥当性…当事業は生活介護事業と位置付けられ、日常におけるすべてがある意味“訓練”の場との解釈ができ、その意味においても“能力的にでき

ることはご自身で行っていただくよう自発性を促す支援“を意識した処遇対応している。少しずつ浸透はされてきているが全体の成果とし

てはまだ十分ではないことから継続し、更なる定着化を図っていく。 

有効性…個々の活動(訓練)については一部の方については一定の成果は見られているが、その他の方々への支援内容、精度を上げていく必要あり。 

ご家族様や関係機関や地域との連携を意識的に努め、強化されてきている。また、感染予防は常に意識継続しながら概ね実施できている。 

効率性…現場でのサービス提供、支援に関しては職員各自、責任持って役割、業務遂行できているが、事務的作業の面でみると未着手、あるいは遅れ 

ている部分もあって現場と事務作業のバランス配分が困難。設備面では、ご利用者増に伴うリハビリスペースや道具器具の不足がある。 

インパクト…身体、知的障がい者通所介護(生活介護)事業所としてのPRを工夫強化してご利用者を増やし、事業内容の幅を広げる(生産活動等) 

“地域活動、奉仕活動”は通常活動を行いながらそのなかで取り組み可能な内容を感染症予防を踏まえ検討要する。 

持続性…在宅生活が継続されていくよう障害の特性を考慮しつつ、社会性、生活能力を向上できるよう、基本的に楽しさを根底にしながらもメリハリ 

をつけながら、各ご利用者が前向きな取り組みが出来るよう継続した支援を行う。 

 

○職員体制 事業計画・予算を遂行するための体制 
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（運営規程） 

 ・管理者 1名  

 ・障がいサービス管理責任者 1名 

 ・看護師 1名  指導員及び介護員 2名以上 

 ・理学療法士 1名(嘱託) 

（配置基準） 

・同上 

○職員(現行) 

 ・管理者 1名  

 ・サービス管理責任者 1名 

 ・看護師 1名  生活支援員 2名 

 

   (要数…希望) 

 ・管理者 1名  

 ・障がいサービス管理責任者 1名 

 ・看護師 1名  生活支援員 3名 

〇車両等： 

 トヨタハイエース  4台（総福デイ共有 

             うち1台地福共有） 

 ダイハツムーブ   1台（総福デイ共有） 

トヨタノア     1台（すこやか共有） 

 

<子育て支援係 「すこやか幼児教室」> 

Ⅱ．事業目標 

・利用児の発達過程・家族の意思に基づいて選択されたサービス提供に努める。 

  ・利用者との信頼構築のため分かりやすい説明に心がけ責任を果たしていく。 

  ・個別の発達・姿の把握のために職員の資質向上および地域ネットワークと連携し支援を果たしていく。 

 

 Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

療育支援（発達支援） ・日常生活における基

本動作の訓練 

・機能の発達訓練 

・集団生活への適応訓

練 

・食事・おやつ 提供 

・送迎サービス 

利用児・家族 

 

 

 

 

必要な親子 

・遊びを通しての発達訓練・集団生活への適

応訓練 

・音楽療法（感覚遊び・自己表現活動） 

・作業療法（粗大運動・微細運動） 

・身辺自立訓練（食事・排泄・身の回りの始

末） 

・支援計画に即して実施 

常時 

 

24回 

48回 

随時 

状況に対応 

・ほぼ計画通り実施して

いる。 

・重心の利用児も取り組

めている。 

・利用児の期待度が高く

利用数は増えている。 

・偏食がありおやつの提

供もむずかしい状況と

なってきている。 

・希望に沿って提供を実

施している 

相談支援（家族支援） ・アセスメント、課題

分析 

・個別支援計画 

・計画説明、同意 

・モニタリング 

利用児・家族 

 

 

 

 

・関係機関からの情報提供 

・見学の受け入れ 

・利用児の行動観察、家族の意向、関係機

関との情報交換 

・相談事業所との連携 

 

約10名 

 

50件 

随時 

・日々の業務の中で利用

児の行動分析を進めな

がら関係機関との情報

共有にも努めている。 

・見学についても丁寧に

対応しながら本当に支

援が必要な見学児には
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・活動の情報提供 家族 ・個別支援計画の実施および評価反省 

・継続的な支援の有無・把握及び評価 

・毎月の活動の視点・ねらいを伝える 

随時 

随時 

12回   

進めているが集団保育

の中で対応できそうな

ケースは関係機関とも

相談し合いながら進め

ている。 

地域ネットワーク構

築（地域支援） 

・関係機関との連携 

（特に併用児在籍園

との連携） 

嘱託医・療法士 

特別支援コーディネ

ーター・児相心理士・

こども発達支援コー

ディネーター・保健師 

保育所・幼稚園 

・作業療法・音楽療法・発達検査時の行動

観察および支援法についてのカンファレ

ンスの実施・併用児連携園とは個別支援

計画作成等での連携を密に図る 

60回 ・外部講師を交えての活

動については必ず保護

者への説明および職員

とのカンファレンスは

欠かさず実施している。 

・個別支援計画について

はまだ改善されていな

い。 

支援の質の向上と権

利擁護 

・職員の知識・技術の向上 

・研修受講機会等の提供 

・虐待防止への対応 

・身体拘束への対応 

職員 ・オンライン方式、YouTube等も駆使しなが

ら知識・技能を高めていく 

・日々の運営を通して内部研修につなげて

いく。（行動理解・活動方針確認） 

外部研修：3回 

内部研修：6回 

・資質向上に向けた職員 

研修は計画通り実施は 

できなかったが日々の 

行動分析等でガイドラ 

インに触れる機会とし 

ている。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 21 20 20 22 17 19 22 20 20 19 18 20 238 99.6％ 239日 

利用定員 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10   － 

利用児数 93 84 108 139 129 95 113 118 106 146 116 157 1,404 156.0％ 900人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

アセスメントの再確認 ◎      ◎      

個別支援計画評価反省      ◎      ◎ 

お便りの発行 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

サービス提供実績確認 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

関係機関との連携 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

内部・外部研修 

◎児童発達

支援ガイド

ラインの学

習（内部） 

◎児童発達

支援ガイド

ラインの学

習（内部） 

◎児童発達

支援ガイド

ラインの学

習（内部） 

◎児童発達

支援ガイド

ラインの学

習（内部） 

◎児童発達

支援ガイド

ラインの学

習（内部） 

◎児童発達

支援ガイド

ラインの学

習（内部） 

×発達障害

児等への対

応について

（外部） 

 
◎障がい者

虐待防止研

修（外部） 

◎重症心身

障害・発達

障害者育成

研修（外部 

  

【総合評価】 

・効率性   〇利用数の確保に向け毎月活動内容に変化をつけながら興味度を高め、利用時間等を送迎サービスの内容拡大を図ったことで利用延べ

人数の増加につなげることができた。 

       〇就学児を午後までの利用に拡大したことで自己肯定感を高める活動となり、保護者にも成長の姿を確認できたことが信頼にもつなが

った。 
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・インパクト 〇今年度から宮古市に児童発達支援事業所がもう一ヶ所設置されたことから同じ利用児が２ヶ所利用する利用児も出てくる。 

        あくまでも保護者が選択することではあるが子どもを中心に継続が力につながっていく事を実証できたことの成果か、利用延べ人数

への影響はなかった。 

〇今後は未就園児が少なくなっていく事から保護者との通所の利点を強く打ち出していく事が重要となってくる。 

・妥当性      〇未就園児を中心とした運営内容であったが、国の施策や宮古市の施策で子育て支援の内容が拡大されてきていることの影響から未就 

園児より在園時の併用利用率の方が高まり逆転現象が起きていることから運営規程の見直しや活動時間の拡大等を図っていく事が必

要である。（継続事項） 

・持続性    〇児童発達支援事業所の役割にも子育て支援施策等にもより変化が予想され、低年齢からの集団保育・教育が実施され、保護者より支

援者たちの困り、気づきへの相談・援助が強く求められてくることが予想される。このことから今以上の専門性が求められ、人材育

成さらには専門分野の職員導入等人材拡大が必要となってくると思われる。（継続事項） 

 

<子育て支援係「田代児童館」> 

Ⅱ．事業目標 

  ・地域に開かれた支え合う場所として、地域に関わる全ての児童の健全育成の拠点としての役割を目指します。 

  ・健全な遊びの提供をし、情緒豊かにすることを目指します。 

  ・放課後の生活に家庭的な雰囲気を作り、安心した居場所作りを目指します。 

 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 放課後・長期学校

休業日の保育の実

現と利用の促進 

 

学童保育 児童館利用申請児

童（小学生） 

・放課後、長期休業日の保育 

・放課後利用児童増加確保のための呼びか

け、長期休業日保育の利用のおすすめ 

・山口小学校との連携、情報交換 

 山口小学校の時程、下校、行事等の情報 

・合同行事開催、ボランティア活動の推進 

 すこやか幼児教室との合同遠足・老人デイ

サービスの訪問 

 

年２回 

 

 

 

年３回 

２名のみの利用児で

ほぼ毎日利用してい

る。老人デイとの交

流、地域の方々との

３B体操、すこやか

幼児教室と一緒に遠

足に行くなどして交

流する事が出来た。 

② 児童館健全育成事

業 

文化活動・親子・世代

間交流 

地域に関わる幼児・

児童・地域に関わる

関係機関・地域住民 

・文化活動の立案、計画作成 

・文化活動実施についての協力依頼 

・文化活動の実施 

 児童館季節行事への招待 

 野菜栽培などは地域

の方々の助言を受け

ながら実施しするこ

とが出来た。地域と

のスポーツ交流も体
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・地域の特産物を知る 

 野菜栽培、収穫体験 

 草取り作業・清掃作業 

・地域住民と触れ合う 

 運動会・紅白歌合戦 

 スポーツ交流・ペタンク 

操を交えて、実施し

そのままお茶会も行

なった。 

③ 職員研修 職員の資質向上を図

る 

児童館従事者職員 ・児童館論、児童健全育成について学び必要

な知識と技術の習得 

・WEB研修の活用により共通理解をする 

・専門性の具体的な役割を学ぶ 

 内部研修 

 外部研修 

・宮古ブロック会加入 

 リモート研修など 

他部門の職員一緒に 

研修に参加してい 

る。 

④管理運営 指定管理業務 

入館児童に係る手続

き 

保育目標・食事の目標

の整備 

児童台帳の整備 

管理日誌の整備 

出席簿の整備 

維持管理業務 

保守点検 

防災管理 

 

細菌検査の実施 

入館対象児 

幼児 3歳以上 

学童小１から小６ 

児童館従事職員 

入館許可、解除申請受付、市に送付 

 

消防用設備保守点検 

自動火災報知器、消火器、誘導灯 

防災計画に基づき計画実施 

避難誘導マニュアルの整備 

 防災マニュアルの作成 

 

室内の清掃と消毒 

消耗品の点検補充（トイレトペーパー・手拭

き・石油・洗剤等） 

 

職員の細菌検査の実施 

年１回 

 

年１回 

 

毎月１回避難

訓練 

 

 

 

 

 

 

月１回 

学校の施設が古くな 

ってきているのもあ 

り、雨の時など、雨 

漏りが見られる。 

室内の清掃や保守点 

検は実施時間等を決 

めて行った。 

今後地域の方々が使 

用すると思われるの 

で清掃、片付けはし 

っかりと行う。 

 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 24 24 26 25 22 24 26 25 24 22 22 26 290 99.0％ 293日 

幼児 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 0 10  0人 

小学生 32 39 33 26 14 36 43 37 32 25 34 24 375 104.2％ 360人 

地域住民 0 0 2 20 2 2 20 0 0 0 0 20 66 132.0％ 50人 

合 計 32 39 35 46 16 38 73 37 32 25 34 44 451 112.8％ 400人 
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事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

避難訓練 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

清掃活動             

おたより発行 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

誕生会      ◎    ◎   

季節行事  ◎  ◎ ◎  ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ 

【総合評価】 

・効率性 

 今年度最後の児童館となる。利用児は6年生２名と変わりなく、殆ど長期休暇以外には利用している。児童も６年生ということもあり、児童館では体

を動かすより、黙って宿題に取り掛かっている。特に変わりなく、落ち着いて過ごしている。 

 学校から帰って来る時間が４時過ぎで、児童館にいる時間が短いため、児童館で行事を行う時には、児童が早く帰って来る午前授業の日などに計画

を持ってきている。行事は、自分の意見も伝え、は自分たちが企画、進行をするなど成長が見られた。 

・インパクト 

 児童は２名ということもあり、少人数でまとまりやすいところがある。行事に対して初めは「嫌だ」というが、その後は協力的に行動してくれる。 

 今年度で閉館になることで、閉館に向けての取り組み等保護者も交えて協力的で、神楽などの練習も夜２回程集まって練習し閉館式当日披露した。 

・妥当性 

 高学年２人だけになった現在は、静かに過ごしている。いざという時は２人助け合う姿も見られ、行事の際も二人で協力して活動をしている。 

 地域の方々も閉館式に協力的だった 

・持続性 

 地域の方々と一緒に無事閉館することが出来た。児童館があった場所は地域の方々の交流の場として利用されることが予想される。 

○職員体制 

（業務仕様書） 

 <開館時間> 午前7時30分～午後6時まで 

 <休館日 >  日曜日祝日・ 12月 29日～        

1月3日 

<配置基準> 

・館長1名、保育士2名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・館長 1名 

 ・保育士 2名 

〇車両等： 

 配置なし 

・遠足や交流会での移動は一般の交通機関を使用

する。 

・緊急時はタクシーを使用することもある。 

 

子育て支援係「つどいの広場すくすくランド」> 

Ⅱ．事業目標 

・子育て親子が気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で語り合い、相互に交流を図る場を提供する。 

・子育て等に関する相談及び援助について、子育てへの不安や負担感の緩和に繋げ、安心して子育てができる支援体制の充実を図る。 
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・関係機関との連携を図り、子育て及び子育て支援に関する講習会の実施や情報提供を行っていく。 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 子育て支援の推

進 

子育て支援 

 

 

 

 

 

子育て相談 

 

 

 

 

 

 

情報発信・提供 

親子 

 

 

 

 

 

保護者 

 

 

 

 

 

 

地域住民 

◎子育て親子の交流の場の提供及び交流

の促進 

◎親子のふれあい、遊びの提供 

 ・愛着形成を目的とした行事 

 ・ふれあいを目的とした行事 

 ・季節関連行事 

◎子育て等に関する相談及び援助の実施 

 ・利用者からの相談受付 

 ・保健師による健康相談会 

◎子育て及び子育て支援に関する講習等

の実施 

 ・保護者向け講話会 

 ・保健師による講話 

◎地域の子育て力を高める取組みの実施 

 ・すくすくランドだよりの発行 

 ・施設情報や行事ポスター、チラシ配布 

 ・子育て施設、サービスの紹介 

 ・宮古市子育て支援だより・イベント情 

  報 

常時 

 

 

12回 

12回 

 

 

常時 

8回 

 

 

8回 

8回 

 

12回 

・月毎の利用人数の実績

が増加 

・イベントへの参加率が

増加 

 

 

 

・通常の利用の中で、育児

不安等を抱えている利用者

さんもあり相談等を受ける

こともある。 

・専門の知識を求められる

事もある。根拠となるもの

が明確化された内容を提供

した。 

 

・育児情報を知り特にイベ

ント情報に興味を持つ利用

者さんも増加。４施設にお

いては情報提供を共有して

いる。 

 

② 支援体制の構築 関係機関との連携 関係機関 ◎情報を共有しながら連携し、地域の子

育て世帯への支援を行う 

 ・宮古市保健センター 

  *情報交換や内部打ち合わせ 

 ・子育て支援センター他つどいの広場 

  連携 

  *4施設合同会議 

  *4施設合同事業 

  *産業まつり出店 

 ・在所(宮古市地域創生センター)内イ

 

 

 

8回 

 

 

5回 

1回 

2日間 

2回 

・宮古市産業まつりへの

出店。４施設合同事業開

催。在所合同事業開催等

計画通り実施。打ち合わ

せ等行いながら連携出来

ている。 

 

 

 
・宮古市子育て支援セン

ターとすくすくランド2か
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ベント合同開催 

◎サークル活動や他機関での研修等の場

所の使用 

 ・在所(宮古地域創生センター)内の利 

活用について周知 

 

 

 

 

所で産業まつりへ出店。 

 

 

③ 資質向上 研修会への参加 職員 ◎WEB研修、オンデマンド配信等リモート

研修の活用。 

 ・WEB、オンデマンド研修会参加 

 ・4施設合同研修・宮古ブロック会共催 

 ・内部研修 

◎岩手県子育てサポート子育て支援指導

者向け研修会参加 

 

 

2回 

1回 

2回 

1回(出張) 

・オンデマンドの研修に

参加し資質向上に努め

る。 

 

④ 安全管理 非常災害時の備え 

 

 

 

 

 

 

 

室内の点検 

職員 

利用者 

 

 

 

 

 

 

職員 

◎非常災害時の安全確保 

 ・在所合同避難訓練(火事・津波・消火

訓練・避難経路・避難所への道順) 

 ・在所合同心肺蘇生法及びAED使用操作

訓練 

 ・非常時持ち出し袋点検 

◎救急セット(期限等)点検 

◎嘔吐物処理方法確認と使用物の点検 

◎ネッターレール及びネッターの点検 

 

 3回 

5月/10月/11月 

 2回(6月/12月) 

 

2回(4月/10月) 

1回(4月) 

1回(4月) 

12回（月初） 

・在所合同防災訓練に参

加し職員さんと共通認

識し誘導等の実施訓練

としてイメージトレー

ニングに繋げる。 

・4月/10月点検済み 
・利用者を含めた実践避

難訓練を行った 

 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 30 31 30 31 31 28 31 30 28 28 26 31 355 100.0％ 355日 

子ども(延) 188 229 453 350 304 290 639 307 334 281 309 414 4,098 160.7％ 2,550人 

大人(延) 154 196 407 284 253 242 511 269 300 247 249 331 3,443 135.0％ 2,550人 

合計 342 425 860 634 557 532 1,150 576 634 528 558 745 7,541 153.9％ 4,900人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

おたよ り ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

愛着形成を目的とした行事 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

触れ合いを目的とした行事 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

保護者向け講話会  ◎ ◎   ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎  

育児健康相談会  ◎ × ◎  × ◎ ◎  ◎ ◎  



- 55 - 

 

避難訓 練 ◎ ◎ ◎    ◎ ◎ ◎   ◎ 

研修  × × × ○ ◎ ○ ◎ ○ ×   

【総合評価】 

・効率性  

 ・イベントへの参加率も増加傾向にある。特に0歳児の親子さんの利用。低月齢児の利用もあることで、職員の乳幼児に対する関わり方等共通 

認識し、親子の向き合いの場の提供を行った。 

・利用の低年齢化に伴い、乳幼児利用に関する必要な物品が不足している。 

・有効性 

 ・低月齢児の親子特に乳幼児への発達段階への理解、親御さんへの育児不安等の相談対応など、根拠を持って取り組める様に特にイベント前の日案

作成や打ち合わせを念入りに行うようにした。 

・インパクト 

 ・地域住民さんを対象にした施設の利用に伴い、地域創生センター管理のプレイルームとすくすくランドの安全管理が難しいと感じる。プレイルー

ムの利用者さんの使用に仕方に危機を感じた時などは、安全ネットを引き境界線を作りながら、低年齢児親子利用の安全を確保して安全安心な環

境作りをした。 

・妥当性 

 ・他の子育て支援センターは14時～15時の利用時間であることで、当館は17時までの利用のため、午後の利用が増加傾向にあった。幼稚園、保育所

の降園後の利用者さんである。また、土日祝日は天候に左右され、室内遊び場としての需要が増加している。 

・持続性 

 ・今後もイベントごとにアンケート・感想を参加者さんに頂き、内容検討しながら発達段階に合わせた活動を取り入れ親子遊びを提供するうえで、

親御さんに根拠となることを明確に説明しながら実践していくことが必要となる。 

 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

（運営規程） 

 ・子育ての知識と経験を有する専任者 

 ・常時2名以上 

（配置基準） 

 ・保育士 3名(現行) 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

・保育士資格を有する専門知識と経験の 

ある者 3名 

  

・運営規定での勤務対応 常時2名以上 

〇車両等： 

 ・なし 

 

【地域施設課】 
<金浜老人福祉センター> 

Ⅱ．事業目標 

  ・宮古市の公の施設である事を第一に、高齢者を中心とした福祉の増進、公平な利用に供する管理運営を行う。 
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・高齢者の各種相談に応じながら、気軽に集まり心身共に充実した活動が行える場の提供に努める。 

  ・老人クラブなど地域で活躍している高齢者の活動及び情報共有の拠点として、利用者の声を把握しながら満足度の向上に努める。 

  ・前年度の実績を振返り目標達成に向けて取組む。 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 施設運営Ⅰ 施設貸出Ⅰ ・趣味の会 

・老人クラブ 

・ほっとほーむ 

・サロン、その他 

・高齢者を中心とした相談支援、生きがい

づくりや健康増進に努める。 

・活動場所の提供や誰もが平等に利用出来

る施設の提供を行う。 

年間4,000名 

(月平均333名) 

 

毎月相談5件以上 

利用者・利用団体の 

都合や感染症などで 

利用自粛があり目標 

に達しなかった。 

生活相談等も少なく 

目標に届かなかた。 

施設利用についてPR 

する必要がある。 

② 施設運営Ⅱ 施設貸出Ⅱ ・宮古市の高齢者 

 

・宮古市の高齢者を中心とした集まり。 

地域の高齢者が気軽に参加でき、情報交

換や小活動を行う。 

毎月1件以上実施 

(5人～10人参加) 

 

新規利用１団体以上 

小規模利用の受入れ

を目標に取組んだが

毎月１件以上は無理

があった。 

新規利用団体は無く

会員の減少から廃止

した団体があった。 

地域の方々の利用促

進に努める必要があ

る。 

③ サービス向上 ・アンケート実施 

・施設維持管理 

・スキルアップ 

・施設利用者 

・職員 

・満足度調査を実施し、意見や希望を聴取

し、サービス向上に努める。 

・安心して利用できるよう保守点検(業務委

託)を行う。 

・危険個所の確認及び整備を行う。 

・外部や内部の職員研修に参加し、業務能

力の向上に努める。 

アンケート回答

率99％ 

随時実施 

 

 

毎月内部研修実施 

満足・やや満足と回

答した利用者は80% 

とやや高かったが、

不満や不都合を改善

し満足度を更に高め

る取組みが必要であ

る。 

施設内外の定期巡視

を行い危険個所の把

握と環境整備に努め

た。 

火災避難訓練を実施

し避難経路の確認と

初期消火訓練を行い
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防災意識の高揚に努

めた。 

毎朝のミーティング

の他内部研修による

資質向上に努めた。 

④ 団体支援 ・各事業の実施 

・地域貢献 

・老人クラブ 

・単位老人クラブ 

・老人クラブの基本理念に沿った事業実施 

・地域における老人クラブとしての役割、 

特にも友愛活動、奉仕活動を積極的に行 

うよう支援する。 

 

・「はつらつクラブ通信」を発行する。 

(他情報提供及び会員募集のチラシ配等） 

・ＳＮＳで情報を発信する。 

市老連事業年5回 

支部老連事業3回 

毎月1回以上支援 

新規クラブ1団体

以上立ち上げ 

年2回発行 

 

年6回発信 

老人クラブは活動状

況に応じて個別に説

明を行った。 

クラブの課題につい

ては共通認識のもと

クラブの負担軽減を

図るため事務や活動

の支援を行った。 

情報発信はクラブ通

信の他、老人クラブ

活動や高齢者生活情

報を提供した。 

県老連のSNSは運用を

休止した。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 21 21 20 22 18 19 22 20 20 19 18 20 240日 100.0% 240日 

利用定員 338 348 295 296 258 375 315 265 260 257 275 269 3,551人 88.8% 4,000人 

相談件数 4 2 1 2 0 1 3 1 0 3 0 1 18回 30.0% 60回 
 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 

施設貸出 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

アンケート実施           ◎  

施設保守点検（消防･清掃）   ◎清掃  ×消防 ◎消防 ◎清掃    ◎清掃 ◎消防 

宮古市老人クラブ連合会事業   ◎ ◎   ◎     ◎ 

宮古支部老人クラブ連合会事業   ◎    ×体操教室 ◎研修会 

体操教室 
◎     

「はつらつクラブ通信」発行       ◎     ◎ 

ＳＮＳ情報発信 ※県老連SNS運用廃止・・・クラブ活動・高齢者生活情報提供に変更 ×  ◎  × ◎ ◎ 

職員研修実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

【総合評価】 

・効率性 
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 利用者(団体)等の利用希望に出来るだけ応じるよう曜日や時間の調整を行い効率的な利用や送迎に努めた。 

 団体支援や行事は、感染予防対策に協力をいただきながら、高齢者に見合う内容で組み立てて実施、健康増進と親睦交流が図られた。 

・有効性 

 利用者が安心して利用出来るよう感染防止対策(換気・消毒・マスク着用等)を講じ利用環境を整え受け入れに努めた。 

 団体支援では、関心の高い健康づくりを中心に実施、レクリエーションと情報交換を通じて、個々の健康寿命延伸に繋がる機会となった。 

・インパクト 

 利用目標値を達成するよう広報による関係機関への周知活動の他、利用者以外にも情報が届くよう発信した。 

 センター利用案内チラシを作成し関係機関、団体等に提供、施設紹介や利用案内に結び付いた。 

・妥当性 

高齢者が快適に利用できるよう適切な運営に努め、心身の健康を保持し社会的な活動に参加できる場を提供した。 

 団体支援では、健康の維持増進と仲間との親睦交流行事の企画実施を支援した。 

・持続性 

 持続的な利用の場を提供するため、施設内外の安全確認や利用時の体調観察を行い、健康状態や生活スタイルを確認し安心して利用できる環境づく

りに努めた。 

 団体支援では、老人クラブの役員等が負担を抱え孤立しないようサポート、会の存続運営に繋がるよう支援した。 

・その他 

 施設、設備の老朽化等により修繕が必要な個所は、市と協議の上対応した。 

○職員体制 

（運営規程） 

 ・宮古市公の施設指定管理基本協定書 

（配置基準） 

・所長 1名(兼務) 

・職員 4名(専任) 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

・所長   1名（身障センター所長兼務0.3） 

・主任   1名 (老福センター管理者) 

・主事   1名 

・運転技師 1名 

・事務員  1名 

・事務員  1名(総務会計兼務0.2) 

〇車両等： 
・施設利用者送迎車両（マイクロバス1台） 

・団体支援等車両兼送迎車両（ハイエース1台） 

 
<身体障害者福祉センター> 

Ⅱ．事業目標 

 <地域活動支援センターかねはま> 

 ・利用者の自立促進、生活の質の向上等を図ることができるよう、状況に応じて必要な機能訓練、創作活動、レクリエーション等を提供し、社会との

交流を促進されるようにする。 

 <宮古市身体障害者福祉センター > 
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・社会適応訓練・機能回復訓練等を実施し、身体障がい者の自立及び社会参加の促進に併せて積極的な施設の利用の促進を図る。 

・宮古市身体障害者福祉会等の障がい者団体支援に努め、地域生活の支援を促進する。 

 Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

1地域活動支援セン

ター 

 

① 機能訓練 

② 社会適応訓練 

③ 創作活動 

④ スポーツレク 

身体障がい者 ① OT・PT及び指導員による個別メニュー

やストレッチ体操による身体機能の維

持及び回復 

② 料理教室/施設外機能訓練/茶道教室/

手話/点字（視覚サポート講座） 

③ 陶芸/七宝/大正琴/カラオケ/書道/園

芸教室/大正琴 

④ 卓球バレー/サウンドテーブルテニス 

ボッチャ・レク等 

① OT/PT：月1

回ストレッ

チ：毎日 

② 社会適応訓

練：420件 

③ 創作活動：

200件 

④ スポーツレ

ク：3,000件 

①計画的に実施 

②目標超え739回

希望多い施設外

機能訓練を毎月

実施し増える。 

③目標超え237件

手芸や写真部を

結成。陶芸・書

道メンバー以外

の方も参加でき

るよう企画。 

④毎月の行事を工

夫したが目標に

は少し達せず。 
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① ②宮古市身体障

害者福祉センタ

ー 

 

障がい者への利用促

進 

障がい者へのスポー

ツ理解・啓発 

更生相談 

 

地域住民 

障がい者 

利用者 

家族 

ボランティア 

① 作品展示会及び地域交流会②高浜小学

校との交流会③宮古市身体障害者福祉

会団体に対する支援（理事会等）④宮

古市身体障害者福祉会会報の発行⑤団

体支援福祉大会支援 

⑥手話ボランティアの団体への支援 

⑦岩手県障がい者スポーツ大会⑧宮古

市障がい者スポーツ大会⑨岩手県卓球

バレー交流大会⑩宮古圏域障がい者ス

ポーツ交流会への参加⑪岩手県視覚障

がい者福祉協会宮古支部への支援⑫宮

古市身体障害者福祉会ゲートボール大

会に関する支援⑬リフレッシュ教室の

開催 

⑭ボッチャ交流大会参加 

⑮相談対応及び関係機関との連携 

① 年1回 

② 随時 

③ 随時 

④ 年3回 

⑤ 年1回 

⑥ 随時 

⑦ 年1回 

⑧ 年3回 

⑨ 年1回 

⑩ 年1回～2回 

⑪ 年1回～2回 

⑫ 年1回 

⑬ 年1回 

⑭ 随時対応 

①作品展示会3月

17～20日実施 

②参加 

③計画的に実施 

④計画的に実施 

⑤計画的に実施 

⑥計画的に実施 

⑦参加 

⑧200名参加実施 

⑨計画的に実施 

⑩なし 

⑪計画的に実施 

⑫計画的に実施 

⑬陶芸教室と和紙

を作りそれに書を

楽しむ。 

⑭計画的に参加 

⑮随時対応 

目標値管理 

 
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 22 22 21 23 19 21 24 21 22 20 19 21 255 98.8% 258日 

利用定員 
20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 

20人

以下 
－ － － 

4時間未満 103 99 101 116 92 101 117 90 103 96 84 94 1,196 117.3% 1,020人 

4時間以上6時間未満 80 108 68 102 75 84 94 79 52 45 53 50 890 114.1% 780人 

6時間以上 27 19 24 19 18 12 29 45 46 49 50 52 390 108.3% 360人 

送迎 172 183 164 198 155 168 191 170 161 156 158 166 2,042 100.1% 2,040人 

合 計 382 409 357 435 340 365 431 384 362 346 345 362 4,518 107.6% 4,200人 

機能訓練 210 226 193 237 185 197 240 214 201 190 187 196 2,476 114.6% 2,160 

更生相談 5 0 2 3 1 1 3 3 3 2 4 3 30 103.4% 29  

社会適応訓練 69 75 65 73 80 64 55 69 44 50 55 40 739 176.0% 420  

創作活動 11 29 22 22 14 19 20 12 14 29 26 19 237 118.5% 200  

スポーツレク 218 268 197 248 149 208 378 247 251 232 221 217 2,834 94.5% 3,000 
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事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

宮古市身体障害者福

祉会新聞発行 
〇 

✕4月に

変更 
〇 〇 

✕7月に

変更 
   〇    

岩手県身体障害者福祉大

会 
   ◎         

学校交流 
〇入学式

出席 

〇運動

会出席 
〇花壇 

✕6月に

変更 
  

〇学習発

表会出席 

✕10月に

変更 
    

団体支援 
◎視福協

宮古支部

総会支援 

〇福祉会

理事会①

/総会書

面決議 

◎県障害

者スポー

ツ大会支

援 

〇福祉会

理事会② 

〇9月か

ら変更福

祉会研修

旅行 

〇福祉会

理事会③ 

✕7月に

変更 

◎宮古市

障害者ス

ポーツ大

会実施 

    
〇福祉会

理事会④ 

 

【総合評価】 

・効率性  

利用者及び職員や当センターに来所された方々の体温測定や手指消毒・マスク着用の徹底等行い、施設内の換気や感染対策を行い安心して利

用していただけるように努めた。団体支援行事は、福祉大会と研修旅行を抱き合わせて実施したことで、福祉大会の参加者を増やすことがで

きた。 

・有効性  

利用者の希望する施設外機能訓練を毎月実施し楽しみにされている。 

レクも楽しんでもらえるように、SNSなどを参考にしながら考え行っている。 

行事内容の工夫や時間延長の受け入れを行い、また臨時開館も行い利用者の活動の促進を図った。 

団体支援行事は、宮古市障がい者スポーツ大会は、午前のみ実施し感染対策をしながら 200名の参加で楽しんでいただけた。岩手県卓球バレ

ー交流大会のふれあいランド岩手での試合 2回参加。宮古大会も実施し、生きがいに結びついている。宮古市身体障害者福祉会及び地活かね

はまも賞をいただいている。 

・インパクト  

インスタ投稿で障がい者の活動の様子を投稿することで、遠方のご家族や他県に引っ越した利用者や、亡くなられた利用者のご家族の心の

支えにもなる。 

・妥当性  

常に利用者の希望を取り入れ行事を考えている。岩手県卓球バレー交流大会や脊損会のボッチャ大会に参加し他の障がい者の方々との交流も

図ることができている。身体障がい者の方々の外出の機会をつくることができている。 

・持続性  
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身体障がい者の方が利用できる施設として重要である。日中の居場所としても必要な場所として活用されている。その一方で施設について知

らない市民の方々も多く、市民交流センターで「ぺんこ美術館。みでけどでんせ」を開催し周知を図る。 

ぺんこ美術館をやインスタグラムを継続し宮古市身体障害者福祉センターの活動の周知を図る。ぺんこ美術館や岩手県文化芸術祭に参加し、

利用者の意欲向上も図っていく。 

○職員体制 

（運営規程） 

・地域活動支援センター 

 ・管理者1名 

 ・機能訓練指導員1名 

 ・介護職員2名以上（常勤換算方法） 

（配置基準） 

・宮古市身体障害者福祉センター 

 所長1名 

職員2名以上 

・地域活動支援センター 

 施設長1名 

 指導員2名以上 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員体制（現行） 

 ・所長（サービス管理者）1名(老福所長兼務) 

 ・主任兼介護福祉士 1名 

 ・運転技士兼事務員 1名 

 ・介助員 1名 

 ・運転技士 2名 

 ・看護師 1名 

〇配置車輛 

・リフトバス1台 

・車いす車輌2台（令和7年1月～1台） 

（1台 24時間テレビ寄贈令和6年4月から） 

・軽自動車1台 

 

 

 

【田老福祉センター】  
Ⅱ．事業重点目標  

 <田老福祉センター：地域支援> 

地域住民の生活を支える中核機関として、住民やボランティア、保健・福祉・学校等の関係者、行政機関との連携・協働を図りながら、あらゆる地

域生活課題への対応と地域のつながりの再構築に向けて取り組む。 

 ＜事業目標＞＊４C地域支援係：統一目標 

（１）福祉の学びと担い手の育成（身近な福祉への気づきの醸成・福祉への参加人口増加） 

  （２）安心の地域づくり（場の創出・つながり・支え合いの充実） 

（３）活動基盤充実（地域活動財源の確保・情報発信・人材育成） 

（４）様々な生活課題の対応に向けて相談支援機能の充実（相談機能の向上・地域福祉サービスの充実） 

（５）新たな課題への対応（必要な生活支援サービスの確保や新たなサービスの開発） 

 

 

Ⅲ．事業活動 
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 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

①福祉教育の推進 

 

身近な福祉への気づ

きの醸成 

 

学校における福祉教

育 

 

社会的包摂に向けた

福祉教育と参加支援 

 

児童生徒 

教職員 

福祉施設・事業所 

一般 企業 

>>児童・生徒対象体験教室実施（相談・打合せ・

振返り） 
年10件 9件 

>>学校訪問 年60件 25回 

>>施設職員等との福祉教育プログラム検討 年1回 1回 

>>福祉教育プログラム更新 3つ追加または更

新 
未実施 

>>プログラムのモデル実施 年3回 未実施 

>>資源の創出（当事者団体への相談、施設との連

携・協力） 打合せ3回 

打合せ4回 

ボランティア活動 

18団体（延63名） 

>>研修会・情報交換会開催 年1回 未実施 

②ボランティア・市民

活センターの運営 

福祉への参加人口の

増加 

 

情報発信と担い手の

確保 

 

コーディネート機能

の充実 

住民 

学校 

>>ボランティア・市民活動団体情報交換会開催

（さ・わカフェ） 
年3回 

1回
（さ・わカフェ） 

>>情報発信・SNS更新・助成事業案内 ブログ：12件 

助成事業:3回 

ブログ:3件 

助成事業:1回 

>>施設・関係機関等への訪問、聞取り（随時） 年3回 3回 

>>活動ニーズ、活動状況の把握（通年） 相談年30件 

訪問年12件 

相談10件/年 

訪問30件/年 

>>ボランティア関係保険手続き 

年205人 

・延244人 

（活動保険、行事 

保険、送迎サー

ビス補償） 

>>ボランティア講座等福祉への参加機会の創出 年2回 1回（2名参加） 

③高齢者サロン つどい、通いの場の創

出・地域交流 

住民 

 

>>サロン新規立上支援/相談・訪問 新規立上年1箇所 ・相談、訪問2件 

>>活動継続支援/相談・訪問・周知 訪問年24件、レク

用品貸出年60件 

・訪問30件 

・レク貸出25件 

>>多様な通いの場の創出にむけた協議 年3回 2回 

>>リーダー研修会企画参加及び運営協力 年4回 未実施 

>>地域イベント、サロン情報発信 年3回 ・4回 

>>サロン連絡会開催 年1回 ・1回実施。参加

者16名（9団体） 
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>>サロン合同連絡会開催 年1回 未実施。 

>>各種研修会の案内 年5回 1回（配食V研修会

の周知） 

>>助成金活用案内 年2回 1回 2団体申請 

④つながり・支え合い

支援 

見守り支援配食 介護サービスや民間事業

によるサービス利用が困

難な方 

>>配達時の見守り活動 年240件 延577件。実人数5

人。新規4件 

>>宅配ボランティアの養成 2人 2名 V登録 

>>中継点の活用 1ヶ所 1ヶ所。拠点176回 

>>地域内のネットワークづくり 随時  

災害時の支援体制 行政 

職員 

>>宮古市との災害時連携協力体制の構築 協定締結 1回 

>>災害ボランティアセンター研修・訓練実施 年1回 未実施 

介護機器貸出 高齢者、障がい者等 >>介護機器の貸出の実施 年24件 7件 

>>利用者の状況把握と関係機関との連携 随時  

⑤被災者生活支援 生活支援の相談継続 

 

つどい、通いの場の創

出・地域交流 

 

地域見守り支援拠点

の運営 

被災者 

住民 

関係機関 

企業 

ボランティア 

外部団体 

>>訪問、見守り支援個別 年150件 208件 

>>地域支援（つながりの再構築） 随時 14回 

>>事例検討会実施(現地事例検討会参加） 年1回 3回 

>>アセスメント見直し及び支援度区分判定  15件  終了3件 

    新規1件 

>>各種研修会及び情報交換会への参加  8回 

>>住民支え合いマップづくり（新規・継続含

む） 

年2地区 1地区（継続支援

含む5回） 

>>一般世帯を含めアウトリーチ等を通じた継続

支援の検討 

 7件 

 

⑥低所得世帯相談 生活福祉資金貸付 

 

たすけあい銀行貸付 

低所得世帯 

障がい者世帯 

高齢者世帯 

生活保護世帯 

>>アセスメント、支援計画作成、申請手続、交

付決定手続 

年5件 1件 

>>償還滞納世帯状況把握訪問 年24件 訪問4件 電話4件 

>>生活困窮者自立支援事業との連携(通年)  4回 

>>研修会・事例検討会開催(合同) 年1回 3回 

>>支援会議開催  2回 

>>滞納世帯償還指導面接（県社協主催） 年1回 2回 

⑦社会福祉大会 福祉活動の普及・推進 福祉活動推進者 >>県社会福祉大会参加 年1回  
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関係機関・団体 

一般 

>>社会福祉関係者の表彰  1名 

>>市社会福祉大会・シンポジウム開催 250人  

⑧民生委員児童委員活

動支援 

地域づくりに向けた

連携・協力 

田老地区高齢者等情

報交換会 

民生委員・児童委員 >>地区民協活動助成金交付 年2回 2回 

>>互助共励給付金交付手続き窓口   

>>定例会情報交換会 年3回 2回 

⑨敬老会助成 助成金交付 町内会・自治会、地

域づくり委員会等 

>>敬老会開催地区助成 年76件 2カ所 

⑩共同募金 地域福祉活動財源の

確保 (活動基盤の充

実) 

 

地域生活課題の把握 

一般 

共同募金委員 

学校 

企業 

>>地区募金委員会の開催 
委員会 3回 

 

 

>>共同募金運動 

 運動計画立案、団体との連絡調整 

共募事業計画 ・3回実施 

>>広報・啓発活動 共募事業計画 ・実施 

>>助成事業周知・相談・申請対応 
共募事業計画 ほっとほーむ 

4団体助成金交付

更新 

⑪企画・広報 広報・情報発信 

 

デジタル活用 

一般 

企業 

自治会 

≫田老地区情報発信（田老福祉センターだより） 年3回 3回 

≫地域交流イベントの企画（田老福祉センター） 年1回 4回 

⑫人材育成 実習受入 学生 >>ソーシャルワーク実習受入（前期・後期）   

>>各種研修参加、研修報告会（通年）   

⑭調査・研究 新しい課題への対応

と見直し 

一般 >>田老地区情報交換会開催 3ヶ所 1ヵ所 

>>地域福祉活動計画評価委員会開催 年1回 未実施 

>>地域福祉活動推進委員会(仮称)等の設置準備   

⑬会員・会費事業 社協会費 一般会員・法人会

員・特別会員 

>>社協会費活動（7月重点月） 

・一般会費、 

・法人会費、 

・特別会費 

前年度実績額 

1,032,000（合計） 

916,000（一般） 

96,000（法人） 

20,000（賛助） 

-5,000（ R5比 較 ） 

1,027,000（合計） 

895,000（一般）

90,000（法人）

42,000（賛助） 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

体験教室 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 4 33.3% 12件 

学校訪問 1 3 1 0 4 2 6 4 4 0 0 0 25 138.9% 18件 
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ボランティア相談件数 0 1 1 0 1 1 1 0 0 0 2 0 7 17.5% 40件 
ボランティア訪問支援件数 0 1 1 1 0 0 1 5 0 0 0 0 9 75.0% 12件 

情報発信件数 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 2 6 50.0% 12件 
ボランティア保険手続 1 1 0 1 1 1 1 0 1 1 2 2 12 6.2% 195人 

サロン訪問件数 4 1 1 2 1 2 4 3 3 4 3 2 30 50% 60件 

レク用品貸出件数 2 3 0 0 3 1 1 4 5 2 3 1 25 41.7% 60件 

見守り配食件数 20 19 38 60 50 50 63 57 59 55 51 58 580 241.7% 240件 

介護機器貸出件数 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0 2 2 7 29.2% 24件 

介護機器点検件数 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 0件 

被災者支援件数 24 8 10 8 4 13 39 15 27 22 19 19 208 138.7% 150件 
見守り支援拠点サロン利用

者数 
‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 0件 

資金相談件数 0 0 2 0 3 0 0 1 0 1 1 1 9 31.0% 29件 

償還訪問件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 4 16.7% 24件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 
福祉教育プログラム検討 ×           × 
プログラムのモデル実施             

資源の創出 ○     × × ×  ○   
田老センター文化祭        ◎  ○   

ボランティア研修        ×     

事例検討会   × ○ ○ ◎     ×  
被災者連絡調整会議     ×  ○    ○  

住民支え合いマップづくり      ○     × ○ 

社会福祉大会        ◎     

民児協助成             
民児協との情報交換会 ×      ×      

敬老会助成      ◎    ×   

田老Cだより    ○ ○ ◎ ×      

ボラセン情報発信  ×   ×  ○ × ○ ○  × 

ソーシャルワーク実習

受入 
 ×   ×   ×    × 
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【総合評価】 

○効率性  

 ・被災者支援による心配ごと相談会を実施して金銭的な課題を抱える世帯の把握から専門の相談につなげることができた。今後、寄り添いながら関係

機関と連携を図って支援していく。 

・計画的に実施したことにより、見守り対象世帯のアセスメントの見直しを全世帯実施することができた。アセスメントの見直しをしたことで訪問の 

目的がより明確化され、現状に沿った支援に繋がっている。支援が難しい状態が続いていたケースに対しても、関係機関との連携により関係性の構

築やサービスにつなげることができた。 

○有効性 

・田老福祉Cを会場に出張販売会を実施。普段自分で衣類を買う機会がない高齢者等が利用できる場となった。参加者はゆっくり買い物ができて楽しか

ったとのこと。カフェコーナーでは、コーヒー等を飲みながらおしゃべり楽しむ様子があった。目標とした「自分で買い物が出来た」とのアンケー

ト結果から目標は達成となった。 

・田老C文化祭が関係機関や企業の理解のもと協力を得て目標が達成できた。交流コーナーや作品展示・活動の上映が来場者の楽しみにつながっている

こと、再会や出会いの場としての役割を担っていることをアンケート結果から把握し、地域づくりに有効な手段と感じた。 

・さ・わカフェに田老住民が初めて参加。参加して支援団体とつながったことによりイベントの開催につながった。 

・震災発生日前後には訪問を強化。精神不安が感じられた方には訪問頻度を増やして対応し、傾聴した。 

・関係機関を含めた支援会議を実施。支援の方向性などを共通認識する機会となり、支援体制の構築につながった。 

・小学校での福祉体験教室では、障がいの特性や高齢による心身の変化、生活のしづらさについて体験を通して学び、自分たちにできることを考える

機会になった。校内での体験で終了しているため実生活の中での体験ができるよう検討したい。 

○インパクト 

・サロン連絡会交流会は、活動の低下があるサロン等の活動活発化や新たに立ち上がったサロンとの情報交換の機会及び交流を目的に実施し、参加者

から他サロンとの情報交換や交流が出来てよかったとの感想が聞かれた。また、実施後、サロン同士の行き来につながったこともあり目標は達成され

たと思われる。 

・摂待地区で上映会を開催。始めは開催に消極的であったが、継続的に働き掛けを行ったことにより実現。実施後には“実施して良かった、地域の活

動を知る機会となった”“自分たちも何かやってみたい”との感想があり、上映会をきっかけに地域活動の活発化や田老福祉Cが身近に感じてもらえる

機会となり、目標は達成されたと思われる。 

○妥当性 

・移動手段がない高齢者へ送迎ボランティア利用して来所することができたことから、新たな取り組みとした送迎ボランティアは有効だったと思われ

る。公共交通の縮小がある中で住民が参加できる機会の手段として有効と考える。 

・支えあいマップのアフターフォローとして継続的に支援を実施。自治会長が以前から抱いていた地域課題を表出するきっかけとなったことに加え、 

支援を通して少しずつ協力者の輪が広がっている。継続して協力者と地域課題の解決に向けた取り組みをきっかけに地域のコミュニティが形成され

るように支援していく。 

○持続性 

 ・配食の新規利用者4名があり実人数5名となった。包括と連携をとり食事の提供と併せて地域とのつながりが少ない利用者と配達時に会話を重ねた結
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果、徐々に隣近所との関わりができてきた。継続した関わりの結果が表れたと感じた。配食ボランティア研修会の参加をきっかけに配食ボランティ

ア（地域住民）と利用者とのつながりが出来た。 

 ・被災者支援の心配ごと相談会をきっかけに複合的な課題を抱えている世帯の把握につながった。定期的な訪問で寄り添いつつ、関係機関等と連携

を図り相談支援によって世帯の不安軽減につながっている。 

 ・文化祭動画上映について、地域の活動の上映を来場者が視聴しやすい環境を整備するための編集を依頼するなど投資は必要と感じた。 

〇職員体制（運営規定） 

・管理職 1名 

・生活支援相談員 1名 

・生活支援コーディネーター 1名 

〇職員体制（現行） 

 ・管理職１名 

 ・生活支援相談員 1名 

 ・生活支援コーディネーター 1名 

〇配置車両： 

 スズキアルトバン 1台（リース）※配食 

 ミライース    1台（リース） 

 

 

<手話通訳派遣事業> 

Ⅱ．事業目標  

 <田老福祉センター> 

 ・田老福祉センターを地域活動の拠点として包括的支援体制の整備を図りながら、住民主体による地域福祉活動を推進する。 

 <地域支援係> 

・個と地域の一体的支援実施していくために取り組む。 

・地域に必要な資源や活動を把握し働きかけるために実地踏査を通し地域アセスメントに取り組む。 

・地域課題解決に向けて必要な資源や活動について主体的なかかわりができるよう地域に働きかける。 

Ⅲ．事業活動  

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 手話通訳派遣に係

るコーディネート 

 

・依頼内容の確認及び

派遣調整 

 

聴覚障がい者、健聴

者、企業、福祉関係

団体 

・依頼者との連絡調整、必要な情報収集及び

提供 

13件/年  

・報告書のとりまとめ（振り返り）   

派遣事業の啓発 聴覚障がい者、住

民、企業、福祉関係

団体等 

イベントや団体の研修会時にチラシなどで

啓発を図る 

  

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

派遣件数 0 1 0 0 0 0  1 0 0 0 0 2 15.4％ 13件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 
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事業のPR    ×   ×   ×   

【総合評価】 

 コロナ以降、個別の派遣依頼はなく行政で対応。社協事業のみの派遣依頼、手話通訳者の派遣件数が今後も増となる見込みが薄いと思われる。事業

実施の成果が感じられない。 

○職員体制（運営規程） 

 1名 

 

○職員体制（現行） 

 ・生活支援体制整備兼相談員、障がい者支援員 

1名 

〇配置車両：（軽自動車1台） 

 

 

 

【新里センター】 
<地域支援係> 

Ⅱ．事業重点目標  

 地域住民の生活を支える中核機関として、住民やボランティア、保健・福祉・学校等の関係者、行政機関との連携・協働を図りながら、あらゆる

地域生活課題への対応と地域のつながりの再構築に向けて取り組む。 

 ＜事業目標＞＊４C地域支援係：統一目標 

（１）福祉の学びと担い手の育成（身近な福祉への気づきの醸成・福祉への参加人口増加） 

  （２）安心の地域づくり（場の創出・つながり・支え合いの充実） 

（３）活動基盤充実（地域活動財源の確保・情報発信・人材育成） 

（４）様々な生活課題の対応に向けて相談支援機能の充実（相談機能の向上・地域福祉サービスの充実） 

（５）新たな課題への対応（必要な生活支援サービスの確保や新たなサービスの開発） 

 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

①福祉教育の推進 

 

身近な福祉への気づき

の醸成 

 

学校における福祉教育 

 

社会的包摂に向けた福

児童生徒 

教職員 

福祉施設・事業所 

一般 

>>児童・生徒対象体験教室実施（打合せ・振

返り） 

年3件 

新里小学校3日間 

新里中学校4日間 

車いす、パラスポー

ツ、手話、認知症サ

ポーター養成講座を

実施 

>>学校訪問 年10件 8回訪問 
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祉教育と参加支援 >>和来輪来まつり 
実行委員会出席回

数・ブース運営協力 
福祉体験ブース対応 

②ボランティア市民

活動センターの運営 

福祉への参加人口の増

加 

 

情報発信と担い手の確

保 

 

コーディネート機能の

充実 

住民 >>活動ニーズ、活動状況の把握（通年） 
相談年10件 

サロン運営者や担い

手から相談あるもV

相談なし。 

>> ボランティア関係保険手続き 

年5人 

Ｖ行事保険2件取扱

い 

Ｖ活動保険：受付無

し 

>>住民向け認知症サポーター養成講座等福

祉への参加機会の創出 年1回 

住民向け：2回開催

（茂市・日向自治

会・下刈屋地区） 

③高齢者サロン 通いの場の創出・地域

交流 

住民 >>サロン新規立上支援/相談・訪問 新規立上年1箇所 立ち上げには至ら

ず。 

>>活動継続支援/相談・訪問・周知 訪問年60件、レク

用品貸出年20件 

訪問46回 

レク用品貸し出し34

件 

>>多様な通いの場の創出にむけた協議 年2回 活動内容について話

合い2回実施 

>>住民向け研修会参加 年1回 いきいきセミナー参

加(12月) 

>>地域イベント情報発信 年5回 外部支援団体講話等

情報提供・周知：年

14回 

>>サロン情報交換会開催 年2回 2回実施 

＊計画どおり 

>>助成金活用案内 年2回 ほっとほーむ更新申

請：4件 

歳末たすけあい事業

助成申請：４件 

④つながり・支え合い

支援 

見守り会食会 住民 >>見守り活動 2地区 1地区で実施（その

後弁当配布も地区主

体で実施） 
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災害時の支援体制 行政 

職員 

>>関係機関との連携協力 随時  

11月訓練参加（広

域） 
>>災害ボランティアセンター研修・訓練参

加 

年1回 

車椅子貸出 高齢者、障がい者等 >>介護機器の貸出の実施 年3件 車椅子貸出：8回 

>>関係機関との連携 随時 

生活支援の相談継続 

 

地域交流 

 

居場所の運営 

住民 

関係機関 

>>訪問相談 年10件 活動相談：2件 

>>地域通いの場運営(毎週月曜日) 年40回・延べ240人 42回・延べ151人 

>>現地事例検討会参加 年1回 参加無し 

>>各種研修会及び情報交換会への参加 年1回 支え合いマップ研修

2回参加 

情報交換会：2回

（サロン、認知症メ

イト） 

⑤低所得世帯相談 生活福祉資金貸付 

 

たすけあい銀行貸付 

低所得世帯 

障がい者世帯 

高齢者世帯 

生活保護世帯 

>>相談受付、申請手続 年1件 相談：2件 うち1件

申請 

>>償還滞納世帯状況把握訪問 年3件 該当なし 

>>生活困窮者自立支援事業との連携(通年)  1件あり 

>>滞納世帯償還指導面接（県社協主催） 年1回 該当なし 

⑥社会福祉大会 福祉活動の普及・推進 福祉活動推進者 

関係機関・団体 

一般 

>>市社会福祉大会参加 年1回 11月 

>>社会福祉関係者の表彰  表彰候補者選出：褒

章３名 

⑦民生委員児童委員

活動支援 

地域づくりに向けた連

携・協力 

定例会参加 

民生委員・児童委員 >>地区民協定例会参加 年10回 10回 

>>互助共励給付金交付手続き窓口  該当なし 

 

⑧敬老会助成 助成金交付 自治会区 >>敬老会開催地区助成 年5件 5件申請あり 

⑨共同募金 地域福祉活動財源の確

保(活動基盤の充実) 

 

地域生活課題の把握 

地区募金委員 >>共同募金委員会地区募金委員会事務局運

営 

年2回 

 

令和6年3月で地区募

金委員会が市募金委

員会１つに統一した

が、新里地区イベン

ト募金等への引き続

き協力ある。 

>>共同募金運動 

 運動計画、団体との連絡調整 

地区募金計画 

>>広報・啓発活動 地区募金計画 

>>助成事業周知・相談・申請対応 共募事業計画 
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⑩企画・広報 広報・情報発信 一般 >>広報誌作成・発行（新里つながり通信） 年3回 年1回発行（7月全戸

配布） 

⑪会員・会費事業 社協会費 一般会員・法人会員・

特別会員 

>>社協会費活動（7月重点月） 

一般会費、法人会費、特別会費 

前年度実績額 実績額：922,000円 

(一般792,000円、法

人92,000円、特別

38,000円) 

前年比22,900円減 

全地区・法人より協

力あるも実績額減

少。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

体験教室 0 1 0 1 1 5 1 0 0 0 0 0 9 75.0％ 12件 

学校訪問 0 0 1 0 1 6 2 1 0 0 0 0 11 110.0％ 10件 
ボランティア相談件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0％ 5件 

情報発信件数 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 33.3％ 3件 
ボランティア保険手続 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 2 40.0％ 5人  

サロン訪問件数 7 5 2 5 3 3 3 5 5 4 6 6 54 90.0％ 60件 

レク用品貸出件数 4 1 2 0 4 3 3 6 5 1 1 4 34 170.0％ 20件 
車椅子貸出件数 0 0 0 1 2 3 0 1 0 0 1 0 8 266.7％ 3件 

居場所利用者数 18 22 27 42 17 25 18 15 13 16 14 27 254 105.8％ 240人 

資金相談件数 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 2 200.0％ 1件 

償還訪問件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0％ 3件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
福祉教育プログラム検

討   ◎ 〇    ×     

学校訪問 ◎ × ◎ 〇 〇 〇 ◎ ◎     

資源の創出      × × × ×    

和来輪来まつり      ◎       

外出プロジェクト    ×  ×       

事例検討会     ×        
住民支え合いマップづ

くり   〇 〇 ×   ×   ◎  

社会福祉大会      〇   ◎    
民児協との連携 ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ 〇 × ◎ ◎ 
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敬老会助成      ◎ ×      

新里つながり通信    ◎   ×  ×    

生活圏域情報交換会   ×  〇     × 〇  

【総合評価】 

・効率性 

 地域の訪問などで地域サロン支援者に声がけすることで、改めて集まりの場を設定せずに住民と活動を検討でき、効率的に進めることが出来た。 

・有効性 

資金相談は件数は少ないものの、くらしネット宮古相談室と連携を図り、世帯の自立に向けた支援のため貸付対応を行い、償還も計画通りにあった。

世帯更生に向け有効性が高い支援を行うことが出来た。 

新里センター内（地域包括・居宅・訪問介護）の相談や情報により、地域の気になる方の住む地区に働きかけが出来、支え合いマップに取り組むこ

とができた。住民間の情報共有が出来、地域の見守り意欲向上のきっかけに有効だった。 

・インパクト 

 共同募金では、新里地区募金委員会が令和6年3月で任期満了し宮古市共同募金委員会が一本化に統一となるも、元新里地区募金委員をはじめ学校な

ど地域の方々の協力を得られることができ、昨年どおりイベント募金を実施できた。 

・妥当性 

 会員・会費事業において、新里の全ての地区からの協力と 19法人より協力いただき、中には 1万円、5千円の協力法人もあったが、昨年度の実績に

は届かず。世帯数の減少と景気の影響もあるため妥当な実績だと思われる。 

 サロンや地域活動における相談等は随時あるものの、ボランティア相談や支援の件数が少ない。住民同士の顔の見える関係性、地縁関係が強いため

ボランティアについて認識が低い地域性も要因の一つと思われる。「ボランティア」と「地域の助け合い」の認識の違いとも言え、妥当な件数だと思

われる。 

 地域にある公共施設で利用が少なかったり、空いていた施設を活用しイベント等を行う「地域資源の活用」は出来たが、「資源の創出」と「外出ﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄ」までは至らなかった。地域の担い手不足や住民への啓発活動等、資源の創出のためには段階を踏んで進めていく必要がある。 

・持続性 

 地域のサロン等の訪問をとおし、様々な地域団体で代表や担い手の高齢化が深刻な状況を把握しているが、継続的に訪問することで信頼関係が構築

されつつあり、今後の地域づくりを進めるにあたり地域の情報収集や事業への協力等が期待できる。 

○職員体制 

 ・管理職 1名 

・生活支援コーディネーター（2層） 1名 

○職員体制（現行） 

 ・管理職 1名 

・生活支援コーディネーター（2層） 1名 

〇配置車両： 

 スズキアルトバン24-05 1台（リース） 

 
【新里居宅介護支援事業所】  

Ⅱ．事業目標 

 ・利用者・家族の意向を尊重しつつ、地域の様々な資源を活用し自立した生活を送ることができるよう支援する。 
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 ・各関係機関と連携を図り、地域のネットワークの中で、利用者・家族を支援していく。 

 ・研修等への参加を積極的に行い、ケアマネジメント業務を確実に遂行する力量を身に付ける。   

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 居宅介護支援 ・相談業務 

・アセスメント、課題

分析 

・ケアプラン作成 

・サービス担当者会議 

・モニタリング、評価 

利用者、家族 

サービス事業者 

・利用者家族との信頼関係づくり 

・自己選択の保証、自立支援 

・関係機関との連携、具体的で達成可能な

ケアプランの立案 

・サービス実施状況の把握および評価 

・ケアプラン作

成 28件/月 

 

・死亡や施設入

所、小規模多機能

への移行等による

終了はあったが、

9件の新規受け入

れを行い、平均34

件で目標値を上回

った。   

② ネットワーク構築 ・医療機関との連携 

・特定相談支援事業者

との連携 

・地区連絡会への出席 

・認知症カフェ参加 

・各地区の住民とのつ

ながりを作る 

医療・福祉関係機関 

地区住民 

・関係機関との情報共有および連携体制の

構築 

・医療との連携による在宅生活の継続支援 

・地域での見守りネットワークつくり 

・地域住民に対する認知症や介護サービス

等の理解の支援と、顔の見える関係つく

り 

 

 

・災害時の避難支援体制の構築 

・入退院連携加

算算定 8件/年 

 

・地区連絡会 

毎月参加 

 

・認知症カフェ 

3回/年参加 

・サロンやフリ

ーカフェでの講

話や介護相談 5

回/年 

・全プランに記

載 

・入院連携 8件 

 目標値達成 

 

・年12回参加(毎

月) 

 

・認知症カフェ 

3回参加 

・フリーカフェ 

対応を月2回平均

で行ない地域住民

と顔の見える関係

つくりに努めた。

介護相談者の来訪

や講話の依頼はな

かった。 

・認知症サポータ

ー養成講座         

4回参加 
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③ ケアマネジメント

の向上 

・各種研修への参加 

・自己研修 

・業務内容点検 

 

ケアマネジャー ・オンライン・YouTube等を含む研修や講話

へ参加し知識・技能を高める。 

 

・隔月でケアマネジメント部会に参加 

・地域ケア会議等への参加 

 

・年2回業務点検を実施（アセスメント、訪

問記録、モニタリング、サービス担当者

会議の開催） 

・研修目標の設

定 

 

・左記以外の研

修 3回/年 

 

・減算なし 

・主任ケアマネ新

規研修や外部研修

を受講した。オン

ラインを有効活用

し、所内での研修

を行った。 

・年2回自己チェ

ックリストを活用

し業務点検を行っ

ている。 

④ 委託事業 ・相談業務 

・アセスメント、ケア

プラン作成 

・サービス担当者会議 

・モニタリング 

・更新、区分変更調査 

総合事業対象者 

要支援１・２認定者 

 

 

 

利用者 

・各ケアプラン作成 

・自立に向けた効果的な介護予防サービス

の提供とモニタリング・評価 

 

 

 

・認定調査項目に基づいた調査の実施 

・各ケアプラン

数 

総合事業対象

者 3件/月 

要支援1・2  

5件/月 

・12件/年 

・要介護への移行

2件あり、新規が

なかったため目標

値に至らず。 

・認定調査数は、

新規利用者の6カ

月更新や区分変更

により目標値を上

回る15件となっ

た。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

総合事業 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 19 52.8％ 36人 

要支援 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 38 63.3％ 60人 

要介護 33 32 35 36 35 35 36 34 37 35 33 31 412 122.6％ 336人 

合 計 39 38 40 41 40 40 41 38 41 39 37 35 469 108.5％ 432人 

認定調査 1 5 0 2 3 0 0 0 0 2 0 2 15 125.0％ 12件 

入退院連携加算 0 1 1 0 0 0 2 0 0 2 2 0 8 100％ 8件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

所内会議 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

地区連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

ケアマネジメント部会  〇  〇  〇  〇  〇  〇 

【総合評価】 

・効率性 
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要介護の終了が8件あったが、新規9件を受け入れた。終了の理由は入所・死亡・小規模多機能への移行、入院後在宅復帰の見込み無しとなってい

る。介護予防は、要介護への移行があり利用者数は減少し、新規相談はない。 

利用者数に対する人員配置は適している。車両の配置はおおむね支障なく訪問を行うことができた。 

・有効性 

新里地区の資源が限られているため、市内の事業所の協力を得て利用者・家族が自立した生活を送ることができるよう支援した。認知症カフェや認

知症サポーター養成講座に参加し顔の見える関係づくりに努めた。キャリアアップのため主任ケアマネ新規研修を受講、その他、外部研修の受講や

Zoom視聴を行い研鑽に努めた。 

・インパクト 

要介護者のプラン作成数は、年間通して目標値（28件）を上回り目標を達成できた。 

利用者の支援にあたっては、市内に限らず入院先や通院先の医療機関や事業所と情報共有しサービス提供を行った。 

地区連絡会では地域の介護事業所の情報や、医療機関・保健センター・駐在所等関係機関と情報共有することができている。 

オンラインを活用した所内研修を行い、研修の質を上げることができた。 

・妥当性 

利用者家族の意向を尊重しつつ、自立した生活を送ることができるよう、関係機関や地域の住民の見守り協力を得ながら支援することができた。 

サロン等での介護保険や認知症についての講話の希望はなかった。また、地域支援係が行っているフリーカフェでの介護相談会への来訪者もなかっ

た。今後、地域と顔の見える関係を築くため、地域活動の場へ出向いたり、引き続き「認知症カフェ」への参加を継続していく。 

・持続性 

要介護者の実績は目標値を上回っている。新里地域は超高齢化で、独居高齢者や、高齢者世帯の新規相談が入っている状態。今後も数値は維持出来

ると考えられる。 

総合事業や予防（通所）の地区内の受け入れ事業所は小規模多機能を含む２か所のみだが、新里地区外の事業所が受け入れに協力的ではある。一

方、刈屋・和井内・蟇目地域の奥については、送迎に時間がかることから受け入れに消極的な状況となっており、介護難民が出てくる可能性があ

る。 

○職員体制 事業計画・予算を遂行するための体制 

（運営規程） 

 ・管理者      1名 

 ・介護支援専門員  1名以上  

（配置基準） 

 ・管理者      1名 

 ・介護支援専門員 

 利用者35人に対して1人を基準とし、利用者の

数が35人またはその端数を増すごとに1人増員す

る。 

○職員 

 管理者      1名 

 介護支援専門員  1名 

〇車両等： 

・スズキアルトバン№2408 1台 
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【川井センター】 
<地域支援係> 

Ⅱ．事業重点目標 

 ・地域住民の生活を支える中核機関として、住民やボランティア、保健・福祉・学校等関係者、行政機関との連携・協働を図りながら、あらゆる 

  地域生活課題への対応と地域のつながりの再構築に向けて取り組む。 

〈事業目標〉 

⑴ 福祉の学びと担い手の育成（身近な福祉への気づきの醸成・福祉への参加人口増） 

⑵ 安心の地域づくり（場の創出・つながり・支え合いの充実） 

⑶ 活動基盤充実（地域活動財源の確保・情報発信・人材育成） 

⑷ 様々な生活課題の対応に向けて相談支援機能の充実（相談機能の向上・地域福祉サービスの充実） 

⑸ 新たな課題への対応（必要な生活支援サービスの確保や新たなサービスの開発） 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 福祉教育の推進 学校における福祉 

教育 

児童・生徒・教職 

員・福祉施設・事 

業所一般 

≫児童生徒対象体験教室等実施（相談・

打ち合わせ・振り返り） 

2件 福祉事業所、包 

括の協力を得て 

総合学習と車椅 

子体験教室実施 

≫学校訪問 4件 避難訓練、運動 

会への参加 

≫資源の創出（当事者団体・施設との相

談・連携） 

2件 むつわデイで介 

護体験学習実施 

（川井中） 

② ボランティア活動の推進 福祉への参加人口 

の増加 

情報発信と担い手 

の育成 

コーディネート機 

能の充実 

住民・ボランティア

団体・福祉協力員 

≫活動ニーズ・活動状況の把握・訪問

聞き取り（通年） 

相談訪問年12回 

 

こども食堂に係

る意向調査アン

ケートを実施 

≫活動状況の発信、助成事業の案内・

相談（通年） 

年3回 コロナ禍後活動

再開に向け相談 

実施に係る支援 

を行った 

≫活動の場の紹介・創出 年5回 こども食堂新規

ボランティア増 
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≫ボランティア関係保険手続き 

 （活動・行事） 

年10人 

年6件 

ボランティア会

や福祉協力員の

活動に係る手続

き 

③ 高齢者サロン 

 

つどい・通いの場の

創出・地域交流 

住民 ≫サロン新規立ち上げ支援相談／訪問 年1か所 相談、訪問なし 

≫サロン継続支援（川井地区サロン連

絡会への相談・事務支援） 

年2回 サロン継続支援 

2件。サロン連 

絡会事務支援 

≫助成金案内 年2回 助成金手続き事 

務支援 

④ つながり・支え合い事業 見守りネットワー

ク要援護者避難等

に係る支援活動 

民生委員児童委員 

防災関係団体 

地域づくり団体 

住民 

≫小地域見守りネットワーク 

≫おげんき発信安否確認 

年12回 

利用者10人 

6月11月に実施 

施設入所と家族 

同居、家族見守 

り、死亡にて4 

名減 

≫住民支え合いマップ作りと要援護者

避難体制情報更新 

年6回 新規1地区で実 

施、更新は未実 

施 

≫むっつの輪地域まつり（実行委員会

立ち上げ・相談・企画・実施） 

年1回 9/29実施。会場 

や内容の見直し 

行う。 

⑤ 低所得相談事業 生活福祉資金貸付 

たすけあい銀行 

住民 ≫相談・申請手続き・償還訪問 年5回 市役所を介し相 

談1件、直接相 

談2件。償還訪 

問未実施。 

⑥ 民生委員児童委員活動支

援 
地域づくりに向け

た連携・協力 

地域懇談会 

民生委員児童委員 ≫川井地区民児協定例会での情報共有 

 連携・協力 

年12回 毎月の定例会へ

の参加にて良好

な関係が保たれ

ている 
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⑦ 共同募金 地域福祉財源の確

保 

地域生活課題の把

握 

一般 

共同募金委員 

≫川井地区募金活動（地区募金委委員

会） 

年2回 今年度から法人 

訪問は職員対応 

⑧ 会費・会費事業 社協会費 一般・法人・賛助会

員 

≫社協会費活動（7月） 

 一般会費・法人会費・賛助会費 

前年実績 例年通り実施 

⑨ 子ども食堂事業 子どもの居場所づ

くり 

小学生・中学生・ボ

ランティア 

≫川井こどもダイニングの開催 前年実績 共働き世帯の増 

加により放課後 

クラブとこども 

食堂実施の兼ね 

合いが難しい 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

体験教室          1   1 50.0％ 2件 

学校訪問  1 1 1 1   2     6 300.0％ 2件 

ボランティア相談件数   1 1 3 3  1 2 1 2 2 16 266.7％ 6件 

ボランティア訪問支援数         1    1 16.7％ 6件 

情報発信数     1   1     2 66.7％ 3件 

ボランティア保険手続き    2  1   1 1  1 6 66.7％ 9件 

サロン支援件数     1    1 1 2  5 250.0％ 2件 

低所得相談件数（資金）  1 1   1  1     4 80.0％ 5件 

償還訪問件数             0 0.0％ 2件 

おげんき発信 9 7 7 7 7 7 7 6 5 5 5 5 77 80.2％ 96件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

小地域見守りネットワーク   ◎     ◎     

むっつの地域の輪まつり      ◎       

サロン連絡会 ◎      × 〇     

川井こどもダイニング ◎ ×  ◎ ◎  ×  ◎ ◎  ◎ 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

 ・地域支援担当 １名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

・担当職員兼務 1名 

〇車両等：訪問車両 1台No.2409 
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<在宅福祉係 かわいホームヘルパー事業所> 

Ⅱ．事業目標 

  ・住環境や生活習慣を尊重し快適な生活が送れるように支援する。 

  ・利用者や家族の意向に基づいた計画に沿ったサービスを提供する。 

  ・安全やプライバシーに配慮したサービスの提供に努める 

  ・他機関、他事業所と連携を図りながら地域に密着したサービスの提供に努める。 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 訪問介護 

（身体介護） 

・排泄介助・食事介助・

清拭・全身浴・部分浴

身体整容、更衣介助、

体位交換、移動、移乗

介助、通院、外出介助

起床及び就寝介助、

服薬介助、自立生活

支援、重度化防止の

ための見守り的支援

等。 

利用者 ・利用者の安全やプライバシーに配慮し、

環境を整え心身共にリラックスできるよ

うに援助する。 

・利用者の残存機能を生かし心身の機能低

下を予防する。 

・利用者の咀嚼、嚥下能力に合わせ安全に

食事ができるように援助する。 

・利用者の安全を確保しながら一緒に出来

ることを積極的に見つけ意欲を高め自立

支援につながるように支援する。 

平均 7.0人/日 ・入浴や清拭を行

う際は安全に配慮

した支援を心掛け

皮膚トラブルなど

見逃すことなく早

期対応に努めた。 

・通院介助等では

安全且つ安心でき

る介助に努めた。 

② 訪問介護 

（生活援助） 

・掃除、洗濯、ベット

メイキング、衣類の

整理、被服の補正、一

般的な調理、配下膳、

買い物、薬取り 

利用者 ・転倒予防に配慮し、安全で衛生的な環境

整備に努める。 

・衣類、寝具等の清潔を保ち肉体的、精神

的に気持ちよく過ごせるように援助する 

・利用者の好みに合わせ安全で栄養バラン

スを考慮した調理を提供する。 

平均 7.0人/日 食事の確保や整理

整頓を中心とした

支援と共に転倒等

の危険を回避でき

るようなサービス

を提供 

③ 介護予防・日常生

活支援総合 

・調理、掃除、洗濯、

買い物、一緒に行う

整理整頓等。 

利用者 ・利用者が行う調理や掃除等を共に行い、

その有する能力に応じて自立した生活が

送れるように支援する。 

平均 1.0人/日 一緒に行うことに

務めましたが出来

ない部分の支援が

主になっている 

④ 資質向上 各種研修会への参加 

内部研修 

個別研修 

職員 ・接遇、倫理・プライバシー保護・食中毒 

認知症・調理実習・ヒヤリハット・感染

症予防、対策・虐待 

・外部研修や講習会などへの積極的な参加 

外部研修： 6回 

内部研修：12回 

個別研修： 3回 

業務に直結した内

容で、実践に活か

せる研修を実施。 
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目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 365 100.0％ 365日 

利用定員               ― 

要支援・事業対象者

（延） 
24 20 22 19 13 16 16 16 15 14 15 16 206 52.0％ 396人 

要介護1～5（延） 212 191 208 230 175 175 181 170 205 175 178 181 2,281 88.4％ 2,580人 

合 計 236 211 230 249 188 191 197 186 220 189 193 197 2,487 83.6％ 2,976人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

事業所内研修 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ 

個別研修  ○  ×  ◎  ○  ×   

【総合評価】 

・効率性 

職員体制での新規利用者の受け入れは十分に可能ですが、新規利用者の依頼がない。 

・有効性 

利用者のレベル低下や体調の変化を観察し他機関との情報提供しながらサービス内容の見直しや変更の提案し利用が増えても長続きしない。 

・インパクト 

利用者の希望に沿った支援を提供するために職員間で報告・連絡・相談を共有しより良いサービスに繋げられるように努めた。 

・妥当性 

利用者の体調の変化やサインを見逃さないように観察し早期対応に努めた。 

・持続性 

訪問回数の多い利用者はレベル低下に伴い施設入所やショート利用が増えていき、後に利用が中止となり利用者減少につながる。 

 

○職員体制 

（運営規程） 

 ・管理者 1名 ・介護福祉士 1名 

・サービス提供責任者 2名 

・看護師 1名   ・介護員 2名 

（配置基準） 

・介護員1日訪問件数 4～5名/人 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

・管理者 1名   

・介護福祉士 1名 

・サービス提供責任者 2名 

・看護師 1名  

・介護員 1名  

〇車両等： 

・ダイハツミライース 2台 

・ムーブ       1台 

 

【在宅福祉係 むつわ荘デイサービス事業所】 

Ⅱ．事業目標  
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  ・利用者の機能訓練の充実を図り、身体機能の維持、向上を目指した活動を中心に行う。 

  ・他機関との連携を密にし、個々に合ったサービスを提供する。 

  ・川井、門馬、小国との合同活動を増やして活発化し、総合的なサービスの提供に努める。 

Ⅲ．事業活動  

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 日常動作支援 ・送迎（移動） 

・食事 

・排泄 

・入浴 

・レク 

・行事（通常業務内） 

・アクティビティによ

る手作業 

・利用者 

・家族 

・家族との情報の共有。送迎中の表情の確

認。転倒防止。安全な場所までの移動、見

守り。 

・栄養バランスを常に考え希望に沿ったメニ

ューや食事形態で健康維持に努める。 

・プライバシーに配慮し、環境を整え心身共

に安心安全にできる様に支援する。 

・身体機能及び精神的機能の維持向上に努め

る。脳トレ、ゲームなど脳に刺激を与え意

欲や満足を得てもらう。 

・毎月のお誕生会を楽しんでもらう。 

・外出する機会を持ち身近な所の見学やドラ

イブを楽しんでもらう。 

・月間利用者 

日数 400人 

*サテライト含む 

 

給食に変わったこ

とで栄養バランス

が保たれる様にな

った。毎月の誕生

会が楽しみの一つ

になっている。機

能訓練や季節の行

事に参加する機会

を持つことでデイ

利用を楽しみにし

ている方が増えて

きている。 

② 健康管理 ・健康チェック 

・感染症予防対策 

・入浴 

・個別機能訓練 

・総合事業 

・介護予防 

・利用者 

・家族 

・体調確認 

・家族からの聞き取り（２～3日分） 

・緊急時の対応 

・身体清潔保持、皮膚状態の観察、状況に応

じて家族への連絡。 

・日常生活全般における身体機能及び精神的

機能の維持向上に努める。 

・体調不良と

「感染者ゼロ」

を目指す。 

・3か月ごとの体

力測定 

・毎月の体重測

定 

感染症予防対策の

徹底は継続してい

る。（今後も継

続） 

機能訓練の実施口

腔ケア、口腔体操

の実施で感染症の

予防ができてい

る。 

③ 資質向上 

 

・各種研修会への参加 

・内部研修 

・外部、個別研修（オ

ンライン研修） 

・センター会議 

・職員 ・随時 

・研修会、講習会、など積極的に参加。 

・倫理規定、認知症、身体拘束、非常災害時

の対応、感染症と食中毒の予防及び蔓延防

止、事故発生と再発防止 

・随時 

・年間7回開催 

・毎月 

外部研修会への 

参加者。 

意欲向上に繋げ 

ていきたい。 

ヒヤリハットと 
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・ヒヤリハット（随時） 予防対策 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 

むつわ 

小国・門馬 

22 

12 

17 

9 

20 

9 

23 

14 

18 

8 

21 

11 

23 

12 

21 

10 

20 

8 

20 

8 

20 

9 

20 

10 

245日 

120日 

96.5％ 

79.5％ 

 

254日 

151日 

 

利用定員 45 45 45 45 45 45 45 45 45 45 45 45 540人  ― 

要支援（延） 64 43 59 59 68 64 64 66 60 56 54 60 717人 79.3％ 904人 

事業対象者（延） 59 41 57 57 56 55 57 54 51 54 53 51 645人 98.6％ 654人 

要介護1・2（延） 220 164 200 203 234 218 215 232 213 236 248 239 2,622人 92.4％ 2,838人 

要介護3・4・5（延） 102 64 92 57 79 62 75 60 49 50 46 44 780人 89.0％ 876人 

合 計 445 312 408 376 437 399 411 412 373 396 401 394 4,764人 90.4％ 5,272人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

行事（見学・ドライ

ブ等） 
 ◎  ◎  〇   〇 ×     

お誕生会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

研修関係 〇     〇       

内部研修（事業内部） 〇  × 〇  〇 × ×     〇  

【総合評価】 

・効率性   3施設が合同で活動する機会が定着してきていることで、職員の配置や役割作業の流れもよくなってきている。            

  配食サービスも給食に切り替わったことで時間配分や職員の休憩の取り方も安定してきている。来年度からの事業の見直しを行う 

  事を目標にしたい。 

・有効性   年間計画に沿った行事計画は実施されている。      

準備がギリギリまでの時もみられるので取り組み期間を検討していく事が課題となっている。 

・インパクト 季節の手作業への取り組み方は発案者がいて分担作業を行いそれぞれの取り組みから一つの作品に仕上げている。完成度の達成感を 

       持つことが出来ている。機能訓練の持続でサービス利用数が増える事を目標にしていきたい。 

・妥当性   4月からの給食の開始始まりは利用者様からの戸惑いも見られたり、職員の動き方も施行錯誤しながら始まったが定着してきた。 

       他の事業所と情報共有をすること、事業の見直し作業を行うことで職員の意欲向上につなげていきたい。 
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・持続性   感染症予防対策を徹底して行っていきたい。研修の見直しと時間配分の摂り方で効率よく事業を進める事を目標にしていきたい。 

職員間の役割分担、スケジュール確認と調整はこまめに行い「ホウレンソウ」を明確に行っていきたい。 

○職員体制 

（運営規程） 

・利用定員 むつわ25人 門馬10人 小国10人 

 むつわ荘デイ  門馬サテライト 小国サテライト 

・管理者1人   ・生活相談員1人 ・生活相談員1人 

・生活相談員1人 ・看護師（兼）1人・看護師（兼）1人 

・看護師1人   ・介護職員1人  ・介護職員1人 

・機能訓練指導員1人        ・調理員1人 

・介護職員3人 

・調理員1人 

（配置基準）  

むつわ荘デイ  門馬サテライト 小国サテライト 

・管理者（常勤で１名配置が必要・兼務可能） 

・生活相談員（事業所１ヵ所に１人以上・兼務可能） 

・看護職員（１名以上配置・常勤の必要なし） 

・機能訓練指導員（１名以上配置・兼務可能） 

・介護職員（利用者数が１５人まで１名以上配置） 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・管理者   1人（生活相談員兼務） 

 ・生活相談員 3人（介護職員・援助員 

兼務） 

 ・看護師     2人 

 ・機能訓練指導員 2人（看護師兼務） 

 ・介護職員    3人  

 ・調理員     1人（介護職員兼務） 

〇車両等： 

 ・トヨタハイエース 3台 

 ・トヨタヴィッツ  1台 

 ・日産ノート    1台 

 ・スズキエブリィ  1台 

 

<在宅福祉係 宮古市高齢者生活福祉センター> 

Ⅱ．事業目標  

  ・自立生活の助長、介護支援機能、居住機能の充実を図る 

  ・入所者が安心して健康で明るい生活を送ることが出来るように支援する。 

  ・入所希望者が平等に施設を利用できるよう施設運営を実施する。 

Ⅲ．事業活動  

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 居住における支援 ・食事支援 

・身体機能維持 

・在宅での生活を目的 

 として 

居住入所者 ・栄養バランスの摂れた食事を提供し健康

維持に努める。 

・施設が併設されていることからデイサー

ビス利用を通じてレク・機能訓練を積極

1日3食バランス 

の摂れた食事 

 

週2～3回デイ 

・援助員による手

作りの食事を提

供し、体調不良

時以外は、積極

的にデイサービ
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的に行い、身体機能維持に努める。 サービス利用 スを利用した 

・住み慣れた地域で生活が送れるように日 

 常生活において、自分でできることは積

極的に行う。また、必要に応じて入所者

の話し相手となり精神的に支えになるよ

うに努める。  

週1回相談支援 ・認知症状から生

活行動に支障をき

たす入所者様が見

られ何らかの支援

が必要である。 

② 施設運営管理 ・運営基準の再確認 

 情報収集 

職員 ・入所期間については、最長1年間と定めて 

 おり、入所希望及び緊急時においても対

応できるよう体制を整える。ただし、入

所者の状態及び状況等を判断して期間延

長の対応も考慮しながら運営する。 

常時満床となる 

ように調整 

・夫婦部屋（二 

人部屋）も活用 

入所期間を再延 

長される入所者 

様多数おり、長 

期入所が課題 

③ 資質向上 ・内部研修 職員 ・接遇・プライバシー保護、認知症ケア 

 食中毒、感染症など内部で研修会を実 

施する。 

内部研修 3回 ・日々業務に追 

われ、研修の実 

施ができなかっ 

た。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 30 31 30 31 31 30 31 31 28 31 28 31 363日  363日 

利用定員 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10   ― 

事業対象者（延）               人 

要支援（延） 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 36人 150.0％ 24人 

要介護1・2（延） 6 6 6 7 7 5 7 6 6 6 6 6 74人 77.1％ 96人 

合 計 9 9 9 10 10 8 10 9 9 9 9 9 110人 91.7％ 120人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

事業所内研修   ×    ×    ×  

【総合評価】 

・効率性   入所の長期化が課題となっており、認知症状が原因となり日々の生活習慣・生活行動に支障をきたす入所者さんも存在しており、他の

施設入所を検討するなど自立生活の助長に課題が見られる。 

・有効性   在宅での生活が身体的及び精神的に困難となり入所されるケースが増加し、入所の長期化も重なりサポート体制が課題。 

・インパクト 栄養バランスやデイ利用による身体機能の維持向上が図られている。 

・妥当性   所得に応じて安価な金額で入所できる生活支援ハウスであり、経済的負担が軽く抑えられているが最近の物価高騰に対する対応として

入所に掛かる自己負担分をどのように捉えるか課題である。 
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・持続性   一度入所するとADLが低下し元の生活に戻れず別の施設を検討する事態が増加、自立支援に向けた取り組みが課題である。 

○職員体制 

（運営規程） 

 ・生活援助員（常勤） 1名 

 ・生活援助員（非常勤）1名 

 夜間帯については宿直体制をとるものとする。 

（配置基準） 

 生活援助員は原則としてホームヘルパー養成 

 研修等一定の研修を受講するものとする。 

 ・利用定員6名以上10名以下の施設 

  （常勤1名 非常勤1名） 

夜間帯については宿直体制をとるものとする。 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・生活援助員（常勤）  2名（他事業兼務） 

 ・宿直員  （専従）  3名 

〇車両等：なし 

 

 

<かわい居宅介護支援事業所> 

Ⅱ．事業目標  

  ・ご利用者一人ひとりの意見を集約・共有するとともに、質の高い対応が出来るようにします。 

  ・ご利用者の思いに沿ったご支援が提供できるように、他事業所、地域との協力・連携を図り、地域で支える視点でケアプランの質を高めます。 

  ・質の向上を耀ため積極的に研修に参加を行い給付管理件数を伸ばし、安定した運営が行われるように努めます。 

Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 居宅介護支援 ・相談業務 

・アセスメント、課題

分析 

・居宅サービス計画作

成 

・担当者会議 

・計画説明、同意 

・計画交付 

・モニタリング 

・再アセスメント 

要介護者・家族 ・丁寧.迅速.的確な対応。 

・利用者、家族の意向、総合的な援助方

針、解決すべき課題、役割分担の確認、

サービス実施状況の継続的な把握及び評

価。 

提供数720件 ほぼ毎月新規契約

はあるが、中止や

死亡も多い状況で

はあるが年度後半

より新規のご利用

者対応が増える。

担当者ごとの人数

にばらつきあり 
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② ネットワーク構築 ・多職種との連携 医療・福祉・問域の関

係機関 

・地域に出向き自分たちを知ってもらう。 

・いつでも相談出来る関係性を築く。 

・独居、認知症高齢者、重度の要介護者へ

の対応。 

・利用者の緊急時体制を把握し具体化。 

・入・退院時の情報の提供および共有 

・地域の見守りネットワークに参加情報共

有 

会議出席 

加算取得 

毎月の医療との連

携会議参加。見守

りネットワーク、

認知症カフェなど

の参加会議の出席

は川井センター内

のみ。 

③ 資質向上 ・各種研修会参加 

・内部研修開催 

・主任ケアマネ更新研

修 

職員 ・ケアマネジメント、認知症ケア、接遇、

対人援助技術、苦情処理、個人情報保

護、認定調査に関する研修会、講習など

に積極的に参加。 

・地域ケア会議、ケース会議に参加 

・更新研修  

内部研修：10回 

外部研修：10回 

主任ケアマネ更

新研修  1名 

毎月の内部研修を

担当者が計画研修

についても振り分

けながら参加。 

・更新研修終了 

④ 運営管理 ・法令・運営基準の再

確認及び情報収集 

・給付管理 

・各マニュアルの見直

し 

職員 ・情報収集、必要な書類の定期的なチェック

の実施。 

・加算項目の的確な請求及び過誤請求の防

止。 

年2回点検 

毎月書類確認 

・マニュアルの見

直しを行い所内研

修で確認。 

⑤委託事業 

・介護予防・日常生活 

 支援総合事業 

 

 

 

 

 

 

 

・要介護認定訪問調  

査 

・相談業務 

・アセスメント、課題

分析 

・居宅サービス計画作

成 

・担当者会議 

・計画説明、同意 

・計画交付 

・モニタリング 

・再アセスメント 

・更新調査・区分変更

調査 

事業対象者・要支援者 

・家族 

 

 

 

 

 

 

 

 

要支援者・要介護者 

・丁寧.迅速.的確な対応。 

・利用者、家族の意向、総合的な援助方

針、解決すべき課題、役割分担の確認、

サービス実施状況の継続的な把握及び評

価。 

 

 

 

 

 

・認定調査研修会参加 

・所内研修にて研修実施 

・認定切れ（暫定）を防ぐ調査実施・提出 

提供数 276件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査数年間24件 

・介護申請での認

定を受け予定よ

り減少 

・区分変更や更新

申請等で認定調

査が予定より件

数が倍数に増加 

・事業対象者の維

持が図られてい

る。 
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目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 21 21 20 22 21 19 22 20 20 19 18 20 243日  243日 

利用定員 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 80 960人  960人 

要支援（延） 12 10 11 8 9 12 9 9 8 8 8 8 112人 93.3% 120人 

要介護1・2（延） 33 36 35 37 36 37 35 41 38 41 42 41 452人 125.6% 360人 

要介護3・4・5（延） 19 20 21 18 20 16 16 14 17 16 13 13 203人 99.5% 204人 

合 計 64 66 67 63 65 65 60 64 63 65 63 62 767人 112.8% 684人 

事業対象者（延） 9 8 8 8 8 8 8 8 7 7 7 9 95人 61.0% 156人 

認定調査人数 2 4 2 8 3 1 4 5 2 4 6 6 47人 195.8% 24人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

事業所内研修  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

外部研修 〇 ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ × ◎ ◎ ◎ 

ケア会議参加   ◎   ×  ×     

更新研修（主任ケアマネ）    ◎ ◎ ◎       

【総合評価】 

・効率性 車両が1台減になっているが、他事業所や所内での車の配置対応にて問題なく訪問することが出来ている。月の始めから訪問を効率的に行い

月末に溜めることなく他の相談等にも対応することが出来ている。担当人数や新規受け入れが思うように配置されない。 

・有効性 所内研修でそれぞれが対応して考えることで、違った所見での研修が出来る。外部研修は出来るだけ参加し復命を行い確認している。地区

内に事業所が2か所なので包括からの新規の受け入れやすい状況ではある。 

・インパクト 事業所内も含め他事業所と利用者様のためにどのように支援するかについての意見交換ができていない。利用者様をどのようにして増

やすか継続して利用していただけるかそれぞれの意見を発信できていない。個々の利用者様に寄り添うようにしている。 

・妥当性 住み慣れた地域で自分らしく暮らす生活のための支援が施設利用入所のための支援になってしまい、中止者や修了者が増える状況になって

いる。そのため、他事業所の利用人数の減少、赤字の体制になっている。遠方から訪問する介護者のための支援になっている。 

・持続性 全体的には、利用者様の人数は減少してきているが、時期的に新規利用者が増えることから維持して悪化を防ぐためのケアプランの提供が

長期的に利用できることになる。 

○職員体制 

（運営規程） 

 管理者（主任介護支援専門員）1名 

 介護支援専門員2名以上 

 

（配置基準） 

 利用者35名を超えるごとに1名配置 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 管理者（主任介護支援専門員）1名 

    主任介護支援専門員     1名 

    介護支援専門員       1名 

〇車両等：スズキアルトバン 1台（7月終了） 

     トヨタヴィッツ   1台 
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【清寿荘】  
<入所支援係> 

Ⅱ．事業目標 

  ・入所者の個々の処遇計画に基づき、指導・訓練・支援を適切に行い自立した生活が営む事ができるよう目指す。 

  ・入所者の意思及び人格を尊重し、常にその者の立場に立って処遇を行う。 

  ・明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した運営と、職員の資質向上と関係機関との密接な連携に努める。 

Ⅲ．事業活動  

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

生活相談 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入所者のニーズ把握 

 

 

入所者 
（自立者、 

要介護者） 

・入所者の立場に立ち処遇を行い、人格を尊重する 

・傾聴及びニーズ把握を行う 

・相談は随時行い、満足度調査・嗜好調査を実施し支

援に活かす 

・日常の会話の中から悩み・心配事・取り組んでみた

い事について把握し、小グループ活動へつなげる 

・満足度調査 

年1回（12月） 

 

・嗜好調査 

 年1回（10月） 

・昨年度末の満足度調査

を基に小グループでの活

動及び施設内外の行事を

計画し、両方とも実施で

き、今年度末の満足度が

高まった結果であった。

うたごえクラブ等の参加

満足度が前年度の倍以上

の上昇であった。 

・相談については、朝・

夕のミーティング、日常

生活の中での会話・様子

観察で抽出された内容を

情報共有し個々の変化の

把握に努めた。 

・嗜好調査の結果を献立

等に反映するように努め

た。 

 

 

家族との交流促進 

 

 

共通 

・家族との交流の場（行事等）設定・発信 

・感染宅策を万全にし、短時間の面会 

・随時、通信手段活用（電話・メール） 

・清寿荘だよりにて情報発信する 

・年賀状の送付 

・清寿荘夏祭り 

等で面会 

 

・清寿荘だより 

 年4回 

・身元引受人へ 

の年賀状発送 

・夏祭りは、家族も6組8

名参加し入所者と共に楽

しんだ。 

・面会については、感染

対策を行い短時間で実施

した。 

・1年間連絡のなかった

身元引受人には、連絡先

等の確認を実施。 
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・清寿荘だよりは、予定

通り、4月90号、7月91

号、10月92号、1月93号

を発行した。今年度よ

り、年賀状発送せず、新

年の挨拶を清寿荘だより

で行った。 

介護サービス導入・

施設移行の検討 

要介護者 

 

 

・本人、親族、関係機関と連携し、身体状 

況に合わせた福祉サービス利用を適切に 

利用・移設等検討 

・毎月又は必要 

時に処遇会議 

・毎月の支援調整会議で

要介護者への対応につい

て検討し対応した。     

・必要に応じて、関係機

関と連絡を密にして、介

護サービス利用で荘内で

の生活を維持。 

・今年度は2件の移設

と、移設申請中は1件。 

 

生活支援 

 

入所者の尊厳の保持

と個別支援 

 

共通 

 

・入所者の個別的理解（基本情報の振り返り、アセス

メント） 

・プライバシーの保護 

・自己決定への支援（自己選択と自己決定の原則） 

・満足度や生きがい等の精神面を重視した 

 QOLの向上に努める 

・処遇会議を毎月開催する 

・入所者のストレングスに目を向け個々のできる事

（自立）を増やしていく 

 

・毎月処遇会議の

実施 

 

・必要に応じて 

随時 

・処遇・支援調整会議を

毎月開催し要介護者への

対応について、検討及び

情報共有した。 

・現状に必要な介護サー

ビス（介護機器・デイ利

用・ヘルプ利用）を導入

して荘内での生活維持を

図っている。 

・毎月、認定看護師のア

ドバイスを受け支援に活

かした。 

要介護者 ・エンパワメントの機会を増やしながら入所者の自己

選択と自己決定の支援を行う 

・選択食、菓子販

売、衣類販売、

小グループの活

動の選択 

・選択食・業者による販

売時の自己選択の支援と

クラブ活動の活発化を図

った。 

自立者 ・主体的な自己選択、自己決定への支援・個々の処遇

計画の充実を図り、自立してできる部分を増やして

いく 

・選択食、菓子販

売、衣類販売、

小グループの活

動を自分で選択

する 

・外出（ドライブ等）へ

の参加を呼びかけ4月

（稚魚の放流）、5月、7

月、10月と出かけた。

（延べ55名参加） 

職員 ・身体的拘束廃止研修会参加、その後の伝達研修 ・リモート研修会 ・委員会を2回開催、研
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・虐待防止研修会参加、その後の伝達研修 

 

・精神科との情報交換・共有 

・精神科認定看護師による助言（来荘による状況把握

及び職員からの相談等） 

参加 

・内部研修（伝達

研修含む） 

・随時 

・月1回 

修を6、1、2月の3回実

施。 

 

・認定看護師による助言

は、9・3月以外は毎月実

施。 

運動機能の向上・認

知症予防 

 

共通 

 

・クラブ活動、小グループでの活動への参加を入所者

全員検討する。（書道・園芸・レクレーション（外

出）・創作・塗り絵・カフェ・調理教室等） 

・介護予防体操・レクレーション等を行い身体機能低

下予防 

・小グループ活動の充実を図る（個々のニーズ把握） 

・書道教室 

・うたごえくらぶ 

・園芸教室 

・調理クラブ 

・創作クラブ 

・カフェ 

・新設したうたごえくら

ぶ（延べ人数：247

名）・園芸クラブ・調理

クラブ（4回）を実施

し、小グループ活動の活

発化を図った。 

・カフェでは入所者間の

交流の場となっており利

用者も多い。 

要介護者 

 

・PT指導に積極的に参加。適切な福祉サービスを利用

し、身体機能の維持・保持に努める。個々の活動に

ついて把握し支援 

・PT指導月1回参

加 

・PT指導毎月1回実施

し、指導を基に個別訓練

を実施した。 

  自立者 

 

・各行事に積極的に参加し身体機能の維持に努める 

・施設内の清掃や洗濯たたみ等、役割を担う 

・散歩や園芸・調理教室等の活動に参加 

・清掃、作業活

動、小グループ

活動に参加を促

す。 

・新設した、うたごえく

らぶ・園芸クラブ・調理

クラブを実施し活動を活

発化できた。 

入所者主体の自治会

運営 

共通 ・入所者の意見を反映させた総会及び役員会の運営

（総会5月） 

・定期的な自治会役員会実施 

・自治会費の集金と適切な収支内容 

・総会（5月） 

・役員会 

（年2回） 

・総会を開催し、各行事

では役割分担を行い実

施。会費の集金は確実に

行い、必要物品は速やか

に準備した。 
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健康管理 

（事故防止を含む） 

体調管理 共通 

 

・日常の体調確認 

・嘱託医の定期診察 

・嘱託医、他の医療機関、関係機関との連携協力、情

報共有を確実に行う 

・体調不良の早期発見及び対応 

・定期受診により体調・病状の安定化 

・精神科との情報交換・情報共有 

・精神科認定看護師による助言（来荘し状況確認） 

・検温：1日2回 

・月1回 

 

 

 

 

 

・月1回 

・検温は確実に行い疾病

の早期発見及び対応を医

務と連携し行っている。

嘱託医・主治医の診察時

にも報告。 

・入所者の状況により早

めの処置と医療機関受診

等の対応をした。 

・認定看護師による助言

をいただき職員間で情報

共有した。 

事故防止 

 

職員 ・事故防止対策委員会開催し、事故発生の分析と再発

防止策を確認する 

・AED講習、心肺蘇生法講習会の実施 

・委員会：月1回 

 

・年1回 

・事故発生時はマニュア

ルを基に速やかに対応し

た。 

栄養管理 

 

安全・安心な食事提

供 

 

共通 

 

・身体状況に応じた食事形態とし、安全な食事を提供 

・バイキング食や選択食等の実施し、自己選択し

『食』を楽しむ 

 

・バイキング食年

2回 

・選択食は毎月 

 

・必要時には、補食の提

供を行っている。 

・毎月自己選択の機会を

設けている。 

 
職員 ・入所者が満足し衛生管理を徹底した安心安全な食事 

・嗜好調査の実施により、結果を献立等に反映 

・給食委員会の実施 

・嗜好調査の実施 

 

・委員会は月1回 

・調査は年1回 

 

・毎月の委員会での意見

や嗜好調査の結果を献

立に反映している。 

感染症対策 

 

感染症対策 

 

共通 

 

・朝・昼の検温 

・感染症対策の徹底 

（常時マスク着用、手洗い、うがい、消毒） 

・ソーシャルディスタンスを保った活動 

・各居室の換気・加湿 

・毎日検温 

（1日2回） 

 

・毎日の検温を実施し、

その他症状があれば医

務と連携し対応した。 

・換気・加湿は状況に応

じ確実に実施。 
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  職員 ・検温ファームに報告（1日2回） 

・集中検査を実施（コロナ抗原検査） 

・休日等の市外外出・規制家族等の報告 

・感染対策の徹底（マスク着用・喚気・消毒・食事介

助時のエプロン着用等） 

・衛生用品の在庫確認・補充 

・感染症対策マニュアルの見直し・作成 

・感染症発生時の速やかな感染症対策委員会の開催

（随時） 

・感染症対策関係の研修会参加（随時） 

・感染症発生時の訓練（シュミレーション） 

・事業継続計画（BCP）確認 

・毎日検温 

（1日2回） 

・週2回：月・木 

 

 

・感染症対策委員

会の開催（随

時） 

・感染症研修会参

加 

 

・毎日の検温を実施し、

その他症状があれば上

司に相談し対応した。 

・換気・加湿は状況に応

じ確実に実施した。 

・委員会は74回/年開

催。 

・自然災害・感染症につ

いて、事業継続計画を

職員内で確認する機会

を設け、ＢＣＰ訓練を

2回実施した。 

安全管理 

 

施設設備点検・修繕  ・施設設備の定期的な保守点検の実施 

・入所者が安心して生活する為の改修・計画的な修繕 

・業者による定期

点検・随時 

・委託業者による点検を

年間計画・仕様書に基

づき定期点検を実施。 

・修繕が必要な個所は、

関係機関に速やかに連

絡をして対応した。 

・雨漏り修繕、網戸修

繕・トイレの部品交換

等4件の修繕と6件の工

事を実施。 

災害対策 避難訓練 共通 ・自衛消防訓練に参加 ・年4回 ・定期的に実施。 

避難訓練 職員 ・自衛消防訓練の実施（状況により地域の方も参加し

ていただく） 

・非常招集訓練 

・消防設備の確認（配電盤等） 

・年1回 

 

・年1回 

・年1回 

・5月に非常召集訓練。 

・7月・11月・3月に避難

訓練を実施。 

・9月の土砂災害の避難

訓練 

・1月のＡＥＤ講習会

は、コロナ感染者発生

で中止となった。 
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防災設備点検等  ・備蓄品の点検（確保） 

・定期的な防災設備の点検 

・総合防災点検 

 ・故障・不具合・破損箇

所があった場合には、

速やかに関係機関に報

告し対応した。10件の

修繕及び工事を実施。 

委員会等 

 

 ・防災対策委員会の開催 

・事業継続計画（BCP）の確認 

・委員会年2回 

 

・BCPに係る研修会及び

訓練を実施し、荘内職

員内で確認した。 

イベント 

 

敬老祝賀会 共通 ・来賓を招待して祝賀会開催 

・映像にて小・中学校に発表していただく 

（感染症等状況に応じて直接出演） 

・感染対策を講じて開催 

・9月第1水曜日開

催 

・9月4日に開催し、来賓

2名、アトラクション

は中学校のDVD発表と

した。（感染対策） 

イベント 

（清寿雄夏祭り・清

寿荘秋の作品展） 

共通 

 

 

・入所者の意見を反映した企画（準備から主体的に関

わるよう支援） 

・清寿荘夏祭り 

・清寿荘秋の作品展 

・8月第1土曜日 

・11月第1土曜日 

・夏祭りでは、入所者が

屋台や神輿担ぎ等役割

分担して活動した。 

・入所者の家族も来荘さ

れ交流できた。 

金銭・公的証書の管

理 

 

預貯金（小遣い）等の

管理 

共通 ・金銭取り扱い要領に基づき、通帳・印鑑・の管理 

・金銭取扱要領に基づき、通帳・印鑑の管理 

・定例預貯金払い出し、その他必要に応じて払い出し 

・日々の預かり金の管理・預かり金出納簿の作成 

・保険証等の保管・費用徴収事務 

・自治会費の集金 

・収支のバランスを考慮しての金銭管理 

 ・要領を基に適正・的確

に管理した。 

・通帳・印鑑の管理を適

正に実施。 

・自治会費も確実に毎月

集金した。 

・12月に預かり物件の整

理整頓をした。 

・個々の収支のバランス

を考慮し金銭管理を実

施した。 

 
地域とのつながり 

 

地域懇談会 

 

地域の方・ 

職員 
・地域の主要な方々に参加いただき、地域懇談会を 

開催 

・年1回実施 ・懇談会は、地域の方6

団体5名の参加があり

有意義であった。 

地域交流 入所者・職員 ・地域で行われる活動へ参加（職員派遣） 

・小学校、中学校との映像（DVD）での交流 

・小学校、中学校と入所者との作品交換交流 

・年2回 

・年1回 

 

・敬老祝賀会で津軽石中

学校の郷土芸能DVDを

放映した。 
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地域貢献 地域貢献 入所者・職員 ・地域貢献活動の実施（入所者とともに荘内周辺や 

地域のごみ拾い清掃活動の実施） 

・地域で行われる活動への参加 

 

・地域でのごみ拾

い等 

（年1回） 

 

・今年度は、地域貢献活

動はできていない。 

安定した施設経営 

 

施設経営 

 

職員 ・収入と支出等を意識した計画的な消耗品、備品の購

入 

・各種支援金補助金の活用 

・定員50人の維持 ・年間を通じて定員50名

が満床となることはな

かった。 

・判定委員会にて当施設

該当者がいなかった。 

研修 

 

研修 

 

職員 ・各分野におけるリモート研修等への参加 

・各分野の伝達研修実施 

・ソーシャルワーク研修会 

（スキル向上・専門的支援の強化） 

・ICTへの取り組みと展開 

・研修会随時 

（外部・内部） 

・各分野の研修担当を3

グループに分けた職員

で分担し随時、開催。 

・下半期は、ＢＣＰ訓練

を2回実施。 

・高齢者虐待防止・身体

拘束に係る研修会は全

員受講を目指し、定期

的に実施した。 

専門性 効率的な事務 職員 ・効率的な事務を行えるような事務とデータ処理 

 に取り組む。 

・ICT（情報通信技術を活用） 

・随時 ・事務とデータ処理は、

効率的に実施するよう

に努めた。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 30 31  30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 365 100.0％ 365日 

利用定員 47 49 48 46 46 46 46 45 42 42 42 41 540 90.0％ 600人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

清寿荘夏祭り会     ◎        

清寿荘敬老祝賀会      ◎       

清寿荘秋の作品展        ◎     

健康診断（入所者）   ◎     ◎     

施設内ワックス清掃  ◎      ◎     

施設内全館防除   ◎    ◎      

自衛消防訓練（非常招集含

む） 
 ◎  ◎  ×  ◎  ×  ◎ 

研修会（リモート・含む） ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ 

精神科認定精神看護師助 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × 
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言 

感染症対策委員会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

事故防止対策委員会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

給食委員会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

防災委員会  ◎    ◎     ◎  

災害対策委員会  ◎    ◎     ×  

防災訓練開催  ◎  〇  ×    ×  〇 

【業務委託】             

「清掃用具」リース ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
大型洗濯脱水機・乾燥機保守

点検 
  ◎     ◎     

一般廃棄物収集運搬及び処理

業務 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

             

定期清掃業務  ◎    ◎  ◎     

自動ドア保守点検    ◎    ◎    ◎ 

温水ヒーター設備保守点検   ◎    ◎      

日常清掃業務 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

消防設備保守点検業務      ◎      ◎ 
ネズミ・害虫駆除及び殺菌消

毒業務 
◎ ◎ ◎ULV ◎ ◎ ◎ ◎ULV ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

浄化維持管理業務      ◎       

出張理容業務 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
油地下タンク等定期点検及び清

掃業務 
        ◎    

【総合評価】 

■効率性   

  令和6年度は、医務の体制が整ったが、支援員が充足せず勤務形態が多様な中、調整をしながら事業を推進した。 

4月・8月・9月・12月・1月に感染症に罹患した入所者又は、外部デイサービス利用での濃厚接触者がでた為、感染症委員会を速やかに開催し早め

の対応をとり、感染拡大には至らなかった。 

また、行事については感染症予防対策を講じて地域懇談会・清寿荘祭り・敬老会等を開催し、外出・小グループでの活動等も計画通り実施できた

が、感染対策関係でクリスマス忘年会・新春宝くじ大会）は中止となった。来年度は地域の状況を見極めながら計画的に実施できるように努めたい。 
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経費に関しては、物価高騰の為米代等、委託料の調整をして対応をした。 

施設・設備についての経年劣化が激しく、修繕・工事等が必要なものについては、速やかに宮古市に報告し対応し修繕4件、工事6件を実施した。 

■有効性   

  入所者については、新規入所者は3名、退所者は9名うち移設者が2名。その他は、転院2名、死去5名。 

定員50名の満床になる月はなかった。今年度は、判定委員会で当施設該当者がなく常に満床とはならなかったが、感染対策には万全を期し、安全・

安心の施設運営に取り組んだ。 

■インパクト  

  感染症予防対策を継続しながら施設生活の充実を図ることを意識して行事・小グループでの活動・外出等計画的に取り組んだ。昨年度開催できな 

かった地域懇談会では地域の方々との情報交換等ができ有意義であった。災害・防災・感染症への対応力強化については、ＢＣＰに係る研修会及び

訓練を実施。職員会議では、ＢＣＰの各分野（災害・防災・感染症等）の確認することができた。 

■妥当性  

  日常生活の中で各入所者のニーズ把握に努め職員間での情報共有を確実に行い速やかに対応・支援を行った。また、昨年度末に実施した満足度調 

査・嗜好調査を基に今年度取組んだものは来年度にも生かし、入所者のＱОLを高め安全な安心した生活につなげていく。 

■持続性 

  行事については、開催規模を昨年と同様にして地域懇談会、夏祭り、敬老祝賀会予定通り実施。その他4月には稚魚の放流、ドライブ形式の外出を

5・7・10月に開催。9月の外出と12月のクリスマス忘年会を感染対策の為、中止としている。 

小グループの活動は、うたごえくらぶ、調理クラブ、園芸クラブを新設し入所者が主体的に取り組活溌に活動できた。今後は、活動内容を工夫し

参加者に偏りがなく、内容も工夫し魅力あるものを計画・実施していきたい。また、地域との交流・つながりも意識して持続性を高めていきたい。 

  来年度は更に、職員の資質向上、職員体制の整備を目指し、経営の安定化に努めたい。  

  

○職員体制 

（運営規程） 

 ・施設長 1名 

 ・主任生活相談員1名 ・生活相談員1名以上 

 ・主任支援員  1名 ・支援員  6名以上 

 ・看護職員 1名以上 ・栄養士  1名 

 ・調理員  5名以上 ・事務員  2名以上 

（配置基準） 

・施設長 1名 

 ・主任生活相談員0名 ・生活相談員2名以上 

 ・主任支援員  1名 ・支援員  6名以上 

 ・看護職員 0名以上 ・栄養士  1名  

・調理員   適当数 ・事務員  適当数 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員（現行：年度末現在） 

 ・施設長  1名 

 ・副主幹  1名 

 ・主任兼生活相談員 1名  

・生活相談員1名 

 ・主任兼支援員   2名  

 ・看護職員     3名 

・支援員兼介護福祉士5名 ・支援員5名 

・夜間支援員    2名 ・介助員1名 

・管理栄養士    1名 ・調理員7名 

・事務員      1名 

〇車両等： 

・トヨタノア（7人乗り）1台 
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<入所支援係「清寿荘ショートステイ」> 

Ⅱ．事業目標  

1） 利用者個々のニーズ及び家族の意向を反映した個別計画書に基づくサービス提供 

2） 状況に応じた感染症予防対策を講じ、継続して安定したサービスの提供 

3） 現状に即した各種マニュアル整備による事業推進力向上 

4） 安定した経営を意識した事業実施 

5） 職員の資質向上 

 Ⅲ．事業活動  

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

・基本サービス 

・生活機能維持向上プ

ログラムの充実 

・健康チェック 

・運動機能向上、認知

症予防、生活機能維

持向上プログラムの

実施 

・感染対策の徹底 

利用者 ・医務を中心とし、バイタル測定や状態観察によ

り健康状態を確認と服薬管理 

・個々の状態に合わせた日常生活動作維持機能向

上プログラムの実施 

・コロナ禍を踏まえての荘内行事等への活動参加 

・ご利用前においての利用者及び家族の健康状態

等の把握確認とマスク着用や手指消毒等の基本

感染対策の徹底実施 

・2名、1回/日 

 

・2名、1回/日 

 

・1回2名/年数回 

 

・毎回 

・体調確認・服薬管理・

体調観察は確実に実施。 

・荘内の行事は、感染症

対策を講じて夏祭り・敬

老会等実施した。 

・利用時の前日には、家

族より体調等を確認した

うえで対応した。 

・感染対策については、

確実に行った。 

・虐待高齢者等の緊急

保護対応 

 

 

・機能訓練 

・生活相談等 

・行政等と連携し虐待

高齢者の保護 

 

・個別機能訓練 

利用者 ・利用者及びその家族等の介護に関する相談対応

や、サービス利用に係る調整手続き等対応 

・行政等と連携し虐待高齢者の保護 

・利用者の身体状況、機能状態に合わせた個別の

機能プログラムを作成とその実施状況及び目標

達成状況の評価を行い、次月取組内容へ反映

(随時、PT指導) 

・随時 

 

 

・随時 

・1/3M評価及び状

況により随時作

成 

・随時、家族・関係機関

とは連絡を密に調整し

て対応した。 

・今年度は、ご家族の救

急搬送で緊急利用１件

があった。 

・運動機能向上 利用者 ・毎朝のラジオ体操や日中活動レクや荘内行事等

への参加 

・毎朝、年数回 ・ラジオ体操を朝と午後3

時に実施し、行事・日

中活動に参加し楽しん

だ。 

・認知症予防 利用者 ・手先を使う創作活動、脳トレドリル等の提供、実施 ・2名、1回/日 

 

・塗り絵や創作活動を定

期的に実施。 

・送迎サービス ・事業所車両での送迎 利用者 ・利用者の身体状況と家族都合に合わせ、利用 ・随時 ・送迎希望の方は全員実
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者、家族に負担とならない車両、時間帯での対

応。 

施し、前日には時間、

車両等調整して利用

者・家族の負担軽減を

図った。 

・入浴サービス ・入浴介助 利用者 ・利用者の自尊心に配慮し個々の身体状況と趣向

に合わせた入浴、清拭着替えを行い清潔保持と

心身のリフレッシュ 

・2名、1回/日 

 

・利用者の身体状況に合

わせ安全に実施してい

る。また、利用者の趣

向に合わせた自尊心に

も配慮した対応をし

た。 

・給食サービス ・食事の提供、食事介

助 

利用者 ・利用者個々の嗜好、食制・食禁、アレルギー有無

等把握のうえ、それに沿った食事の提供 

・身体状況に応じた介助器具や直接介助の提供 

・嗜好調査の実施 

・2名、1回/日 

 

 

・年1回（10月） 

・利用者個々の人体状況

に合わせた食事提供を

した。 

・嗜好調査結果を献立に

反映するように努め

た。 

・必要時には、捕食の提

供を行った。 

・地域との連携 ・避難訓練 利用者 ・コロナ禍を踏まえ、地域住民と荘合同の避難訓

練等への参加 

・1回2名/年数回 

 

・地域住民との合同避難

訓練はできていない

が、地域懇談会を開催

し、その中で避難経路

等について情報共有し

た。 

・感染症対策 ・感染症対策 利用者 ・日々の検温 

・感染症対策の徹底 

（常時マスク着用・手洗い・うがい・消毒） 

・ソーシャルデイスタンスを保った活動 

・各居室の換気、加湿、消毒 

・毎日の検温 

（1日：2回） 

 

 

・随時（11月～3

月） 

・毎日の検温実施。 

・入所時のマスク交換・

手指消毒・うがいを徹

底した。 

・室温・湿度の計測を実

施し、把握し対応し

た。 

・職員の資質向上 ・職員の資質向上 ・職員 ・関連分野の研修会等へ参加と、伝達研修の実施 

・満足度調査の実施（年１回） 

・満足度調査結果を踏まえ、併せて職員個々で自

己評価を実施 

・他関連施設の事業内容等情報収集 

・年4回 

 

・年1回（12月） 

・年1回 

・年1回 

・昨年度の満足度調査を

基に今年度は外出4回・

クラブを新設する等、

活動の活発化を図るこ

とができた。 

・安定した経営 ・経営 ・職員 ・収入と支出等を意識した計画的な消耗品、備品

の購入 

 

 

・4・8・9・12・1月に荘

内に感染症罹患者・濃厚
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・２床の利用調整を計画的に行う。 

・急なキャンセル時、関係機関と連携、調整し利用

につなげる 

・48人/月 接触者発生で、利用制限

を行い月延べ48人に届か

ず、達成率30.5％であっ

たが昨年度比では、増加

関係機関との連携を図

り、新規利用者も増加。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 365日 100.0％ 365日 

利用(延べ)定員 15 20 31 39 26  44 47 37 17 30 33 44 383人 66.8％ 573人 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 

個別サービス計画 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

個別サービスモニタリング ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

個別機能訓練計画 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

個別機能訓練モニタリング ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

伝達研修   ◎   ◎   ◎   ◎ 

【総合評価】 

■効率性 

  昨年度延べ人数274人。達成率38.1％から、今年度延べ人数383人。達成率66.9％と増加。ほぼ毎月新規利用者獲得または、新規相談があり、昨年

度の倍近くの増加となった。関係機関と連携を密にし、新規利用者獲得を目指してきた成果と思われる。まだ、目標には程遠く今後も関係機関との

連携を密にし、利用調整は速やかに対応して実績増加へ繋げていきたい。また、職員には多様な形態での研修等で質の向上を図っていきたい。 

■有効性 

  医務の職員体制が整い、利用実人員が増加したが、職員体制及び施設設備の関係で重度利用者の受け入れが困難な状況である。活動内容の工夫及

び職員の質の向上を図り、実績増加へとつなげていきたい。 

■インパクト  

 今年度は、個別活動の充実を図り利用者に満足していただける内容（個別活動・機能訓練）を検討し、複数回利用にも繋げるように努めてきた。 

今後も関係機関との連携を強化し実績増加で目標達成を目指す。 

■妥当性 

  関係機関との連携の中、清寿荘デイサービス利用者で、介護支援専門員からの新規相談が増加し、新規利用者獲得へと繋がった。 

また、重度利用者については、設備・職員体制等で困難な面がある。受け入れが2床と限られているので、早めの利用調整に対応して目標の延べ利
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用者48人／月に近づけていきたい。 

■持続性 

  事業の特徴として、個別活動・機能訓練等を明確に打ち出し利用継続・利用定着へと結び付けていきたい。 

○職員体制（運営規程） 

 ・管理者   1名 

 ・医師    1名以上 

 ・生活相談員 1名以上 

 ・看護師等  1名以上 

  (機能訓練指導員と兼務) 

 ・介護職員  1名以上 

 ・栄養士   1名以上 

 ・機能訓練指導員 1名以上 

  (看護師と兼務) 

 ・調理員   1名以上 

 ・事務職員  1名 

○職員体制（現行） 

 ・管理者   1名 

 ・医師    1名 

 ・生活相談員 1名 

 ・看護師等  1名 

  (機能訓練指導員と兼務) 

 ・介護職員  2名 

 ・管理栄養士 1名 

 ・機能訓練指導員 1名 

  (看護師と兼務) 

 ・調理員   1名 

 ・事務職員  1名 

〇配置車両： 

・トヨタシエンタ 1台 

 

 

<清寿荘デイサービスセンター> 

Ⅱ．事業目標 

  ・住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けられるよう、1人ひとりに合わせた個別サービス提供を目指す。 

  ・身体機能維持に向け、機能訓練の充実を図る（データ活用による質の高い介護サービスを目指す） 

  ・認知症利用者が安心して過ごせるような環境作りと専門性を活かした個別ケアの充実を目指す。 

  ・利用者だけでなく地域全体が介護予防に取り組めるよう、地域とのつながりを大切に支援し、包括支援センター等関係期間との連携を強化する。 

 

 Ⅲ．事業活動 

Ⅲ.事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 基本サービス 健康チェック 

 

職員 ・緊急時対応等へ備えた定期的な研修の実施 

 

・随時 ・11月に緊急時対応の研修に介護

福祉士1名参加し、伝達研修に

つなげた。 

・緊急時対応が発生した際には、

その後の振り返りを職員全体で

行うことが出来ている。 
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利用者共通 ・バイタル測定(1日2回以上)、健康状態の把握 

・不調時、緊急時の早期対応 

・服薬管理の実施 

・健康相談への対応 

・毎回 

・随時 

・毎回 

・随時 

・1日3回の検温を継続(送迎時、

来所時、午睡後)。 

・体調の変化に早期対応できるよ

うにバイタル測定は利用者に合

わせて１～2回以上実施してい

る。 

・栄養状態の低下や服薬管理が出

来ていない利用者について、朝

食・夕食提供や服薬支援を行う

ことが出来た。 

送迎介助 利用者共通 ・身体状況や自宅周辺の環境に合わせた配車や対

応の工夫 

・身体状況等に応じた適切な乗降介助を行い、安

全な動作支援につなげる。 

・利用者等の生活状況に配慮した送迎時間の工夫 

・毎回 ・利用者増加により、送迎者4台

がピストン式で対応している。

対応できないときは入所の車両

を借用し対応しているが、運転

業務可能な職員が不足してい

る。 

・下半期職員体制が整わず、本来

車椅子送迎すべき利用者にその

対応が出来ない状況もあった。 

・利用者により、送迎時間に希望

のある方が増えており、配車調

整が難しくなっている。 

機能訓練 利用者共有 ・1日2回集団体操を充実させ、身体機能維持につ

なげる 

・定期的に運動クラブを実施し、機能維持向上に

つなげる 

・定期的に運動会等身体機能維持向上のための企

画を行い、身体機能維持向上につなげる 

・毎回 

・月2回以上 

・年3回以上 

 

・集団体操は定着し、利用者全体

で定期的に身体を動かす機会が

確保出来ている。 

・月2回の運動クラブも年間計画

に沿って実施出来ている。 

個別機能訓練

対象者 

・希望者への個別機能訓練の実施 

・月1回理学療法士から身体機能の評価を受け、指

示のもと機能訓練メニューを立案する。 

・個別機能訓練計画書の作成・評価（通所介護計

画書との連動）。LIFEへのデータ提出を通して

フィードバックを次の支援に活かす。 

・随時 

・PT訓練(月1回) 

・3ヶ月に1回 

・個別機能訓練は契約者の約半数

が希望し取り組んでおり、新規

利用も個別機能訓練を目的とし

た問い合わせが増えてきてい

る。 

・3月にこれまで使用されていな

かった平行棒をホールに設置し

たことで、利用者の意欲向上に
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つながった。 

・算定希望者が増え、計画書等の

作成に時間を要するようになっ

てきている。書類作成が出来る

職員を増やすこと、東経システ

ムの入ったパソコンの追加導入

が必要。 

・3月にはLIFEフィードバックの

確認を行い、事業所の課題を共

有することが出来た。 

入浴 職員 ・職員の介護技術研修により、利用者に負担の少

ない入浴サービスの提供につなげる。 

・随時 ・今年度より義務化された入浴介

助研修は、手探り状態で資料を

用いた研修となった。次年度は

実践的研修を検討したい。 

利用者共通 ・入浴アセスメントをもとに利用者個々に合わせ

た入浴支援の提供（入浴方法、入浴時間・湯温

など） 

・毎回 ・利用者のADLに合わせて介助方

法の見直しを随時進めている。 

自立者 ・自立した入浴が継続できるよう環境の整備を行

う。 

・見守り支援のもと、出来る部分を継続すること

で自立支援が継続できる。 

・毎回 ・見守りのもと、入浴動作の自立

を目指した対応が出来ている。 

要介護者 ・適切な介助を受け、安全な入浴の機会を確保

し、清潔保持につなげる。 

・見守り及び必要時の支援のもと残存機能への働

きかけを行い、入浴動作の自立支援につなげ

る。 

・毎回 ・昨年度課題となっていたシャワ

ーキャリー等の福祉用具を購

入。環境が整ったことで、さら

に利用者の自立支援を意識した

対応が行えるようになってきて

いる。 

中重度利用者 ・安全で利用者に負担の少ない入浴が出来るよ

う、身体機能状況に合わせた入浴の選択を行う

（機械浴の活用） 

・随時希望者 ・中重度要介護者の増加により、

特浴希望者も増えている。午前

中の特浴可能人数をこれまで2

名としてきたが、3～4名の対応

が可能となるように、業務の見

直しを行ったことで中重度要介

護者の受け入れが積極的に行え

ている。 
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・入浴マニュアルの見直しを行

い、中度利用者は職員1名でも

機械浴を対応可能としたこと

で、少ない職員でも利用者の身

体機能に合わせた入浴設備の選

択が出来るようになった。 

・特浴利用者についても、利用者

のＡＤＬに合わせて、中介助・

全介助と対応を分け、利用者の

出来る部分を引き出せるように

対応している。 

・体調が不安定で一時的に特浴対

応になった場合でも、一般浴へ

の再移行を目標とし、機能向上

を目指した取り組みをしてい

る。 

排泄 利用者共通 ・利用者個々に適した排泄介助を行い、自力での

排泄を可能にし、気持ちよく日常生活を送れる

ことが出来るよう支援する。 

・毎回 ・排泄動作を把握し、個々の状態

に合わせ支援している。 

自立者 ・排泄状況に変化がないか把握し、排泄動作の自

立を継続的に支援する 

・毎回 ・見守りを行い、排泄状況の把握

や必要時の支援を行っている。 

要介護者 

中重度利用者 

・排泄動作が自立できるよう、排泄状況の把握を

行い、リハビリパンツ等の介護用品の適切な使

用の促しをする。 

・誘導や確認の必要な方については、排泄チェッ

ク表を活用する。 

・身体状況に応じてオムツ交換の実施。自尊心に

配慮した対応を行い、清潔保持につなげる。 

・毎回 ・支援が必要な利用者について

は、排泄チェック表を活用し支

援している。 

・オムツからリハビリパンツへの

ステップアップが出来るよう、

デイサービス利用中は定期的に

トイレ誘導を行うなど排泄支援

をしている。 

歩行・移動支援 利用者共通 ・個々の利用者の身体状況に合わせて安全な歩行

介助を行う。 

・毎回 ・ＡＤＬの把握を行い、利用者に

合わせた歩行介助を行ってい

る。 

・歩行状態に変化がないか把握し、自立した歩行

支援を行う。 

・毎回 ・自立を意識した歩行支援を行っ

ている。 

・歩行状態に合わせて適切な福祉用具の選択を行 ・毎回 ・歩行状態に不安がある利用者は
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い、安全な移動支援を行う。 ＰＴより助言をもらい、適切な

福祉用具の選択や歩行介助につ

なげた。 

食事 利用者共通 ・栄養士と連携し、疾患、身体状況、好み、アレ

ルギー等による禁止食材等アセスメントを行

い、利用者に合わせた食事形態等の検討を行

う。 

・必要に応じた介助用品を使用し、食事の事故摂

取を支援する。 

・体調が思わしくない場合など、食事時間を変更

し、利用者の生活リズムに合った食事の提供を

行う。 

・延長利用者や独居の方等希望者へ朝食・夕食の

提供が行えるよう、3食の食事提供が可能となる

よう環境の整備を行う。（栄養士・調理員との

連携を図る） 

・必要時 

 

 

・毎回 

 

・必要時 

 

・必要時 

・栄養士、調理員と連携し、利用

者の体調や口腔状態に合わせた

食事の提供が行えている。 

・自分で食べ続けられるよう、利

用者の摂取ペースや提供場所を

随時検討している。 

・3食の食事提供が可能となり、9

月より夕食提供開始。朝食は3

月に1名のみの利用に留まった

が、家族やケアマネージャーか

らの問い合わせは増えている 

・自宅で食事が十分に摂れない利

用者に対して夕食の提供を行っ

たことで、利用者の機能回復、

体調の回復につながった。 

・突発で朝食提供が必要になっ

た方について、厨房との連携

がとれ、スムーズに提供出来

たことで確実な服薬支援にも

つながることが出来た。 

口腔機能向上支

援 

職員 ・研修参加により職員の介護技術を高め、口腔機

能維持、誤嚥性肺炎等の予防につなげる。 

・随時 ・介護福祉士1名が「食事介助、

口腔ケア」の研修を受講。資料

を通して職員周知が図れた。 

利用者共通 ・食事前に口腔体操を実施し、嚥下機能を維持し

安全な食事摂取につなげる。 

・食後は口腔ケアの促しを行い、口腔内の清潔を

保つ 

・毎回 ・毎日食事前の口腔体操を実施。

利用者により取り組む姿勢に違

いがあり、新たな活動の検討が

必要。 

・10月より「歌クラブ」として口

腔機能に着目したクラブ活動を

新たに導入した。利用者からの

反応は好評であるが、職員の知

識不足があり、今後口腔維持に

向けた職員研修が必要である。 
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・感染症予防のため基本的にマ

スク着用していることから、

口腔状態の確認が行いづらい

点が課題である。 

自立者 ・食後の口腔ケアの声掛けや見守りを行い、口腔

内を清潔に保つ 

・毎回 ・自主的に口腔ケアが行えるよ

う、見守りや声掛けを行ってい

る。 

要介護者 ・食後の口腔ケアの見守りや必要に応じて介助を

行い、口腔内を清潔に保つ 

・口腔マッサージや口腔スポンジ等を活用した口

腔ケアを行う。 

・毎回 ・自宅での口腔ケアにもつながる

ように、利用者に合わせた支援

を実施。介助が必要な利用者に

は、個別に口腔ケア対応実施。 

口腔機能向上

加算算定者 

・口腔機能向上計画書の作成、評価（通所介護計

画書との連動）。LIFEへのデータ提出を通して

フィードバックを次の支援に活かす。 

・口腔ケアの実施や口腔ケアに関する指導を行

う。 

・摂食・嚥下等の口腔ケアに関する指導を行う。 

・音声、言語等に関する指導を行う。 

・食事姿勢や食環境についての指導を行う。 

・3ヶ月に1回の計

画及び評価 

・毎回 

 

 

・利用者全体の1割程度の加算算

定となっている。 

・算定者へは個別の口腔ケア対応

等行っているものの、算定者に

よって拒否もあり、対応に苦慮

する場面が増えている。 

・3ヶ月ごとのアセスメント、計

画、評価を行い、LIFEでのデー

タ送信を行っている。 

・3月にフィードバックの確認を

行い、課題の共有を行うことが

出来た。嚥下機能維の必要性は

高いと改めて確認された。 

認知症ケア 職員 ・認知症実践者研修の受講により、資格取得者を

増やす 

・定期的な職員研修の実施により、認知症ケアの

充実を図る 

・随時 ・介護福祉士1名認知症実践者研

修受講し資格取得。研修は職員

全体で取り組み、認知症ケアを

学ぶ機会となった。 

・下半期で認知症ケアの充実に

つなげる予定であったが、職

員体制が整わず、具体的な取

り組みにはたどり着かず、次

年度の課題となる。 

要介護者 ・認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上に該当す

る対象者や認知症状がみられる利用者について

・随時 

 

・認知症加算算定していないた

め、日常生活自立度Ⅲ以上に該
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は、定期的なカンファレンスの実施を行う・ 

・認知症利用者が安心して過ごせる環境作り 

 

・随時 

当する利用者のピックアップは

出来ていないが、認知症状が強

い利用者については定期的なカ

ンファレンスを実施した。認知

症利用者が安心して過ごせる環

境作りを意識し、様々な視点か

ら検討を進めた。 

認知機能向上活

動 

利用者共通 ・認知機能に着目した活動に参加することで、考

える機会を多く持ち、認知機能へ働きかける。 

・定期的に学習クラブの実施を行い、考える機会

を多く持ち、認知機能へ働きかける。 

・毎回 

 

・月2回以上 

・月2回、年間計画に沿って学習

クラブを実施。利用者のレベル

に合わせて取り組んでいる。個

別活動では意欲を見せない利用

者も、クラブ活動として集団で

取り組むことで参加する利用者

も多い。 

生活機能向上活

動 

利用者共通 ・「衣・食。住」に関する活動を準備し、希望に

応じて実施 

・随時 ・衣食住に着目した活動の導入は

事前準備が追い付かない現状が

ある。 

・洗濯干しや洗濯たたみ等の役割

の提供は利用者に合わせて実施

している。 

自立者 ・「衣」…手芸や編み物、裁縫など手先を使った

活動に挑戦する機会を支援 

・「食」…調理クラブ等の実施により、調理活動

に挑戦する機会を支援。 

・「住」…園芸活動や日常生活に関する活動に参

加する機会を支援。 

・随時 

 

・月2回以上 

 

・4月～10月を目

安に随時 

・職員の事前準備が追い付かず、

編み物や裁縫の提供は最低限に

留まっている。 

・調理クラブは月2回年間計画に

沿って実施。自宅で調理に携わ

る要支援者を中心に実施してい

るが、認知症利用者や中重度要

介護者も見学や出来る部分の参

加とすることで達成感や意欲向

上につなげている。 

・園芸活動等は利用者全体で取り

組むことは出来なかった（職員

体制等に課題あり）。延長利用

者や認知症利用者と屋外の散歩

を個別に実施する機会は定期的

に確保できた。 
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要介護者 ・自立者と同じ活動に参加することで刺激を受

け、機能向上を目指す。 

・参加出来る活動を見つけて参加することで、達

成感を味わい楽しみや生きがいを感じるきっか

けにつなげる。 

・毎回 ・自立者と同じ量の活動は難しく

ても、一緒に取り組むことで達

成感を感じる機会につながって

いる。 

延長サービス 利用者共通 ・個別ニーズに応じてサービス提供時間を変更

し、時間延長利用の提供。延長時間に不安を抱

かないような声掛けや負担なく過ごせるような

配慮。 

・必要時 ・個別ニーズに応じて延長利用提

供。定期では約5名が利用する

他、希望に応じて臨時的に延長

対応を行っている。 

・延長利用時間は、個別に過ごし

方を検討し、外散歩やＴＶ鑑賞

等を中心に過ごしている。 

生活相談援助 利用者共通 ・利用者及び家族のニーズに対し、状況に合わせ

たアドバイスや関係機関との連携を図る。 

・満足度調査を実施し、利用者や家族の意向の確

認を行いサービスの質の向上につなげる。 

・随時 

 

・年1回 

・連絡帳への丁寧な記入を意識す

る他、送迎時には家族との情報

共有につとめている。必要に応

じて関係機関や必要なサービス

につなげている。 

・家族より、職員へ要望や対応へ

の不安の声もあり、ミーティン

グ等で対応の振り返りを行って

いる。接遇マナー研修の必要性

があり、12月に研修を実施し

た。 

・満足度調査は例年より調査時期

を早め、年度内に振り返りを終

えることが出来た。 

② 感染症対策 感染症対策 利用者共有 ・利用前(迎え時)、来所時、午睡後の検温と体調

確認 

・来所時のバイタル測定(体温、血圧、酸素濃度) 

・感染対策の徹底（マスク着用、手洗い、うが

い、消毒） 

・ソーシャルディスタンスを保った活動支援 

・ホール内の換気の徹底（温度や湿度の調整） 

・施設内、物品の消毒対応 

・予防接種の状況把握、市外外出、帰省家族等の

・毎回 

 

 

 

 

・毎日 

・随時 

・デイ新聞の活用や電話連絡等で

感染症対策への働きかけを行っ

た。不安があるときには自主的

に欠席したり、問い合わせをす

る利用者が増えている。 

・感染症が発生していない通常時

でも消毒等は継続（1日3回）

し、感染症予防に努めている。 
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把握 

職員 ・検温の実施と報告 

・市外外出、帰省家族等の報告 

・感染症対策の徹底（マスク、フェースシール

ド、ガウン等感染状況に合わせた適切な着用） 

・事務所等の換気、消毒の徹底 

・衛生用品の在庫確認、補充 

・感染症対策マニュアルの見直し、作成 

・感染症対策予防委員会の開催と参加 

・毎日 

・随時 

・毎日 

 

・毎日 

・随時 

・随時 

・随時 

・感染症対策委員会を毎月開催の

他、発熱者等が出たときは終息

するまで毎日委員会を開催。入

所施設との情報共有に努めた。 

・県の集中検査が終了したこと

で、体調に不安がある場合に

は、自主的に検査を行うことで

早めの対応に努めている。 

・感染症発生時はＢＣＰ(感染症)

に沿って対応し、定期的に見直

しや振り返りを行っている。 

・入所とデイの線引きを行ったこ

とで入所での感染症発生時もデ

イサービスの営業継続が出来

た。 

③ 防災対策 避難訓練 利用者共通 ・自衛消防訓練の参加 ・年4回 ・7月には久しぶりに屋外までの

避難訓練を実施し、非常口等玄

関以外からの避難も行ったこと

で、新たな気づきや反省にもつ

ながった。 

職員 ・自衛消防訓練の実施（地域の方にも参加いただ

く） 

・非常招集訓練の実施 

・消防設備の確認（配電盤等） 

・防災対策委員会への参加 

・事業継続計画（BCP）の作成 

・年4回 

・年1回 

・年1回 

・年2回 

・地域住民参加の避難訓練は実施

出来なかった。 

・非常招集訓練、火災を想定した

避難訓練を実施。 

・事業継続計画(ＢＣＰ)の作成を

行い、定期的な見直しや振り返

りが出来ている。 

・8月には大型台風に備えてデイ

サービス1日休業とした。河川

沿いや浸水区域に住む利用者へ
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の安否確認を行い、大きな被害

はみられなかった。 

④ 研修 研修の実施と参

加 

職員 ・各研修会（リモート研修）への参加 

・研修参加後の伝達研修 

・他事業所等との情報交換 

・ケアカンファレンスの実施 

・ITやデータ活用に向けた研修の参加と業務改善 

・随時 ・外部研修、入所との合同研修、

所内研修と内容に合わせて定期

的な研修が実施出来た。職員全

員で研修することが難しいた

め、主要メンバーが参加し、伝

達研修につなげる等研修の工夫

をしている。 

・ZOOMを活用した研修にも参加す

ることが出来た。 

・ケアカンファレンスは定期的に

開催し、ケアの見直しや統一に

つなげることが出来ている。 

⑤ 職員の働きや

すい職場作り 

職員の働きやす

い職場づくり 

職員 ・多様な形態の勤務体制 

・入所施設との連携を図る 

・多職種間での連携を図る 

・随時 ・職員の体調不良や都合により勤

務体制が整わず超過勤務や休日

出勤が多くなった月もあった

が、利用者の人数に応じて随時

勤務調整し対応できた。 

・専門職でなければできないこ

と、多職種間で協力出来るもの

を再検討し、職員全体での業務

意識を高めた。 

⑥ 地域とのつな

がり 

地域交流 職員 

利用者共通 

・地域で行われる活動や職場体験等への職員派遣 

・行事等を通した地域住民との交流の場の確保

（リモートの活用） 

・地域包括支援センター等関係機関とのつながり

の強化 

・随時 ・清寿荘夏祭りで家族との交流の

機会を設けることが出来た。 

・介護体験実習の受け入れを行っ

た。実習分担を作成したことで

職員全体での対応が行えた。 

・関係機関には毎月デイ新聞を配

布。今年度より入所でのカラー

印刷が可能となり、スムーズに

準備を進めることが出来た。 
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⑦ 安定的な経営 安定的な経営  ・利用者の定期的な受け入れ 

・関係機関への働きかけ（魅力の発信） 

・様々な取り組みを通した魅力作り（新たな加算

を意識） 

・収支と支出を意識した備品の購入 

・各種支援金、交付金の活用（コロナ感染症にか

かる衛生用品等 

・随時 

・月1回 

・R6年度の達成率は111％を占め

ることが出来た。 

・月の目標値を1日20人としてい

たが、7月より23人の受け入れ

が達成出来るよう意識を高めた

ことで9月には23名の目標値を

達成出来た。 

・下半期は職員体制が整わず、ま

た複数回利用者の終了もあり、

職員と利用者のバランスを考え

ながら、リスク管理が十分に行

える範囲での受け入れにとどめ

た。 

・定期利用者の他に臨時利用でき

る利用者を確保したことで、空

きに合わせて受入れを行い実績

維持につなげた。 

・入所とデイの線引きを行ったこ

とで、入所での感染症発生時も

デイサービスの営業継続が出

来、実績維持出来た。 

・物価高騰もあり、節約意識を持

ち業務にあたったが、老朽化に

より業務を圧迫していたものに

ついては適切に導入を行った

(二層式洗濯機やシャワーチェ

ア等) 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

開所日数 26 27 25 27 24 25 27 26 25 25 24 26 307 100.7％ 305日 

利用定員 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25   ― 

要支援（延） 32 36 36 36 30 33 34 29 29 28 20 18 361 52.7％ 685人 

要介護1・2（延） 395 405 391 407 354 383 430 426 386 368 421 440 4,806 136.7％ 3,515人 

要介護3・4・5

（延） 
114 153 138 169 155 168 171 150 141 97 76 81 1,613 84.9％ 1,900人 

合 計 541 594 565 612 539 584 635 605 556 493 517 539 6,780 111.1％ 6,100人 
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事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

夏祭り     ◎        

敬老会      ◎       

ふれあいまつり        ◎     

消防訓練  〇  ◎  ×  ×    〇 

職員研修(リモート含)   ◎ 〇 〇 ◎ ◎ 〇 ◎   ◎ 

【総合評価】 

■効率性 

・今年度より希望者への3食の食事提供を開始。提供数は多くはなかったが、ケアマネージャーや家族への周知は少しずつ広がり、問い合わせ数が増え

ている。急遽提供が必要になるケースもあり、清寿荘課内での連携を図りスムーズに提供できるようになってきた。延長サービスも実施しているこ

とから、清寿荘デイサービスの魅力であり強みの一つとなり、今後もニーズは伸びるものと思われる。 

・令和3年10月より開始した個別機能訓練、口腔機能向上加算も同様に魅力として定着。各加算を目的とした利用ニーズの広がりがみられる。外部の理

学療法士との連携も図れており、利用者のリハビリだけでなく、職員の技術向上に向けた助言をもらうことも出来ている。 

・認知症実践者研修を数年ぶりに1名受講した。下半期で認知症ケアの充実に向けた取り組みを予定していたが、職員体制が整わず、十分な取り組みに

は至らなかった。次年度も研修受講者を増やすことで、今後認知症加算の算定見込みを持つことが出来た。 

・令和3年10月より開始した科学的介護推進体制加算（LIFE）だが、これまで情報提出に留まり、フィードバックを活かすまでに至っていなかった。年

度末には職員全体でフィードバックの確認を行い、課題の把握が出来、今後も取り組みにもつながる機会となった。次年度以降、LIFEに関わる職員を

増やし、フィードバックの活用充実につなげていきたい。 

■有効性 

・清寿荘デイの魅力が増えたことで新規、追加相談を多くいただくことが出来、目標達成度は高いものとなった。 

・台風による休業が1日あったものの、昨年度のように感染症による休業が年間を通してなかったことも実績維持につながった。入所とデイを線引き出

来たことがデイ営業を継続出来た理由であり、入所とデイの職員配置が整い続けることで、今後も事業継続や実績維持につながると考える。 

■インパクト 

・感染症対策に気が抜けない状況が常に続いており、特に地域とのつながりを持つ行事の開催が十分に出来ていない。感染症に配慮した内容で実施で

きるよう工夫はしているが、利用者からは物足りなさや楽しみが半減している様子がみられる。 

■妥当性 

・利用者の増加がみられる中、送迎業務の課題が出ている（車両配置・運転手等）。延長利用者も増加していることから、車両は現在の台数を維持する

他、運転可能職員の充足が必要。 

・個別機能訓練を目的とする利用者が増加していることから、個別機能訓練の充実化が必要であり、機能訓練指導員の充足が必要。 

・近辺に特殊浴槽を設置しているデイサービスが少ないことから、利用ニーズも多い。入浴介助マニュアルの変更を行い、中度要介護者の入浴対応を

職員1名でも安全に行えるように研修も行うことが出来た。今後も中重度要介護者や医療度の高い利用者の割合が高くなる可能性があり、看護師や特

浴対応可能な介護員の充足が必要。 
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■持続性 

・新規相談や追加相談に対して定員に空きがなく受け入れできないケースもあり定員25名の見直しも検討するが、収支のバランス、職員配置等の観点

から25名定員のまま対応継続とした。冬期間利用実績の低下もあったが、年間の目標達成率も111％（1日22.1名）と目標値を上回ることが出来てお

り、清寿荘デイサービスの様々な魅力（各加算や延長サービス、3食の食事提供等）や立地（他事業所が対応難しい重茂や豊間根等の地域の受け入

れが可能）から、今後も利用者の利用見込みは十分にあると考える。 

○職員体制 
（運営規程） 

・管理者 1名 

・生活相談員 2名以上 

・看護師 2名以上 

・介護職員 6名以上 

・機能訓練指導員 1名以上 

・調理員 1名 

・事務員 1名（事務局職員） 

（配置基準） 

 ・管理者 1名 

 ・生活相談員 2名以上 

 ・看護職員 2名以上 

 ・介助職員 6名以上 

 ・調理員 1名以上 

 ・その他 １名以上 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

・管理者 1名（生活相談員兼務 1名） 

・生活相談員 2名 

・看護師 3名 

・機能訓練指導員 3名（看護師兼務 3名） 

・介護職員 7名 

・運転手 1名（パート） 

・調理員 1名 

〇配置車両：4台 

 トヨタハイエース（リフト付）2台 

 トヨタノア         1台 

 スズキアルト        1台 

 

〇配置設備：特殊浴槽(リース)継続 

      ベッド(リース)継続 

 

 

【統括地域包括支援センター】 
<みやこ河南地域包括支援センター> 

Ⅱ．事業目標 

・地域の資源や課題を把握する。地域の特色や強みを明らかにしてゆく。 

・多職種との連携強化を図る。包括的な支援体制づくりに努める。 

・地域包括支援センターのさらなる周知を図る。総合相談支援体制づくりを行う。 

・地域住民が互いに支えあい安心して暮らせる地域づくりを進める。 

Ⅲ．事業活動  

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 
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① 総合相談支援業

務 

総合相談 

実態把握 

地域におけるネット

ワークの構築 

他機関と連携し地域

づくり 

河南地区住民 

地域の支援を必要と

する本人や家族 

関係機関・サービス

事業所・民生委員

等 

・相談をワンストップで受け止め、適切な

機関・制度・サービスにつなぐ。継続的

に支援する。 

・高齢者実態把握票の作成。 

・地域課題の発見。地域づくりを行う。 

・地域を知る。困りごとの早期発見に努め

る。 

・河南地区連絡会の開催 

・GHや小規模多機能型の運営推進会議へ

の参加 

・市包括との連携 

総合相談数 

120件/月 

 

地域ケア個別会

議 4回/年 

 

支えあいマップ 

  ３回/年 

河南地区連絡会 

  4回/年 

包括連絡会 

  12回/年 

月平均相談数

107件 

達成率89.1％ 

地域ケア個別

会議開催 

 1回/年 

支えあいマッ

プ 3回/年 

河南地区連絡

会4回/年 

包括連絡会 

 12回/年 

② 権利擁護業務 高齢者虐待の防止 

高齢者虐待通報への

対応 

成年後見制度の啓蒙 

申し立て支援 

消費者被害の防止 

他機関との連携 

河南地区住民 

地域の支援を必要と

する本人や家族 

関係機関・サービス

事業所・民生委員等 

・サロン等の集まりに出向き、高齢者虐

待防止や成年後見制度や消費者被害につ

いて啓蒙活動を実施する。 

・虐待通報への対応を行う。関係機関と

連携を図る。 

・権利擁護業務について、行政や成年後

見センターと連携を図る。 

・消費者被害の相談対応を行い、必要な

機関につなげる。 

サロンでのミニ

講話・出前講座 

 必要時 

高齢者虐待対応 

 必要時 

成年後見申し立

て支援や日常生

活自立支援事業

利用の支援 

 必要時 

磯鶏サロン 

安心キット説

明会（2回） 

 

虐待に関する

相談延べ73件

虐待認定2件 

 

成年後見等に

関する相談延

べ33件申し立

て支援は0 
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③ 包括的・継続的ケ

アマネジメント

業務 

関係機関との連携体

制構築支援。 

介護支援専門員同士

のネットワーク構築

支援および実践力向

上のために共に学び

あえる場をつくる。 

 

個別ケアマネジメン

ト支援 

河南地区住民 

地域の支援を必要と

する本人や家族 

関係機関・サービス

事業所・民生委員等 

 

特に居宅介護支援事

業所 

・介護支援専門員からの相談に対応す

る。個別の事例の解決を図る。 

・支援者のネットワーク構築を図る。 

 

ケース検討会 

地域ケア個別 

会議4回/年 

 

 

河南地区連絡会 

  4回/年 

地域ケア個別

会議1回 

事例があつま

らず未達成。 

 

河南地区連絡

会4回 

 

④ 介護予防支援・介

護予防ケアマネ

ジメント 

高齢者が要介護状態

となることをできる

限り防ぐ 

要支援・要介護状態

となっても状態の改

善・健康の維持・悪化

の防止をはかる。 

河南地区住民 

地域の支援を必要 

とする本人や家族 

（事業対象者・要支

援の利用者とその家

族） 

・利用者との契約業務 

・一連のケアマネジメントサイクルに沿

って、担当介護支援専門員と協働し自

立支援への取り組みを行う。ケアプラ

ンチェックの実施。給付管理の実施。 

・介護予防のための地域ケア個別会議へ

の参加 

月平均40件程度 給付管理数 

予防延べ316 

月平均26.3 

総合延べ198 

月平均16.5 

月平均42.8  

⑤ 認知症対策  河南地区住民 

地域の支援を必要と

する本人や家族 

関係機関・サービス

事業所・民生委員等 

 

 

認知症についての啓蒙活動の実施 

・認知症サポーター養成講座の開催 

 認知症勉強会・出前講座の実施 

認知症カフェの開催 

認知症サポー 

ター養成講座 

（チームオレン

ジ） 

 必要時 

 

認知症カフェ 

藤の川地区 

   3回/年 

小山田地区   

3回/年 

認知症サポー

ター養成講座 

計5回 

職域や学校等

で養成講座開

催している。 

認知症カフェ

藤の川地区 

  3回/年 

小山田地区 

4回/年 

⑥ 資質の向上 

知識やスキルを学ぶ 

自己評価を行う 

委託包括職員 ・自己研鑽に努める。内部研修・外部研

修の積極的な受講を行う。 

・振り返り（自己評価）の実施。 

自己評価 

振り返り実施 

2回/年 

自己評価 

振り返り実施 

 2回/年 
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目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

総合相談 91 96 67 92 106 147 108 118 95 89 129 146 1,284 89.2％ 1,440件 

介護予防支援 24 26 25 25 16 34 28 29 29 28 26 26 316 131.7％ 240件 

総合事業 18 17 16 16 16 15 19 16 16 16 16 17 198 82.5％ 240件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
地域ケア個別会議  ×   ◎   ×   ×  
河南地域連絡会 ◎   ◎   ◎   ◎   
認知症カフェ（藤

の川） 
◎   ◎    ◎     

認知症カフェ（小

山田） 
◎  ◎ ◎    ◎     

支えあいマップ    ◎       ◎ ◎ 

【総合評価】 

・効率性：日々の記録及び毎月の集計については、システムを利用して概ね効率的にできている。さらに活用できるように検討したい。 

 どちらか一人がいない時にすべての相談に対応できるように常時出来事を共有する必要があるため概ね二人対応で行動している。安定 

 ケースは一人で対応し共有している。虐待事例が重なった場合、さらに相談が増えたときの対応が課題。 

・有効性：相談頂いた内容について課題を分析し、必要であれば介護保険のご利用につないだ。他にも関係機関へ速やかに連携することを務 

 め課題解決にむけての取り組みを行っている。 

・インパクト：認知症カフェ（藤の川・小山田）の開催も軌道に乗りつつある。小山田の住民による総合福祉センターフロアの飾りつけは通

年で行われ季節を感じさせており良い取り組みであったと思う。良いものを長く続けて地域づくりをしていきたい。 

・妥当性：相談件数1,284件。総合相談を始め、権利擁護の取り組みや地域づくり、ケアマネ支援等を行っている。活動の妥当性はあると思

われる。 

・持続性：相談件数は増加しており取り扱う問題も多岐にわたっている。限られた人数で効率よくかつ効果を上げるためには各包括横の連携

をとり協力して業務にあたることが必要と思われる。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

 ・保健師     1名 

 ・社会福祉士   1名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・管理者兼看護師  1名 

 ・社会福祉士    1名 

〇車両等： 

 スズキアルト 1台 

 

<みやこ西部地域包括支援センター> 

Ⅱ．事業目標 

 ・地域の資源や課題を把握し、地域の特色や強みを明らかにしていく。 

・多職種との連携強化を進め、地域で安心して生活できる包括的な支援体制づくりに努める。 
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・地域包括支援センターの周知と役割の理解促進を図り、総合相談支援体制づくりに努める。 

・高齢者をはじめ地域住民が互いに支え合い安心して暮らせる地域づくりを進める。 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 総合相談支援業

務 

総合相談支援 

 

 

 

 

地域におけるネット 

ワークの構築 

 

 

 

実態把握 

 

 

地域の支援を必要

とする本人や家

族 

 

関係行政機関・サー

ビス事業所・関係団

体・民生委員・地域

住民 

▶地域に住む高齢者等に関するさまざまな相談

をすべて受け止め、適切な機関・制度・サー

ビスにつなぎ、継続的にフォローする。 

▶個別ニーズと地域ニーズを把握し、既存の社

会資源の把握と活用をする。 

▶新たなネットワークの構築 

▶高齢者等の心身の状況や家庭環境・地域につ

いて実態把握する 

▶地域の潜在的な課題を発見し、予防的に支援

するため、地域の高齢者の集まりに西部包

括・制度の説明に出向く 

▶民生委員・郵便局・商店等から気になる高齢

者の情報が寄せられやすい関係性を築く。 

100件/月 

 

 

4回/年 

 

2回/年 

1回/年 

 

2回/月 

 

 

6回/年 

▶民生委員と気になる

高齢者の情報共有を

行い、早期に相談対

応できた。 

 

▶集まりの場に参加

し、ニーズ把握と高

齢者の状況把握につ

ながっている。 

② 権利擁護業務 高齢者虐待の防止お

よび対応 

 

セルフネグレトの防

止および対応 

 

 

消費者被害の防止お

よび対応 

 

判断能力を欠く状況

にある人への支援 

権利侵害になりや

すい高齢者 

 

自ら権利主張や権

利行使をすること

ができない状況に

ある高齢者 

▶積極的に介入し、人権・権利を護るため必要

な援助や支援を行えるよう研修等に参加

し、知識やスキルの向上をはかる。 

▶介入の法的根拠や法制度を理解し、行政との

連携と役割分担を意識する。 

▶介護者が孤立しないよう困りごとやストレス

を語り合う機会をつくる。 

▶消費生活センター・警察・介護支援専門員・

民生委員と消費者被害を予防できるよう勉

強会を行い、ネットワークを広げる。 

▶地域の高齢者の集まりに出向き、制度や相談

先の周知・広報を行う。 

5回/年/人 

 

 

必要時 

 

1回/年 

 

1回/年 

 

 

1回/年 

6回/年 

▶今のところ虐待相談

なし。 

 

 

▶集まりの場に参加

し、チラシ配布を行

うことで情報提供や

注意喚起をしてい

る。 
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③ 包括的・継続的ケ

アマネジメント

支援業務 

包括的・継続的ケア

マナジメントの環境

整備 

 

個別ケアマネジメン

ト支援 

 

 

居宅介護支援事業所

の主任介護支援専門

員との連携 

 

担当圏域の介護支

援専門員及び関係

機関・医療機関・民

生委員・郵便局・商

店等 

 

 

▶地域の社会資源の情報を介護支援専門員に情

報提供する。 

▶介護支援専門員と意見交換し、必要な資源の

ニーズ把握をする。 

▶介護支援専門員が困難を抱えているケースに

ついてのサポート・課題解決力の向上を図

る。 

▶介護支援門員が自分のケアプランを客観視す

る機会を作る。 

▶主任介護支援専門員のニーズの把握と地域の

社会資源とネットワークの情報共有の場を

もつ。 

▶資質向上のため、事例検討会・勉強会を行

う。 

随時 

 

4回/年 

 

随時 

 

 

3回/年 

 

1回/年 

 

 

1回/年 

▶介護支援専門員とす

でにある地域資源の

共有はできている

が、必要と思われる

資源の創出には至っ

ていない。 

▶介護支援専門員の抱

える困難ケースに対

して必要時、支援者

会議を開催してい

る。 

④ 介護予防ケアマ

ネジメント・指定

介護予防支援事

業 

高齢者が要介護状態

になることをできる

限り防ぐ 

 

 

要支援・要介護状態

になっても状態の改

善・維持・悪化の遅延

を図る 

地域の高齢者 

 

 

 

 

事業対象者 

要支援 1・2 の利用

者とその家族 

居宅介護支援事業

所 

▶高齢者自身が健康増進や介護予防についての

意識をもち、日常生活の活動を高めるた

め、家庭・社会への参加を促す 

▶住民主体の活動の促進を行い、必要な資源の

活用と創出を行う。 

▶居宅依頼・契約締結・ケアプランの確認及び

利用者への助言・支援経過・評価の確認及

び支援への助言・適正な給付管理等請求事

務を行う。 

1回/年 

1回/週 

必要時 

 

必要時 

 

6回/年 

70件/月 

▶集まりの場の情報提

供と必要に応じた創

出を行い、社会参加

しやすい環境を作っ

ている。 

 

 

▶適切な給付管理等の

請求事務を行ってい

る。 

⑤ 認知症対策 認知症になっても安

心して住み慣れた地

域で暮らせることが

できる 

地域住民 

担当圏域の福祉関

係機関・医療機関・ 

▶当事者本人の声を聴く 

▶地域における認知症の理解と啓発を行う。 

▶地域で支えてくれる人を養成する 

▶身寄りのない世帯・独居世帯の見守り体制づ

くり 

▶認知症の早期発見・早期治療 

1回/月 

2回/月 

 

2回/年 

 

必要時 

▶認知症の学びを継続

している。 

▶当事者が参加し、本

人から生活について

話をしてもらうこと

ができた。 
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⑥ 資質の向上 地域包括支援センタ

ー業務に必要な知識

やスキルの向上 

市包括担当者 

委託包括職員 

▶自己研鑽に努める 

▶市の地域包括支援センターと委託地域包括支

援センターの連絡会を定期的に開催し活動

状況の共有及び相談の場として活用する。 

5回/年/人 

1回/月 

▶職種ごとに自己研鑽

に努めるため、日程

調整を行い、積極的

に研修会に参加して

いる。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

総合相談 118 103 111 114 98 113 140 129 129 99 110 97 1,361 113.4％ 1,200件 

介護予防支援 28 24 24 30 25 20 23 20 22 22 24 22 284 118.3％ 240件 

介護ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

支援 
23 28 25 22 23 30 29 30 37 30 29 29 335 79.8％ 420件 

地域活動訪問 3 13 6 7 3 4 4 5 8 7 5 6 71 295.8％ 24件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

地域ケア個別会

議 
 × ◎  ×   ×   × 〇 

西部地域連絡会   ×   〇 ×      

認知症カフェ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ養

成講座 
 × ◎   ◎       

資源の創出    ◎  ◎  ×  ◎   

【総合評価】 

・妥当性：認知症カフェを継続開催し、認知症本人から声を発信していただいた。心掛けで認知症予防の効果が出ていることを実感することが 

できた。 

・有効性：「作品展示会」を開催することで新たな地域のニーズ把握と作品出展に向けて意欲向上のきっかけとなり、生きがい作りにつながった。 

・効率性：民生委員から寄せられる相談をもとに、早期に必要な介入をし、必要な支援のつなぎ、住み慣れた自宅での生活を継続できるよう 

関係機関、家族、地域住民と見守りと必要な情報共有することが増えている。 

・インパクト：「サロン連絡会」の参加者からの声を聞きながら、開催目的を再検討し “継続支援”から“支え合い”にシフトしていく。 

・持続性：地域になじめない男性を対象に「わくわく料理教室」を開催し、もちつきを通じて地域住民と自然な形で交流することができ、 

来年度の活動のヒントを得ることができた。 

 

○職員体制（運営規程／配置基準） 事業計画・予算を遂行するための体制 
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・管理者兼社会福祉士     1名 

 ・主任介護支援専門員    1名 

 ・看 護 師        1名 

 ・生活支援コーディネーター 2名 

○職員 

・管理者兼社会福祉士     1名 

 ・主任介護支援専門員    1名 

 ・看 護 師        1名 

 ・生活支援コーディネーター 2名 

〇車両等： 

ダイハツミライース 1台 

 
 

<みやこ南部地域包括支援センター>  
Ⅱ．事業目標  

 ・地域の資源や課題を把握し、地域の特色や強みを明らかにしていく 

・多職種との連携強化を進め、地域で安心して生活できる包括的な支援体制づくりに努める 

・地域包括支援センターに周知と役割の理解促進を図り、総合相談支援体制づくりに努める 

・高齢者をはじめ地域住民が互いに支え合い安心して暮らせる地域づくりを進める 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 総合相談支援業

務 

実態把握 

総合相談業務 

地域ネットワークの

構築 

地域住民 

関係機関 

民生委員 

・高齢者のみならず状況に応じ対応 

 関係機関との連携を図る 

・地域状況の確認（生活支援コーディネー

ターとの連携） 

・民生委員との情報共有 

・地域での集まりや各種会議等への参加 

・包括支援センターの周知（チラシ配布） 

・地域連絡会の開催 

月60件 

 

 

 

 

 

 

年4回 

（973件） 

高齢者のみなら 

ずまた、世帯と 

しての相談が増 

えている。その 

為関係機関との 

連携を密に行っ 

た 

② 権利擁護業務 高齢者虐待防止及び 

予防 

成年後見制度 

消費者被害防止 

地域住民 

関係機関 

サービス事業所 

居宅介護支援事業所 

・早期対応と予防支援 

・成年後見制度についての理解、支援 

・後見センター等関係機関との連携 

・消費者被害防止に向けチラシ配布 

必要時 

 

 

訪問時 

虐待に関する相談

はなし。成年後見

についてはなく関

係機関とともに動

く事案あり対応 

訪問時チラシ配布

継続 
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③ 包括的・継続的ケ

アマネジメント

業務 

包括的・継続的ケア

マネジメント支援 

介護支援専門員の後

方支援 

介護支援専門員 

関係機関 

・地域ケア個別会議の開催 

・ケース会議の開催 

・介護支援専門員からの相談対応 

年４回 

必要時 

（０回） 

介護支援専門員と

の同行訪問にて対

応。それぞれの視

野で見立てる事が

できた 

④ 介護予防マネジ

メント・指定介護

予防支援 

総合事業・要支援者

に対する支援 

関係機関 

介護支援専門員 

・新規契約 

・給付管理 

・事業所との連携 

・ケアプラン点検 

・担当者介護への参加 

予防マネジメン

ト月20件 

介護予防月5件 

 

担当者会議月2

件 

(ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ160件) 

(予防82件) 

状態の変化によ 

り介護保険へ移 

行。一人暮らし 

高齢世帯の増加 

により介護量も 

増えてきている 

⑤ 認知症対策事業 認知症予防の啓発 地域住民 

関係機関 

民生委員 

・認知症カフェの開催 

・イベント等にて理解と予防への取組み 

・サロンでの講話 

 (4回) 

認知症カフェ開 

催する毎に参加 

者増。集まりの 

中で啓発を行っ 

た 

⑥ 専門的スキルの

向上 

研修・会議への参加 

包括職員 ・内部外部の研修への参加 

・関係機関の会議への出席 

 包括内研修、外 

部研修へ参加。 

実際の事例でも 

振り返りを行う 

事で学びとなっ 

た 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

総合相談 69 90 91 73 98 61 82 71 90 93 75 80 973 135.1％ 720件 

介護予防ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 15 14 13 14 14 15 13 12 12 14 12 12 160 66.7％ 240件 

介護予防 6 6 7 7 7 6 6 8 7 8 7 7 82 136.7％ 60件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
地域ケア個別会

議 
  ×   ×   ×   × 

地域連絡会  ×   ×   ×   ×  
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民協定例会  ◎    〇 ◎     ○ 

認知症カフェ   ◎   ◎   ◎   ◎ 

【総合評価】 

・効率性：地域住民と関わることで包括について知ってもらう事ができた。地域住民や民生委員からの情報を頂き関係機関につなぐことができる 

     など大きな力となっている。地域住民同士の繋がりが強い地域だと感じている事から、たくさん関わって行くことが必要。 

・有効性：地域住民が集まりやすいように地域資源を活用し、カフェを開催。馴染んだ場所でもある事から参加者が増えて来ている。型にはまら

ず形で参加頂き認知症について学ぶができるよう意識し対応を行った 

・インパクト：地域の力は必要。まだまだ存在を知らない住民もいる事から周知は継続する事が必要だと感じている 

・妥当性：一人暮らしや高齢世帯は増加している。地域の力は必要である事から、ＳＣや関係機関との連携も継続していく 

・持続性：高齢者以外の相談も一旦受け止める事を意識して対応してきた。相談できる場所である事を知ってもらう為にも継続して地域に足を 

     運び、状況確認も併せて行っていく 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

 ・管理者/主任介護支援専門員 1名 

 ・社会福祉士 1名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

・管理者/主任介護支援専門員 1名 

・社会福祉士 1名 

〇車両等： 

 スズキアルト 1台 

 
 

<みやこ北部地域包括支援センター> 

Ⅱ．事業目標 

  ・関係機関、民生委員、自治会、地域支援者との連携を強化し、地域の高齢者の地域見守り体制づくりに努める。 

・地域の状況や社会資源等を把握し、地域の強みを活かした地域づくりを行う。 

 ・地域の相互見守りにより、支援が必要な高齢者の早期発見・早期対応に努める。 

  ・多職種との連携強化を図り、包括的な支援体制づくりに努める。 

 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

①地域連携事業 ア 関係機関との連携

体制構築の推進 

 

・地域の関係機関 

・民生委員等 

・高齢者の状況把握 

・みやこ北部地域連絡会 

・グループホーム運営推進会議参加 

・みやこ北部地区民生委員児童委員協議会 

定例会参加 

 

3回 

随時 

年1回 

状況把握は随時 

連絡会は1回 

GH会議は随時 

鍬ケ崎地区1回、 

崎山地区2回参加 
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イ 介護保険課及び委

託包括間の連携 

 

 

・介護保険課 

・委託包括 

・第 1 層 SC 

・社協 

・委託包括内連絡会 

・包括管理者会議参加  

・市包括との連携（情報共有） 

12回 

6回 

随時 

包括連絡会12回 

管理者会議6回 

市包括と情報共有 

②総合相談支援事業 ア総合相談支援の対応 

 

・高齢者 

・家族 

・関係機関、医療機関 

・民生委員等 

・総合相談対応（通年） 

・個別訪問（要経過観察者、新規要支援者） 

100件/月 

20件/月 

総合相談143件/月 

戸別訪問25件/月 

 

イ実態把握 ・高齢者（住民） 

・民生委員 

・サロン、地域活動参 

加者等 

・民生委員への心配な世帯の情報提供の依頼 

・自治会やサロン活動、地域住民からの情報提

供の推進 

随時 

各民生委員との情

報共有地区 

民生委員等からの

情報提供は随時 

それに対して迅速

に報告 

③一般介護予防啓発 

事業 
健康意識・生活機能向

上の啓発 
・サロン、地域活動参 

加者 

・見守り対象高齢者等 

・地域活動やサロン等での健康講話 

・家庭訪問時、個人の健康状態に応じた知識の

普及や助言 

・啓発のためのパンフレット等資材の確保 

6回 健康講話等12回 

④権利擁護事業 ア高齢者虐待の防止及

び対応 

 

 

・介護事業所 

・民生委員児童委員 

・住民 

・高齢者 

・早期対応と予防的支援 

・認知症対策の推進・高齢者虐待の予防周知 

・早期発見のための周知 

・虐待通報への早期対応 

随時 サロン・通いの場 

、自宅訪問・来所 

相談等において周 

知 

 イ判断能力を欠く状況

にある人への支援 
・高齢者、家族 ・成年後見制度の理解周知 

・本人や家族の相談対応、制度説明、申し立てへ

のつなぎ 

・日常生活自立支援制度の普及啓発 

随時 サロン・通いの場 

、自宅訪問・来所 

相談等において周 

知 

ウ消費者被害の防止 ・高齢者、家族 ・消費者被害についての理解促進 

・消費者被害予防と早期発見・再発防止 
随時 サロン・通いの場 

、自宅訪問・来所 

相談等において周 

知 

エ認知症理解の推進 

 

・高齢者・住民 

・民生委員 

・サロン、地域活動参 

加者等 

・認知症理解普及・啓発活動 

・認知症地域支援推進員との連携 

・認知症サポーター養成講座開催 

・認知症カフェ 

相談・訪問時 

 

1か所 

6回 

講座1回 
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⑤包括的・継続的ケア

マネジメント事業 
ア包括的・継続的ケアマ

ネジメント支援 

 

・居宅介護支援事業所 

・介護支援専門員 

・介護事業所 

①地域ケア個別会議の開催 

②困難事例への対応 

③要支援者把握 

４回 

随時 

随時 

1回 

支援者会議開催 

毎月の給付票持参

時状況確認 

ｻｰﾋﾞｽ担当者会議

出席 

 イ関係機関との連携 ・関係機関 

・医療機関 

・民生委員 

・自治会 

・関係機関との連携体制構築（フォーマル、 

インフォーマル） 

・入退院や介護サービス利用が継続的に支援さ

れるための連携 

随時 

 

随時 

連絡等必要時に詳 

細に話し合いを行 

っている 

⑥指定介護予防支援・ 

介護予防ケアマネ 

ジメント 

ア介護予防ケアマネジ

メント 

イ指定介護予防支援事   

業 

・事業対象者、要支 

援者、家族 

・居宅介護支援事業所 

・介護事業所 

・社協（総務課） 

・利用者の状況把握 

・利用者との契約業務 

・新規居宅支援事業所との契約業務 

・ケアマネジメントへの助言 

・担当者会議への出席 

・給付管理 

随時 

 

 

30回 

 

30回 

契約 年23件 

新規居宅 1件 

問合せの他給付票 

持参時に情報共有 

坦会 46回 

給付管理 571件 

⑦専門的スキルの向

上 

①研修・会議への参加と

自己研鑽 

・みやこ北部包括 

・委託包括 

 

・県内研修会への参加 

・委託包括内での研修 

・事例検討会による資質の向上 

・自己研鑽 

3回 

3回 

 

3回 

12回 

5回 

 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 
介護予防ケアマネジメント 32件 32件 34件 34件 35件 34件 34件 35件 34件 33件 34件 30件 401件 111.4％ 360件 

介護予防支援 14件 15件 17件 19件 19件 18件 19件 17件 19件 19件 17件 15件 208件 192.6％ 108件 

総合相談対応 127件 173件 159件 147件 168件 156件 155件 145件 118件 153件 109件 106件 1,716件 143.0％ 1,200件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

北部地域連絡会   × ○  ×  ×     

地域ケア個別会議  ×   ×   × ○  ×  

認知症サポーター養成講座       ×     ○ 

認知症カフェ  ×  ×  ×  ×  ×  × 

民協定例会参加  × ○        ○  

【総合評価】 

・効率性： ４月から８月まで職員の欠員があった。９月に職員が配置されたが未経験者のため、ＯＪＴに時間が割かれ、事業管理項目の実施が予定通り進 

まないながらも、可能な限り実施できるよう取り組んだ。また、活動項目については目標値の達成を行う事が出来た。 

・有効性： 計画した事業管理項目の達成は約３０％ではあるが、認知症カフェ等計画者が退職したことによる実施の困難さがあった。地域を活性化すること 
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は重要ではあるが、事業管理項目の計画は実施可能な量を着実に実施することが必要であると考える。 

・インパク ト： 民生委員・医療連携室との連携・情報共有を頻回に行うことにより、発生した事例の方向性についての互いに意見を出し合い、今後の展開につ 

いて検討も行い、予見を共有しながら取り組むことが出来た。また、民生委員や地域から、各種イベントへの勧誘が多くなり、参加して時間を共 

有することで、信頼関係を徐々に構築してきている。 

・妥当性： 独居高齢者において、身寄りが全く見つからない人が増えてきている。その方の支援について、包括が対応すべき範囲が計り知れない。ケース 

バイケースではあるが、徐々に包括が本来行うべき業務以外の細かい支援が多くなっている。対応の境界線の判断が難しくなっている。 

・持続性： 北部包括開所５年経過し、５年前に活動していた人々が、高齢化にて地域の集まりに参加できなくなっている。現在、集まりの場を１か所企画設 

置はしているが、参加者の平均年齢は年々上がっている。誰でも参加できる場所としているので、新しい人に参加してもらえるように、回覧板等を 

用いて常に周知を繰り返し行いながら、集まりの場の継続を目指す。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

・保健師その他これに準ずる者 １名 

・社会福祉士その他これに準ずる者又は主任介

護支援専門員のいずれか１名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

・管理者／社会福祉士 1名 

・看護師 1名 

〇車両等： 

ダイハツミライース 1台 

 

 
 

【みやこ中央地域包括支援センター】  

Ⅱ．事業目標  

 ・地域の資源や課題を把握し、地域の特色や強みを活かした地域づくりを行う。 

 ・多職種との連携を強化し、包括的な支援体制づくりを進める。 

・地域包括支援センターの周知と役割の理解を深め、総合相談支援体制を構築する。 

・高齢者をはじめ地域住民が互いに支え合う地域づくりを進める。 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 総合相談支援事

業 

ア.総合相談支援 

 

 

 

 

イ． 実態把握 

 

 

圏域の高齢者及びそ

の家族・地域住民

など 

 

 

圏域の高齢者及びそ

の家族・地域住民

など 

▶多様な相談に対応できるように職員研修

の充実、窓口体制などを整備する。また、

市及び介護保険関連施設等の関係機関と

情報交換を行い相談窓口の広範な連携強

化を図る。 

▶高齢者の心身状況や家庭環境等について

の実態把握を行い、隠れた問題やニーズを

発見し早期対応できるように取り組む。 

100件/月 

 

 

 

 

15件/月 

 

 

ア達成 

各自研修参加し自

己啓発に努めた。

ケースに応じて関

係機関と連携。 

イ達成 

救急搬送等緊急時

にはすぐ対応 

ウ達成 
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ウ.地域のネットワ

ーク構築業務 

圏域の地域及び関係

機関など 

▶地域の社会資源やニーズを把握し相談時

に適切な情報を提供する。 

▶保健・医療・福祉をはじめとする地域の関

係機関のネットワーク構築を図る。 

▶センターの利用促進及び適切な介護サー

ビス利用等地域住民へ普及啓発を行う。 

▶センターの周知を広め見守り機能を強化

充実させる。 

▶関係者会議に出席し関係者等との連携を

図る。 

2回/年 

 

2回/年 

 

1回/月 

 

1回/月 

 

1回/月 

サロン等、各地区

の民協に参加しセ

ンターの周知を図

った。医療・障

害・困窮分野の会

議に参加、連携を

図った。 

② 権利擁護事業 ア. 成年後見制度の

普及・啓発 

イ. 成年後見制度の

活用支援 

 

ウ. 高齢者虐待への

対応 

 

エ. 困難事例への対

応 

オ. 消費者被害防止 

 

 

カ.認知症対策 

圏域の高齢者及びそ

の家族・地域住民等 

圏域の高齢者及びそ

の家族等 

 

圏域の高齢者及びそ

の家族等 

 

圏域の高齢者及びそ

の家族 

圏域の高齢者及びそ

の家族・地域住民 

 

圏域の地域住民 

▶成年後見制度の普及啓発（チラシ配布） 

 

▶認知症等により判断能力の低下がある場

合は適切な介護サービスの利用に加え、

成年後見制度の活用を支援する。 

▶通報を受けた場合は高齢者虐待防止法に

基づき速やかに当該高齢者の状況把握・

市担当部署等と連携し適切に対応する。 

▶困難事例を把握した場合は実態把握のう

え各関係機関と連携し対応策を検討する 

▶消費者被害状況の把握を行い情報伝達と

適切な対応により被害防止するとともに

被害回復のため関係機関を紹介する。 

▶認知症の理解に関する普及啓発及び認知

症サポーター養成講座の開催 

チラシ20枚/月 

 

2回/月 

 

 

3回/年 

 

 

1件/月 

 

2回/年 

 

 

2回/年 

ア達成 

各地区の民児協定

例会に参加し普及

啓発に取り組ん

だ。 

イ達成 

ウ達成 

市と共有連携し速

やかに対応 

エ達成 

地域ケア個別会議

で検討 

オ達成 

住民への啓発チラ

シ配布 

カ達成 

孫世代認サポの開

催協力実施 

③ 包括的・継続的ケ

アマネジメント

事業 

ア. 包括的・継続的ケ

アマネジメント

体制の構築 

 

 

圏域の介護支援専門

員及び関係機関 

 

 

 

▶施設・在宅の切れ目ない支援のため関係

機関との連携を構築し、地域の介護支

援専門員との連携を支援する。また、

様々な社会資源を活用できるよう地域

の連携・協力体制を整備する。 

2回/年 

 

 

 

 

ア達成 

介護支援専門員 

がスムーズに支 

援できるように 

医療と連携 

イ未達成 
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イ. 介護支援専門員

に対する支援 

圏域の介護支援専門

員 

▶日常的個別相談・支援を行う。また、定

期的に地域ケア個別会議・事例検討会

を実施し個別支援のサポートを行う。 

▶支援が困難な事例の検討及び助言 

4回/年 

 

 

適宜 

4回の予定であっ 

たがケース提出 

なく1回のみにな 

った。事例の選 

定範囲の再検討 

を行う。 

④ 介護予防ケアマ

ネジメント・指定

介護予防支援事

業 

ア. 新規、変更に伴う

居宅依頼 

イ. 契約締結（居宅・

事業所） 

ウ. ケアプランの確

認及び意見作成 

 

エ. 適正な給付管理

等請求事務 

事業対象者・要支援

1，2 の利用者とその

家族 

居宅介護支援事業所 

包括 

 

 

包括 

▶利用者の意向確認のうえ、居宅の選定及

び依頼 

▶サービスの利用にあたっては懇切丁寧な

説明を行い契約を締結する。 

▶プラン作成にあたっては要介護状態の予

防、軽減、重度化防止及び生きがいや

自己実現のための取り組みを支援する 

▶介護予防のために地域ケア個別会議へ参

加し評価や更新プランの参考にする。 

▶適正な給付管理に努める。 

3件/月 

 

3件/月 

 

80件/月 

 

 

1件/2か月 

 

80件/月 

ア達成 

 

イ達成 

 

ウ達成 

サービス担当者 

会議への参加や 

ケアプランコメ 

ントを通し支援 

エ達成 

⑤ 資質の向上 ア. 内部研修の企画 

イ. 外部研修の参加 

ウ. 市・委託包括連絡

会 

委託包括職員 

直営包括 

▶各種研修や事例検討会を企画、定期開催 

▶県や市、各団体の研修への参加 

▶直営包括との連絡会により情報共有 

▶SCとの合同研修の企画 

2回/月 

3回/年/人 

1回/月 

2回/年 

ア達成 

イ達成 

ウ達成 

 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

総合相談 192 195 189 173 162 128 180 170 170 207 203 188 2,157 179.8％ 1,200件 

介護予防支援 31 32 33 27 26 24 25 26 24 23 22 22 315 105.0％ 300件 
介護予防ケアマネジ

メント支援 
48 52 51 50 44 45 45 43 42 40 38 37 535 81.1％ 660件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

地域ケア個別会議   ×   ◎   ×   × 

地域ケア連絡会     ×      ×  
認知症サポーター

養成講座 
 ×    〇2回  ×     

普及啓発活動 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

事例検討会義    ×         

連絡会・研修会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
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【総合評価】 

・効率性：投入された財は、それぞれ目標達成に向けて効率的に作用している。 

・有効性：計画された活動は、プロジェクト達成に効果的であった。 

・インパクト：計画された活動は、負のインパクトは認められず意図されたインパクトが得られた。 

・妥当性：活動計画は、事業目標達成のため、対象のニーズに合致している。 

・持続性：委託事業を中心に成果の質を向上させていくことが求められる。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

 ・管理者兼看護師       1名 

 ・主任介護支援専門員     1名 

 ・社会福祉士         1名 

 ・生活支援コーディネーター  1名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員体制（現行＝必要） 

 ・管理者兼看護師      1名 

 ・主任介護支援専門員    1名 

 ・社会福祉士        1名 

 ・生活支援コーディネーター 1名 

〇車両等： 

ダイハツミライース 1台 

 

 

<たろう地域包括支援センター > 

Ⅱ．事業目標 

・「高齢者が住み慣れた地域でその人らしい生活を支援する連携体制の推進」 

・地域の資源や課題を把握し、地域の強みを活かした地域づくりを行う。 

  ・地域包括支援センターの周知と役割促進を図り、総合相談支援体制づくりに努める。 

・多職種、地域との連携強化を図り、包括的な支援体制つくりに努める。 

 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

１総合相談支援事業 ①地域におけるネット

ワーク構築 
・田老地域の関係機関 

・民生委員等 
・たろう地域連絡会 

・田老地区民生委員児童委員協議会情報交換会

（事例検討等） 
・グループホーム運営推進会議参加（2ヶ所） 

6回／年 

3回／年 

 

12回／年 

・連絡会は他事業や個別対

応等により予定よりも少

ない4回での開催。 

・情報交換会は事例検討の

ほか、要望に応じた内容

（介護保険説明）で実

施。 

 

 

 

 ・介護保険課 

・委託包括 

・社協 

・委託包括内連絡会 

・包括管理者会議参加 

・市包括との連携（情報共有） 

12回／年 

 

・連絡会及び事例検討を通

して他包括との情報共

有、より良い対応につい

て検討することができ

た。 

・統括課長、補佐をはじ
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め、他包括や市包括と適

宜連携している。 

 ②実態把握 ・高齢者 

・民生委員 

・住民 

・民生委員へ心配な世帯の情報提供の依頼 

・自治会やサロン活動、地域住民からの情報

提供の推進 

随時 ・民生委員より気になる世

帯に関する情報を受け、

生活支援相談員や関係機

関との連携のもと訪問等

を実施。 

・地域サロンからの依頼を

受け、講話（介護保険説

明）を実施。今後も連携

できるよう努めていく。 

 ③総合相談支援 

 

・高齢者 

・家族 

・関係機関、医療機関 

・民生委員等 

・総合相談対応（通年） 

 継続的、専門的総合支援 

・個別訪問（要経過観察者） 

・包括だより発行(包括周知、理解促進) 

60件／月 

 

15件／月 

4件／年 

・本人の疾病や特性により

関係構築が難しかった

り、地域で孤立していた

りする複数のケースに関

して受診等を機に継続的

な関わりにつなげること

ができた。 

・要経過観察者に係る個別

訪問は他事業等により訪

問数は減。 

２権利擁護事業 ①成年後見制度の普

及・啓発 
・関係機関 

・民生委員 

・住民 

・高齢者・家族 

・成年後見制度の理解、周知 

・本人や家族の相談対応、制度説明、申し立て

支援 

・成年後見センターとの連携 

・日常生活自立支援制度の利用支援 

随時 ・申立等成年後見に係る支

援0件。 

・日常生活自立支援事業利

用者2名に関し、窓口業

務（支援員対応）や権利

擁護センターとの連絡調

整を実施。 

 ②高齢者虐待への対応 

 

・関係機関 

・民生委員 

・住民 

・高齢者 

・虐待防止、早期発見の啓蒙活動 

・早期発見、早期対応（市との連携） 

・虐待通報の理解、周知（関係機関等） 

随時 

 

・虐待相談及び対応は0

件。 

・虐待防止及び早期発見の

観点から、ケアマネジャ

ーへ高齢者虐待に関する

情報提供を行い、理解を

促している。 

 ③消費者被害の防止 ・関係機関 

・民生委員 

・住民 

・高齢者 

・消費者被害予防と早期発見・対処 

・再発防止 
随時 ・消費者被害に関する相談

及び対応は0件。 

・認知機能の低下等により

消費者被害を受ける可能

性がある世帯に関して、

関係者で情報共有し定期

的に状況把握をするよう

努めている。 

３包括的・継続的ケアマ

ネジメント支援事業 
①包括的・継続的ケア

マネジメント支援 

 

・居宅介護支援事業所 

・介護支援専門員 

・介護事業所 

・地域ケア個別会議の開催 

・困難事例への対応 

・要支援者把握と情報共有 

4回 ・地域ケア個別会議1件。

居宅の事例提供対応困難

さがみられる。 

・ケアマネからの相談に適

時対応。困り感に寄り添



- 130 - 

 

い、よりよい支援をとも

に検討している。 

 ②関係機関との連携 ・関係機関 

・医療機関 

・民生委員 

・自治会 

・関係機関との連携体制構築（フォーマル、イ

ンフォーマル） 

・医療機関等との事例検討 

随時 

 

3回／年 

・第2号被保険者について

の疾患理解、医療機関と

介護事業所の調整等利用

者の不利益防止とケアマ

ネとの関係性構築に心が

けた。 

４第１号介護予防支援 ①介護予防ケアマネジ

メント 

②指定介護予防支援事

業 

・事業対象者、要支援

者、家族 

・居宅介護支援事業所 

・介護事業所 

・社協（総務課） 

・利用者との契約業務 

・新規居宅支援事業所との契約業務 

・ケアマネジメント（プラン）への助言 

・担当者会議への出席 

・給付管理 

随時 

 

随時 

30回／年 

18件／月 

・新規契約9名 

・給付管理数平均20件/月 

・担当者会議出席26回 

 

５認知症総合支援 認知症理解の推進 

 

・高齢者 

・民生委員 

・住民 

 

・認知症理解普及・啓発活動（認知症カフェ等

の実施） 

・認知症地域支援推進員との連携 

・認知症サポーター養成講座（企業） 

4回 

 

 

1回 

・予定通り6回実施。関係

者と事前打合せ、振り返

りを行い目的・内容を共

有することができた。 

 

６生活支援体制整備事

業 
生活支援コーディネー

ターとの連携・協力 

 

・住民 

・自治会 

・民生委員等 

・個別、地域の情報共有 

・支えあいマップ作り 

・居場所づくりの活動 

適宜 ・支え合いマップの作成を

機に、包括、生活支援相談

員と協働のもと地域での新

たな取り組みについて検討

している。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

総合相談対応 86 78 76 82 84 90 90 67 94 136 63 93 1,039 144.3% 720 
介護予防ケアマネジ

メント 12 13 13 13 11 11 10 9 8 11 10 10 131 91.0% 144 

介護予防支援 9 9 10 9 9 9 9 9 10 8 8 8 107 111.5% 96 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

たろう地域連絡会  ◎  ×  ◎  ◎  ◎  × 

地域ケア個別会議   ×  ×  ×  ×   ○ 

認知症カフェ × ○ ○  ◎  ◎  ◎  ◎  
高齢者意見交換会（民協）  ×    ◎    ×  ○ 

【総合評価】 

○効率性 

 ・地域関係機関のネットワーク構築のための連絡会では民生委員の参加が多数あった。高齢者だけではなく関心が高い事柄などテーマに取り上 

げることで参加者が意欲的に情報交換や検討を容易に行える環境作りも必要と感じた。民生委員へは来年度も参加を促していきたい。 
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○有効性 

 ・認知症カフェは計画通りに実施でき、参加者、スタッフのニーズ把握から目的の再確認ができた。来年度はスタッフ（関係機関）との協働を 

高めると共に地域への認知症理解の推進のための取組を行っていく。 

○インパクト 

 ・訪問による状況把握が難しい世帯や精神的に不安定であるが医療につなぐことができずにいた世帯に対して、遠方の子供の帰省や体調の急変 

等に対する支援の機会などから積極的に介入。困りごとを抱えた状況の理解からさらに関係性構築ができサービス利用の展開や引きこもりの 

孫の就労支援につながるなど良い結果となった。 

○持続性 

 ・日常生活上支援が必要とされる住民に対して制度対象外や暫定によるサービス制限など、どのように生活を支えることができるのかと考えさ

せられるケースあり。対象者の強みや地域とのつながりなどにより自立した生活を支えていく方法を関係機関と検討する必要性を確認した。 

○妥当性 

 ・個別ケア会議の開催が1回のみ。ケアマネ支援と地域課題の抽出が目的とされるが会議の意義や効果が開催する包括でさえ自信を持ち㏚できな 

い状況である。参加者の有意義な会となるよう会の進行などスキルアップの重要性を感じた。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

 ・管理者 １名 

 ・保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士の 

いずれか１名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・管理者 １名（主任介護支援専門員） 

 ・社会福祉士 １名 

〇車両等 

・スズキアルト 1台 

 

 

<にいさと地域包括支援センター> 

Ⅱ．事業目標 

  ・総合相談窓口として、地域の相談や困りごとを包括的に受け止め、その世帯や地域に寄り添い支援を行う。 

  ・住民・関係者とともに、地域の資源や課題を把握し、地域性を生かした地域づくりを進める。 

  ・多職種と連携強化を図り、高齢者が地域で安心して暮らせるためのネットワーク強化に努める。 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 地域連携とネッ

トワーク強化 

≫地域の情報交換と

共有、連携強化 

≫医療・福祉関係者 ≫新里地区連絡会 12回 ≫12回開催 計画

通り 

≫地域住民 ≫新里地区民協定例会への出席 6回 ≫10回出席  

個々のケースを中

心に担当民生委員

との情報共有を図
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った。 

≫関係機関・事業

所・施設等 

≫地域や関係機関・施設等が開催する運営

推進会議等への出席 

4回 ≫11回出席 

関係機関の会議に

積極的に出席し情

報交換と連携強化

に努めた。 

② 生活支援体制整

備事業との連携・

協力 

≫生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

ｰとの連携・協力 

≫地域住民 ≫支え合いマップづくり 新規１件 

更新２件 

≫新規１：茂市・

日向地区、更新

２：刈屋・中野地

区、蟇目・八坂地

区実施 

≫地域住民 ≫フリーカフェへの協力 3回／月 ≫21回/年 

新里Ｃ内職員(包

括のほかにCM等も

協力あり。 

③ 総合相談支援事

業 

≫高齢者世帯の状況

と実態を把握した包

括的な相談支援 

≫地域住民・関係機

関 

≫相談支援と対応 60件／月 ≫45件／月 

カウント方法が変

更となり、相談を

受けた後の連絡・

調整はカウント外

となったため目標

値未達成。 

④ 権利擁護事業 ≫高齢者権利擁護 ≫地域住民・サービ

ス事業所・関係機関、

成年後見センター 

≫高齢者権利擁護（虐待、成年後見、日

常生活自立支援事業等）に関する相

談・対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

随時 

 

 

1回／年（必要

により開催） 

≫6件 

入院中の支払いや

万が一の場合の預

金引き出しなどに

付き添う等の支援

を行なった。書類

等手続きが滞って

いたり大きな買い

物をする方の相談

等があったが、包

括とケアマネ等が

関わり支援してい
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≫支援会議（権利擁護）、コアメンバー

会議（虐待対応時） 

る。 

≫虐待相談：1件 

デイ事業所より相

談あり速やかに市

に相談のうえ事実

確認を本人・家族

に行い、大事にな

らず対応できた。 

 ≫権利擁護普及啓発 ≫地域住民、サービ

ス事業所、関係機関

等 

≫権利擁護に関する周知・啓発 随時パンフ配

布、説明 

 

≫新里地区内の事

業所の相談職員を

対象に「安心サポ

ート事業」の勉強

会を行ない、身寄

りのない方の支援

の1つの選択肢の

情報を得た。 

⑤ 包括的・継続的ケ

アマネジメント 

≫多職種による包括

的な支援体制づくり 

≫介護支援専門員 ≫地域ケア個別会議 

≫介護支援専門員への側面的サポート

（相談・支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

≫困難事例等の支援会議 

4回／年 ≫1回/年 

7月予定するもケ

ースに動きがあり

見送った経緯あ

り。3月に家族と

関係性が悪く家庭

内で孤立している

ケースを検討し、

専門職より助言い

ただいた。 

≫2件 

困難ケースの担当

ケアマネと支援者

で情報共有と今後

の対応方針等の検

討が出来た。 
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⑥ 介護予防ケアマ

ネジメント・指定

介護予防支援 

≫要介護状態を予防

し地域で自立した生

活を支援 

≫利用者、介護支援

専門員、サービス事

業所 

≫給付管理 

≫介護予防のための地域ケア個別会議 

≫担当者会議への出席 

12件／月 

2回／年 

32回／年 

≫平均11件／月 

≫11月出席 

≫31回／年 

⑦ 認知症対策 ≫認知症の理解促進

と認知症にやさしい

地域づくり 

≫地域住民、学校、関

係機関 

≫認知症カフェの開催（茂市「かだって

カフェ」他１か所） 

 

 

≫認知症サポーター養成講座（学校、地

域） 

年６回 

 

 

 

3回／年 

 

≫3回開催（7月、

10月、12月） 

 

≫４回実施 

 茂市・日向地

区、 

下刈屋地区 

 新里中学校、新

里小学校 

⑧ 専門職としての

資質向上 

≫相談援助職として

のスキルアップ 

≫担当職員 ≫研修会・講座・会議等への参加・復命 

委託包括連絡会・研修会の出席 

ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部会の出席 

外部研修・講座への参加 

 

12回 

5回 

10回 

 

≫11回出席 

≫6回出席 

≫13回参加 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

相談対応 42 57 42 55 53 55 51 34 29 46 37 42 543 75.4% 720件 

指定介護予防支援 7 6 3 5 5 5 4 4 4 4 4 4 55 171.9% 32件 

介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 4 4 7 8 7 7 8 7 7 7 6 5 77 80.2% 96件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

地区連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

認知症カフェ  ×  ◎  × 〇 × 〇 ×  × 

認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座   ◎ ×  ◎ 〇 ◎     

地域ケア個別会議    ×  ×  ×  ×  〇 

【総合評価】 

・効率性 

 今年度より「相談」と「対応」と別々にカウントをすることになった影響もあるためか、相談対応件数が目標値に至らなかった。ただし、相談

者や世帯への相談対応はこれまでと変わりなく支援、徐々に慣れ効率的に件数をカウントできるようになってきている。次年度は現行のカウン

トの方法での目標値設定にしていく。 

・有効性 

 困難ケースの対応について支援者間で支援会議を複数ケースで行った。このことは、担当ケアマネが一人で抱え込まず、今後の支援方針や万が

一の対応など支援者間での共有が図られることにより支援の質や支援者のモチベーションを高めるツールとして有効であることを実感できた。 
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・インパクト 

 認知症の方を地域で見守り支え合う取り組みの必要性が高まり、地域の自治会に働きかけ「認知症サポーター養成講座」を２つの地区で実施出

来た。「認知症カフェ」と比べ、より認知症について正しい理解と対応について図られる効果と、地区に介入するに際に有効な方法の一つにもな

り、住民に対しインパクトを与えられることが出来たと思われる。 

・妥当性 

 「地域ケア個別会議」は実施直前にケースに大きく動きがあったため市の助言もあり見送り３月に別のケースで開催。新里地域にある居宅介護

支援事業所数やケアマネ数には限りがあり、目標回数には至らなかったものの、担当ケアマネにとっては専門職からの有用な助言を受けること

が出来、妥当であったと思われる。 

・持続性 

 地区連絡会は毎月計画通り継続し実施出来ている。その結果支援者間の連携強化と情報共有が図られ、不足していた情報や、安否確認が出来て

いる。 

 

○職員体制（運営規程／配置基準） 事業計画・予算を遂行するための体制 

・管理者 1名 

・保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士の

いずれか1名以上 

○職員 

・管理者 1名（社会福祉士） 

・主任介護支援専門員 1名 

〇車両等： 

・スズキアルトNo.3316 1台 

 
 

<かわい地域包括支援センター> 

Ⅱ．事業目標 

 ・地域の資源や課題を把握し、地域の特色や強みを明らかにして行く。 

 ・多職種との連携強化を進め、地域で安心して生活できる包括的な支援体制づくりに努める。 

  ・地域包括支援センターの周知と役割の理解促進を図り、総合相談支援体制づくりに努める。 

  ・高齢者をはじめ地域住民が互いに支え合い、安心して暮らせる地域づくりを進める。 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 総合相談支援 総合相談支援 

 

実態把握 

 

地域におけるネット

ワーク構築 

・高齢者及びその家

族 

・地域住民 

・関係機関 

 

 

・様々な相談に対し、的確に状況を把握し、

相談内容に応じた適切な支援、継続的な見守

り等の支援を行う。 

・高齢者の心身の状況、家族の状況、生活状

況等について実態把握を行うことで、潜在ニ

ーズを発見し早期に対応する。 

相談件数 

60件/月 

 

訪問件数  

20件/月 

 

・相談件数は月平 

均71.2件、個別訪 

問件数は月平均 

45.4件であり目標 

達成。 
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 ・地域の関係者の会議に出席し、協力体制及

び連携を図る。（医療関係機関連絡会、民児

協定例会） 

・地域包括支援センターを周知し、見守り機

能を強化する。（見守り連絡会議） 

2回/月 

 

 

2回×5会場/年 

 

・支援を必要とす 

る高齢者の情報を 

得て総合相談支援 

につなげることが 

出来た。 

② 権利擁護 成年後見制度の普及 

啓発 

 

高齢者虐待への対応 

 

消費者被害の防止 

・高齢者及びその家

族 

・地域住民 

・関係機関 

 

・成年後見制度について、地域の集まり等

の中で情報提供していく。 

・高齢者虐待は、市の高齢者虐待マニュア

ルに従い、市と連携し迅速に対応する。 

・消費者被害を未然に防ぐため、地域の集

まりや訪問活動の際に情報を提供する。 

➡消費者生活センター出前講座の活用 

随時 

 

必要時 

 

 

1回/年 

 

・権利擁護及び虐

待に関する相談件

数はなかったが、

今後も、地域の集

まりの中で、情報

提供や普及啓発を

行っていく。 

③ 包括的・継続的ケ

アマネジメント 

包括的・継続的なケア

体制の構築 

 

介護支援専門員への

支援 

・介護支援専門員 

・地域住民 

・関係機関 

 

・医療機関をはじめ関係機関との連携体制 

を構築し、介護支援専門員と関係機関の連 

携を支援する。➡医療連絡会 

・定期的な地域ケア個別会議の開催や事例 

検討会等を実施し介護支援専門員の資質向 

上を図る。 

 

1回/月 

 

 
地域ケア個別会議 

４回/年 

事例検討会等 

2回/年 

・地域ケア個別会 

議及び支援会議は 

特に困難事例がな 

く実施に至らず、 

目標達成できなか 

った。 

④ 介護予防支援 介護予防ケアマネジ

メント 

 

指定介護予防支援業

務 

・総合事業対象者 

・要支援１・２の利用

者 

・居宅介護支援事業

所 

・関係機関 

・地域住民 

 

・委託先の指定居宅介護支援事業所が作成

した介護予防サービス計画原案について

助言指導を行う。 

・サービス担当者会議に参加し、介護予防

サービス計画原案の確認と利用者の状況

把握を行う。 

・適正な給付管理に努める。 

介護予防ケアマネジ 

メント 

25件/月 
指定介護予防支援 

5件/月 

・サービス担当者 

会議に参加し、介 

護予防プラン原案 

について自立支援 

に向けた助言を行 

った。 

⑤ 認知症対策 認知症支援体制構築 ・高齢者及びその家

族 

・地域住民 

・関係機関 

 

・地域における認知症の理解と啓発のため

に認知症カフェを開催する。 

・個別相談により、認知症の早期発見と適

切な医療へと繋げる。 

認知症カフェ 

8回/年 

＊4会場 

（新規 1会場） 

・認知症カフェを 

３会場３回実施。 

（9回/年） 

認知症について、

自分のことと捉え

るようになり、認

知症の理解に繋が
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っている。 

 

⑥ 資質の向上 専門職としてのスキ

ルアップ 

・包括職員 ・各種研修会に参加し自己研鑽に努める。 

・地域包括支援センターの活動を共有し相

談の場として地域包括支援センター連絡

会を活用する。 

 

5回/年/1人 

1回/月 

・研修の成果を実 

践に活かしていく 

 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

総合相談件数 83 82 67 71 77 85 63 74 61 58 56 77 854件 118.6％ 720件 

訪問活動件数 44 56 42 42 50 46 45 59 41 35 28 57 545件 227.1％ 240件 

指定介護予防支援 4 4 3 1 2 2 2 2 3 3 2 3 31件 51.7％ 60件 
介護予防ケアマネ

ジメント支援 25 23 25 23 23 28 15 33 21 21 19 21 277件 92.3％ 300件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

地域ケア個別会議  ×   ×   ×   ×  

地域ケア連絡会    ◎     ×    

医療連携連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

認知症カフェ  ◎ ◎ ×  ◎ ◎ ◎   ◎ ◎ 

【総合評価】 

・効率性 地域のネットワークを活用し、事業を実施することが出来た。 

・有効性 事業活動は、高齢者等地域住民が互いに支え合い、安心して暮らせる地域づくりを進めることに対して効果があった。 

・インパクト 事業活動については、負のインパクトは認められず、意図した成果が得られた。 

・妥当性 事業活動は、対象ニーズに即しており事業目標を解決するために取り組むことが出来た。 

・持続性 地域の特性を踏まえた関係性を大事にすることで、地域のネットワークをさらに構築していく。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

 ・管理者兼保健師 1名 

 ・社会福祉士又は主任介護支援専門員 1名 

 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・管理者兼保健師 １名 

 ・社会福祉士（居宅介護支援事業所介護支援 

専門員と兼務） １名 

〇車両等： 

 スズキアルト 1台 
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<生活支援体制整備事業（１層）> 

Ⅱ．事業目標 

 ・高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりが広がる 

 ・地域住民の互助を基本とした、生活支援のしくみづくりがはじまる 

Ⅲ．事業活動  

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 地域における高齢

者の生活支援体制

の整備の推進 

(1) ボランティア等を

担い手とした生活

支援サービスの資

源開発 

(2) サービス提供主体

間のネットワーク

の構築 

地域住民 

民生委員児童委員 

超な自治会長 

民間企業・団体 

社福法人 

ボランティアセンター 

地域懇談会の開催 16地区/年 地域包括主催の地 

域懇談会へ随時参 

加した（2地区）。 

住民向け養成研修会の実施 1回/年 未実施。 

サービス提供主体間情報交換会の開催 2回/年 地域包括支援セン

ター連絡会出席（9

回/年）民協定例会

へ随時参加した際

の情報交換を 実

施。 

第1層協議体の 

立ち上げに至らな

かったことから目

標値の市全域での

開催はならなかっ

た。 

（協議体設置へ向

けての打合せは実

施。） 

② 地域包括支援セン

ター、第2層SCとの

連携 

(1)地域の高齢者のニ

ーズ及び地域資源

の把握とその見え

る化 

(2)各地域におけるニ

地域包括支援センター 

第 2層 SC 

地域住民 

地域懇談会への参加 随時 民協定例会、地域

包括主催地域福祉

懇談会に随時出

席。 

住民支え合いマップづくりへの参加 16地区/圏域 各地域第2層SCの

取り組みについて
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ーズや地域資源の把

握 

報告を受ける。そ

の他マップづくり

の研修を実施。 

ニーズ調査アンケートの実施 包括8圏域 未着手により実施

なし。次年度へ繰

越で実施。 

包括連絡会への参加 12回/年 概ね計画どおり。

（9回/年） 

SC連絡会 12回/年 計画どおり実施。

内部研修として活

動事例発表も随時

行い、市担当課主

催の研修等も併せ

て行った。 

③ 多様な主体関係者

間の協働 

(1) 目指す地域の姿・

方針の共有や意識

の統一を図る取り

組み 

(2) 生活支援サービス

への協力依頼等、

参画への働きかけ 

関係機関 

地縁組織 

地域住民 

民間企業・団体 

ボランティアセンター 

協議体を組織する 1回/年 未着手。 

立ち上げに向け 

た研修会への参 

加に留まった。 

地域懇談会 12回/年 地域包括主催の 

地域懇談会及び 

地区民協定例会 

へ参加。 

関係機関等の会議等への参加 随時 市・都市計画課 

並びに市民交流 

センター建機会 

議に出席。 

関係団体、企業・団体訪問 随時 別事業で訪問にて

実施。 

企業・団体向けアンケート 1回/年 未実施。アンケ 

ート素案作成に 

留まった。 

研修会、講演会の開催 1回/年 市保健課：新任 

保健推進委員研 

修。 
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宮古市社会福祉 

大会講演におい 

て地域共生につ 

いて取上げた。 

情報の発信（情報紙、SNS） 4回/年 定期発行には至ら

なかったが、業務

説明依頼時等で実

施。 

啓発用チラシ作成 1回/年 リニューアルし6 

月に完成、各第2 

層へデータ配布 

④ 第2層SCの業務支

援 

SCのスキルアップ 第 2層 SC 

関係機関 

内部研修（事例検討） 6回/年 毎月のSC連絡会 

内でミニ研修会 

を実施（4回）。 

外部研修（Web研修含む） 随時 協議体設置に係 

るWeb研修及び視 

察研修に参加。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

地域懇談会  2  2 1        5 31.3% 16件 

住民向け講演会  1           1 100.0％ 1件 

住民向け研修会  7           7 233.3％ 3件 

サービス提供者主体間情報交換会  1     1 1     3 150.0％ 2件 

ニーズアンケート（住民）             0 0％ 1件 

企業向けアンケート  1（打合せ）           (1) 0％ (1)件 

情報発信  2   1        3 100.0％ 3件 

SC連絡会 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 100.0％ 12件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

住民向け講演会  ◎  ◎    ○     

住民向け研修会  ◎  ×  ×    ×   

地域懇談会    ◎2         

支え合いマップ研修   ◎      ◎    

ニーズアンケート（住民）           ×  

企業向けアンケート  （打合せ）  ×       ×  
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協議体の設置         ×   （研修会） 

SC連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

企業・団体訪問    ◎ × × ◎   × ×  

情報発信  ◎ × ◎  ×  ○ ×  ×  

チラシ作成   ◎          

内部研修 ◎    ◎ ◎     ◎ ◎ 

外部研修(随時)  ◎  ◎      ◎  ◎ 

【総合評価】 

・効率性 

 市介護保険課、健康課や地域包括支援センターの住民向け講座や事業説明会への参加をとおして、地域を問わず多くの参加者に事業説明をすること 

ができた。SCチラシのリニューアルも広報活動の効率化につなげることができた。 

 企業アンケートの実施について、第2層SCの他、VCやくらしネットなど社協内関係部署との事業共有の準備ができず実行できなかった。 

・有効性 

 関係機関からの事業説明依頼を受けることによって、SC自身の事業理解、説明の工夫など情報発信のスキルアップにつなげることができた。 

 社協内部の部署と合同でマップ研修を開催、合同で開催する事で多職種連携や様々な視点、マップ実施後地域の関りの重要性を理解した。 

・インパクト 

 生活支援体制整備事業及びＳＣの広報用チラシの全面リニューアルをプロのデザイナーへ依頼し作成。チラシの活用の幅を広げることができた。 

・妥当性、持続性 

協議体の立ち上げに向けて住民向け講演、研修、ニーズ調査、地域資源の協力体制の把握など取り組むべき事業、活動に着手できないものが多く全

体として中途半端で終了した。次年度に持ち越し急務として取り組みたい。（協議体設置に向けての打合せと研修会参加） 

○職員体制（運営規程） 

 ・第１層生活支援コーディネーター １名 

○職員体制（現行） 

 ・第１層生活支援コーディネーター １名 

〇配置車両： 

スズキアルトバン 1台 

 

<生活支援体制整備事業 2層河南> 

 Ⅱ．事業目標 

 ・つながり支え合いの充実 

・河南圏域の地域ごとの困りごとを支え合う住民同士の活動が増える 

・独居・高齢者夫婦がこれからのくらしに対して安心感が持てるようになる 

・高齢者も含めた住民が安心して暮らしていくためには、支え合いが必要との気持ちが住民同士に広まる 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 評価 
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目標値 コメント 

① 河南地域のニーズ 

 

 

地域資源の把握 地域訪問 

 

地域住民・民生委員 

自治会長・関係機関 

河南包括 

 

河南圏域自治区単位のアセスメント作成 

更新、共有 

通年 小山田地区の支え合

いマップ新規実施。

藤の川地区更新のマ

ップを実施（カフェ

のための情報共

有）。シルリハ教室

参加。地域活動の相

談のため民生委員等

へ相談訪問。 

地域資源の発掘やニーズの把握 通年 

支え合いマップの作成・更新 2回/年 

地域の自主活動等の訪問 通年 

自治会長、民生委員、企業、事業所への訪問 通年 

② 住民との協議の場

をもつ 

 

住民と顔の見える関

係性の構築 

地域住民・自治会長 

民生委員 

一層・企業・関係機関・ 

河南包括 

支え合いマップ（更新1件） 2回 小山田地区実施。3

月に藤の川地区更新

実施。 

サロン連絡会 1回/年 活動しているサロン

へ訪問・参加はした

が、連絡会までには

至らなかった。 

サロン訪問し活動把握 随時 自主サロン（磯鶏・

小山田地区、将棋カ

フェ） 

他シルリハの活動、

ほっとほーむの活動

の訪問。 

③ 資源の創出 ネットワークの構築 

 

地域課題の共有 

住民・民生委員 

自治会長・ボランティ

ア・学校・世話焼きさ

ん・企業・関係団体、

一層・河南包括・関係

活動の場の立ち上げ（新規） 1ヵ所 小山田（将棋カフ

ェ）夏の時期は気温

が高いため活動休

止。磯鶏地区住民、

高校生と共同しサロ

ンを実施。 
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機関 活動の支援者の発掘 随時 小山田地区、体操教

室参加者等協力者を

発掘。磯鶏地区、サ

ロンの開催場所・協

力者を発掘。 

④資質の向上 研修会の参加 生活支援コーディネ

ーター 

SC連絡会、河南包括定例会 

SC研修会 

毎月  

1回 

参加、定例会は随時

実施 

事例検討、先進地視察研修  他部署主催の事例検

討会へ参加。滝沢市

へスローショッピン

グ現地視察参加。 

包括、関係機関 地域ケア個別会議 年2回 1回参加 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

サロン等訪問 0 1 0 0 0 2 2 2 1 0 0 0 8 22.2％ 36件 

地域訪問 52 55 39 69 38 35 39 15 36 43 35 31 487 811.7％ 60件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 

SC連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

河南包括定例会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

支え合いマップ 

（研修会含む） 
  ◎     × 〇   ◎ 

サロン連絡会   ×     ×     

活動の場発掘    ◎   ×      

【総合評価】 

・効率性 

地域の状況を知るために支え合いマップを実施、ニーズを拾い資源（シルリハ教室）から活動（交流会・将棋カフェ、文化祭）へつなげた。 

地域の高校と共同でサロン交流会を実施すること生徒たちの意識が見えてきている。 

・有効性 

地域の集まりの場があることで住民同士の見守り、気になる時には声を掛け合う体制が確立されつつある。地域の活動に参加することによりお互い

に協力できる関係性につながった。 

・インパクト 
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ニーズから活動へ展開するまでの関わりの重要さやお互いに協力し合うことで活動が広がった。 

地域文化祭を開催することで地域の方がそこに住む住民の活動を知り、住民自身が地域の強みを知る機会になったと思われる。また、準備、片付け

に住民が参加したこともインパクトが大きい。 

・妥当性 

活動をすることでの課題も見え、住民と課題を共有、協力し活動のつながりを切らさない関係性づくりが重要、地域との関わりが継続できるよう後

方支援をしていく。 

・持続性 

住民が集まり住民のニーズを引き出し続けていく支援が必要。活動の内容を住民と相談しながら住民主体につながるように地域訪問を継続。住民の

できる事を発掘し地域でも活動ができるように進めていく。 

○職員体制（運営規程） 

 ・生活支援コーディネーター（2層） 

○職員体制（現行） 

 ・生活支援コーディネーター（2層） 

〇配置車両： 

スズキアルトバン 1台 

 

 

<生活支援体制整備事業 2層西部> 

Ⅱ．事業目標  

 支え合いの意識を醸成し、高齢者を含めた住民がずっと安心して暮らせる地域を目指す。 

Ⅲ．事業活動  

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① ニーズ・地域の

把握 

既存資源・地域課題・

住民ニーズの把握 

 

 

 

 

 

 

広報誌・チラシ等で

情報発信 

地域住民・関係行

政機関・サービ

ス事業所・関係

団体・自治会・

民生委員・企

業・担当圏域す

べての資源 

自治会・民生委員・地域の集まりに訪

問し、関係者との交流の機会を増や

す。 

千徳 2回/月 体操の場や地区民協、

自治会、学校の催しな

どに参加し、関係者と

の交流を深めた。ま

た、市の「個別避難計

画に係る意見交換会に

参加し、情報共有を行

った。 

花輪 2回/月 

集まる場を企画し、個別ニーズと地

域ニーズを把握する。 

千徳 2回/年 地域住民のニーズを確

認し、「みんなの作品

展示会」を企画した。

また、「千徳泉会」と

西中生徒による世代間

交流の場や要支援者の

花輪 2回/年 
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地域参加を目的とした

料理教室を開催した。 

住民支え合いマップを行い、地域の

強み・困りごと・地域ならではの資源

を掘り起こす。 

千徳 1地区 牛伏地区で支えあいマ

ップを開催し、地域資

源の情報収集に努めた

が、千徳地区では実施

できなかった。 

花輪 1地区 

圏域内の資源・住民活動の情報発信

を行い、住民の意欲向上とニーズを

把握する。 

6回/年 「せいぶだより」の発

行とブログへの掲載に

より情報の発信に努め

た。 

②資源の創出 

 

 

 

生活支援サービスの

発掘・開発 

 

地域の福祉サービ

ス団体・企業・社会

福祉法人・協働組

合・多様な事業主・

ボランティア活

動・支え合い 

発見された課題に対する解決策を話

し合い、どの機関がどのような役割

を担えるかを明らかにする。 

千徳 2回/年 

 

支えあいマップで挙が

った住民の声を市の担

当者に繋ぎ、解決の方

策を探った。また、買

い物支援の解決に向

け、各包括のSCと話し

合いを重ね問題の可視

化のためのマップ作り

に取り組んだ。 

花輪 2回/年 

元気な高齢者の社会参加・生活支援

サービスの担い手の育成を行い、チ

ームオレンジ結成をめざす。 

千徳 2回/年 料理教室で集まりの場

の参加者から協力をい

ただく事ができたが、

担い手の育成までは至

っていない。 

花輪 2回/年 

② 資質の向上 必要な知識やスキル

の向上 

行政職員 

地域福祉課 

１・2層ＳＣ 

 

協議体設置のための知識や情報収集

を行う。 

千徳 3回/年 研修に参加し、知識の

習得に努めた。また、

買い物支援の1層協議体

設置を目指して各包括

のSCと協力して地域の

情報収集に努めた。 

花輪 3回/年 

連絡会を定期的に開催し活動状況共

有及び相談の場として活用する。 

12回/年 SC連絡会に参加し、情

報を交換した。 
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目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

サロン訪問 
千徳 8 10 7 7 2 1 8 9 6 6 6 6 76 211.1％ 36件 

花輪 2 1 3 1 0 3 2 3 5 2 3 2 27 112.5％ 24件 

個別訪問 
千徳 67 25 10 31 8 9 60 4 21 1 26 2 264 110.0％ 240件 

花輪 75 25 0 48 44 17 52 4 54 35 63 15 432 180.0％ 240件 

SC連絡会 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 100.0％ 12件 

情報発信 1 0 0 1 1 0 1 0 1 0 1 0 6 100.0％ 6件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

協議の場 

(千徳・花輪) 
  × ○  ◎   ×   ○ 

SC連絡会 

(千徳・花輪) 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

支え合いマップ 

(千徳・花輪) 
   ○  ×    ×   

地域ケア個別会議 

(千徳・花輪)  × ○  ×   ×   × ○ 

【総合評価】 

・効率性： サロン活動や地区民協、自治会の催し、学校行事などに参加し、住民との関係を築くよう活動を行った。また、市の「個別避難計画

に係る意見交換会」に参加し、関係者と情報共有を行った。 

・有効性： 民生委員や地域住民と連携し、地域サロンや体操教室を定期開催し、住民の集まりの場として提供することができた。また、学校や

地域住民と連携し、世代間交流や要支援者の地域参加の場を創出することができた。 

・インパクト： 地域アセスメントで得た地域資源の情報を、地域ケア個別会議で提供することができた。 

・妥当性： 千徳地区での支え合いマップの取り組みを検討したが、集まりの場での情報収集にとどまり、地区選定に至らず実施できなかった。 

・持続性： 地域の困りごとやボランティアの発掘、育成につながるよう集まりの場への参加や地域巡回を通して情報収集を継続している。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

 ・管理者兼社会福祉士     1名 

 ・主任介護支援専門員     1名 

 ・看護師           1名  

 ・生活支援コーディネーター  2名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・管理者兼社会福祉士     1名 

 ・主任介護支援専門員     1名 

 ・看護師           1名 

 ・生活支援コーディネーター  2名 

〇車両等： 

 ダイハツミライース 1台 
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<生活支援体制整備事業 2層南部> 

 Ⅱ．事業目標  

 ・高齢者も含めた住民が安心して暮らしていくためには支え合いが必要との気持ちが住民同士に広まる。 

  Ⅲ．事業活動  

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 地域のニーズ 

地域資源の把握 

地域の把握 

地域資源の発掘 

（人的・物的） 
住民、ボランティア、 

民生委員、自治会、 

包括、関係機関、 

関係団体（企業など） 

地域カルテ、アセスメントの更新 2回（年） 

（2回）情報収集しなが

ら、状況が変化して

いるタイミングで更

新できた。 

訪問による地域資源やニーズの把握 180件（年） 

（507回）徒歩での地域

訪問の際は特にも、住

民の方とお話しできる

機会が多く持てた。 

サロン訪問による地域状況の把握 20件（年） 

（11回）サロンメンバ

ーから得られる情報

は、その地域の様子を

より知ることができる

機会となっている。 

② 住民との協議の場

をもつ 

協議体設置の準備 

住民、ボランティア 

民生委員、自治会、 

包括、関係機関、 

関係団体（企業など） 

地域づくり懇談会の開催 2件（年） 
（0回）できていない。 

支え合いマップの取り組み 

（津軽石・重茂の各地区で開催） 

2件（年） 

（各地区1件） 

（2回）得られた情報が

より活かせるよう、取

り組み方について検討

して実施できた。 

協議体設置に向けた話し合い 2回（年） 
（0回）今後検討中で、

まだできていない。 

③ 資源の創出 ネットワークの構築 

 

 

 

 

住民、ボランティア、 

民生委員、自治会、 

包括、関係機関、 

関係団体（企業など） 

サロン連絡会の開催 2回（年） 
（0回）できていない。 

民生委員児童委員協議会定例会への参加 

（津軽石・重茂地区） 

4回（年） 

（各地区2回） 

（4回）顔が見える関係

性を築くことで、情

報の共有がしやすく

なっている。 

つながり通信（チラシ）による情報発信及

び広報活動 
4回（年） 

（3回）住民の“地域”

への意識付けのよい活

動となっている。 

④ 資質の向上 

 

 

情報共有と連携 

 

 
職員、関係機関 SC連絡会への参加 12回（毎月） 

（12回）担当外地域の

様子も共有すること

で、SC間での連携の取

りやすさへも繋がって

いる。 
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(④資質の向上) 

 

(情報共有と連携) 包括、関係機関 地域ケア個別会議への参加 2回（年） 
（0回）参加できていな

い。 

職員 各種研修会への参加 4回（年） 

（24回）研修参加の意

義は大きく、その後の

活動意欲に繋がってい

る。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

サロン訪問 1 1 2 0 0 0 0 2 3 0 1 1 11 55.0％ 20件 

個別訪問 38 46 51 42 37 77 45 39 44 29 32 27 507 281.7％ 180件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 

SC連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × 

地域懇談会  ×      ×   ×  

支え合いマップ    ×  ×  〇    〇 

サロン連絡会   ×    ×      

情報発信  ◎   × 〇  × 〇  ×  

【総合評価】 

・効率性…地域資源を確認することで得た情報は、情報を共有することで活動や業務に活きている。 

・有効性…支え合いマップの取り組みにより、住民の声をダイレクトに聞き取ることができ、ニーズ把握に繋がっている。 

・インパクト…地域活動へ参加することで、より地域に包括やSCについて認識して頂いている。 

・妥当性…地域訪問の際は、住民の方から話を聞く事がより地域の様子や内情を知る良い機会となっている。 

・持続性…地域毎のニーズ把握などを継続していくことは、今後の地域像へ繋がっていく大事な活動となっている。 

○職員体制（運営規程/配置基準） 

 ・生活支援コーディネーター（2層）2名 

  （津軽石・重茂中学校圏域 各1名） 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

 ・生活支援コーディネーター（2層）2名 

  （津軽石・重茂中学校圏域） 

〇車両等： 

・1台（軽自動車） 

 

 
<生活支援体制整備事業（みやこ北部）> 

Ⅱ．事業目標 

・誰もが安心して暮らせる地域づくり 

・つながり・支え合いの充実 

・圏域で地域毎の困り事を支え合う住民同士の活動が増える。 

・高齢独居、高齢夫婦がこれからの暮らしに対して安心感が持てるようになる。 

・高齢者も含めた住民が安心して暮らしていくために支え合いが必要との気持ちが住民同士に広まる。 
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Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

１.地域のニーズ把握・

支援 

① サロン活動の支援 

 

住民、企業 

民生委員 

自治会長 

各包括 

関係機関 

・サロン訪問 

・レク用品貸出支援 

・アンケート調査 

・メニューの提案 

2回/月 自主的なサロンがほとんど

だが、下期に支援の声が多か

ったため、講師派遣やＳＣか

らの提案でいつもと違う活

動ができた。また、他県への

被災者支援で、地域福祉課を

通して、手作り品を寄付し

た。 

②  地域課題の把握・     

支援 

・支え合いマップの作成 

・自治会、民協からの情報収集 

2回/年 

通年 

支え合いマップについて、

上期同様、準備不足で今年

度の開催することができな

かった。 

崎山地区防災士会と民協が

主催の防災散歩に参加し、

地域の地形を知ることで、

被害を受けやすい地区の防

災対策がされていることを

知り、防災マップができる

のではないかと思う。 

③ 生活支援相談 ・生活支援相談（訪問・電話・来所）  ①地域の方からの相談で犬

のフンを拾わない方がいる 

②掲示板の使用について大

きなポスターばかりで、町

内の案内を貼ることができ

ない、という相談あり。ど

ちらも解決済み。 

④ 地域情報の発信 ・北部便りの発行 

・総合見守りの普及啓発 

4回/年 北部だよりを年４回発行し 

、地域活動の紹介を回覧版

等を利用し広く地域へ発信

した。新たな地区で配布許

可をもらうことができた。 
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見守りに関しては、包括と

スローショッピングの見学

をした。「ドラバス」を利

用し、地域の方とドラ（い

わて生協）へ行き、スロー

ショッピングを説明した。 

２.ネットワークの構          

築 

① 一層及び、委託包括

内の連携 

関係機関 

住民 

企業 

・SC連絡会への参加 1回/月 地域連絡会では、「地域包

括支援センターとは」「体

制整備事業とは」「ＳＣの

地域での役割」をパワポと

資料を使い、地域活動の事

例をもとに広く周知した。 

② 関係機関との連携 

 

・地域連絡会への参加 

・協議体の設置に向けた話し

合い 

3回/年 

３.資源の把握・創出 ① 社会資源の把握・創

出 

ボランティア 

関係団体 

企業 

商店 

・企業・商店への訪問 

・社会資源一覧の更新 

・認知症サポーター養成講座 

通年 ２層SC全体で買い物支援と

して、地域の情報を集める

ことができた。 

包括と認知症サポーター養

成講座をし、サポーターを

増やすことができた。 

② 集いの場の創出  ・サロン代表者連絡会 

・フリーカフェ 

1回/年 

2回/月 

崎山地区地域住民からの相

談で、新たに集いの場がで

きた。同じ崎山地区で、住

民の声から地域福祉課と地

域の情報等を集め、集いの

場創出に向けて打合せをし

ている。 

４.資質の向上 ①研修受講 包括 

関係機関 

・各研修会への参加 

・事例検討会、先進地視察研修 

通年 随時参加 

②SC連絡会 ・連絡会での情報共有 1回/月 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

サロン訪問 2 2 3 0 1 1 2  3 1 2 0 1 18 81.8％ 22件 

個別相談 14 43 46 25 35 26 21 15 12 22 8 6 273 227.5％ 120件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 

サロン代表者連絡会   ×          

SC連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
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支え合いマップ      ×    ×   

フリーカフェ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

認知症カフェ  ×  ×  ×  ×  ×  × 

民協定例会  ◎           

北部だより   ◎   ◎   ◎   ◎ 

認知症サポーター養成講座       ×     ◎ 

地域住民連絡会    〇         

【総合評価】 

・効率性： 移動支援で、地域の民生委員会長に加わってもらい、様々なアドバイスをしてもらうことができ、今後の動きについても相談できる体制 

ができた。 

・有効性： 包括周辺地域の住民を中心に認知症サポーター養成講座を実施した。地域で生活する認知症の方との関わり方を重点的に伝えることで、 

身近に感じてもらい、見守り支援の協力を周知した。若い方の参加もあったため、地域に目を向けるきっかけとなった。 

・インパクト: 地域を超えて、中央包括地域のサロンと初めて交流会をした。中央ＳＣと打合せをし、何かをしてほしいサロンと発表をしたいサロンを 

マッチングさせることができ、今までにない体験をすることができた。珍しいこともあり、サロン以外の方も参加された。地域を超えて 

の交流会もお互い刺激となった。 

・妥当性: 中学校区ごとに、地域住民連絡会を行った。「地域包括支援センターとは」を包括が、「生活支援体制整備事業とは」を１層より分かりや 

すく説明してもらい、北部ＳＣとして今までの事例をもとに地域に関わってきた資料を作り、活動の周知をした。 

・持続性:  ① 誰でも気軽に集まれる場所として「あうぇ～こ茶屋」を令和５年９月から始めて、１年７ヶ月続いている。自由に来て、好きなことを 

話したり、時には相談しあったりと、住民の居場所が出来てきている。その反面課題もあり、参加者が固定化してきている。参加者と話 

し、ご近所に一人でいる方には、声を掛けてみることになったが、難しいところでもある。ゆるくやって行くことで、居心地のいい場所

として継続させる。 

② 「ぞうきんプロジェクト」は、地域住民や介護施設の協力で昨年度は雑巾が1,077枚集まり、タオルは420枚の寄付があった。各中学

校区の小中学校・保育所へ寄贈し、あうぇ～こ茶屋の参加者と地域住民や介護施設・サロン等の代表者が贈呈式に参加した。その後も雑

巾作りを続け「雑巾作りが楽しい」と言う声から、今後も継続させる。 

○職員体制（運営規程） 

 ・生活支援コーディネーター ２名 

○職員体制（現行） 

 ・生活支援コーディネーター ２名 

〇配置車両： 

ダイハツミライース 1台 

 

<生活支援体制整備事業 2層（みやこ中央）> 

Ⅱ．事業目標 

  ・つながり・支え合いの充実、圏域ごとの困りごとを支え合う住民同士の活動が増える。 

Ⅲ．事業活動  

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 評価 
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目標値 コメント 

① 地域のニーズ・

地域資源の把握 

ア. 地域の把握 

 

 

 

住民・企業 

民生員・自治会長 

各包括・関係機関 

▶地域アセスメント 

▶地域資源やニーズの把握 

▶支え合いマップの取り組み 

▶定期的にサロン訪問を行い状況把握する 

▶住民を交えた協議の場を設定する。 

通年 

20件/月 

2地区/年 

2回/月 

1回/月 

・協議の場を持つ

ことが出来なかっ

た。訪問業務は、

目標数値を下回っ

た。他は達成。 

② 住民との協議の

場を待つ。 

ア.協議体の設置 地域住民 

民生委員・自治会 

 

▶地域懇談会の実施に向けた取り組み 

 

▶支え合いマップ 

1回/年 

 

2地区/年 

・懇談会に向けた

取り組みは未達

成。マップの取組

みは達成できた。 

③ 必要な資源の創

出 

ア. 地域のニーズの

把握 

イ. 地域のネットワ

ークの構築 

関係機関 

住民 

企業 

▶地域課題の共有 

▶協議体に向けた話し合い 

▶協議体の設置 

1回/年 

1回/年 

1回/年 

・企業との地域課

題の共有出来た。 

協議体については、

未達成。 

④ 資質の向上 

 

 

 

ア. 内部研修 

 

イ. 外部研修参加 

ウ. 事例検討 

各包括 SC 

 

 

包括・関係機関 

▶連絡会 

▶包括との合同研修 

▶地域ケア個別会議参加 

▶先進地視察研修 県の研修等 

毎月第3金 

2回/年 

1回/3カ月 

4回/年 

・視察研修への参

加は未達成。他

の項目は達成。 

 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

サロン訪問 9 4 4 3 2 3 5 4 4 2 2 1 43 179.2％ 24件 

戸別訪問 12 6 11 17 9 9 6 7 11 10 3 3 104 86.7％ 120件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

懇談会      ×       

SC連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

支え合いマップ   ◎     ◎ ○    

民協定例会 × ◎ ◎ ◎ × ◎ ◎ × × × × × 

地域ケア個別会議   ×   ◎   ×   × 

【総合評価】 

・効率性：実施に至らなかった事業もあった。達成できるよう計画を念入りに行う。 

・有効性：支え合いマップの取組みにより現状把握と課題の創出が出来た。住民主体で地域を活性化するため始動した。 

・インパクト：達成できなかった。課題を把握するため地域を知ること、住民との交流を深めていく。 

・妥当性：各活動の取り組み実施にあたり、包括と連携し計画通り行うことが出来た。 
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・持続性：地域アセスメントを継続的に行い、地域課題や資源を創出していく。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

 ・管理者兼看護師        1名 

 ・主任介護支援専門員      1名 

 ・社会福祉士          1名 

 ・生活支援コーディネーター   1名  

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員体制（現行＝必要） 

・管理者兼看護師        1名 

 ・主任介護支援専門員      1名 

 ・社会福祉士          1名 

 ・生活支援コーディネーター   1名  

〇車両等： 

 ダイハツミライース 1台 

 
 

<生活支援体制整備事業 2層田老> 

Ⅱ．事業目標  

・つながり支え合いの充実 

・田老地区で困りごとや不安ごとを支え合う住民同士の活動が増え、これからの暮らしに対して安心感が持てるようになる 

・地域課題解決に向けて必要な資源や活動について主体的な取り組みを地域に働きかける 

 ・安心して暮らしていくためには、自分たちでやらなければならないことがあるという気持ちが田老地区住民に芽生える 

Ⅲ．事業活動  

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 地域のニーズや資

源の把握 

地域に出向き地域毎

の特徴を把握する 

既存資源やニーズの

把握 

住民、企業 

民生委員 

自治会長 

関係機関 

・地域アセスメントの更新 通年 1 ヵ所 

・地域資源やニーズの把握及び分析  2回実施（買い物支
援、田老C文化
祭） 

・支え合いマップの取り組み  2回（1地区） 

・活動団体の支援 随時  

情報発信 住民、企業、関係団体 ≫たろうつながり通信発行・活動促しチラ

シ発行 

年４回 ・つながり通信未

発行。 

3回（ブログにアッ

プ） 

② 住民との協議の場

をもつ 

協議体の設置 

地域役員や住民と顔

の見える関係性の構

築 

関係機関、自治会長 

住民、企業、民生委員 

・ワークショップの実施 年3回 未実施。 

・支え合いマップの取り組み 年3回 2回 

・サロン連絡会の開催 年2回 ・1回実施 

・地域の定例会・行事への参加 月1回 ・10回 
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③ 資源の創出 ネットワークの構築 

 

ボランティア関係団

体、地域住民 

民協、企業等、地域包

括 

・協議体の設置   

・地域課題が共有される 年3回 1回 

・必要な資源についての話し合い 2回 1回 

・定例会での啓発 年3回 3回 

・地域ケア個別会議 4回 1回 

・ボランティア活動の活発化  配食ボランティア2

名 

④資質の向上  SC ・SC連絡会 

・事例検討会、先進地視察研修 

 12回（SC連絡会） 

4回 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

資源の把握 31 19 25 18 16 10 26 17 16 27 19 17 241 401.7％ 60件 

情報共有 2 4 5 6 8 10 6 2 10 6 4 5 68 188.9％ 36件 

ニーズ把握 15 10 21 10 10 10 13 9 23 27 24 15 187 311.7％ 60件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

ワークショップ   ×    ×   ×   

SC連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

サロン連絡会  × 〇      ×    

協議体の設置         ×    

支え合いマップ   ×   〇 ×   ×  〇 

たろうつながり通

信発行 
×   ×    ×   ×  

【総合評価】 

○効率性 

 ・交通手段がない男性独居高齢者の理髪に係る支援について包括と連携を図り地域の送迎がある理髪店の協力を得てニーズの対応をすることが出来 

た。 

・出張販売会をとおして、地域の資源を確認しつつ、地域だけで難しいときは地域外の資源も視野に入れたニーズの対応をする必要があると思った。 

○有効性 

・地域住民が草取している公共の場を北高生のボランティア活動につなぎ北高生と住民の草取をきっかけとした交流の機会をコーディネートするこ 

とが出来た。普段、地域の方と話しする経験が少ない生徒が多い、良い体験をすることが出来たとの感想が聞かれた。小学校と裁縫が得意な高齢者 

の雑巾づくりをコーディネート、ケアマネジャーと連携することでスムーズにつながり、関係者間とのネットワークが活かされた活動となった。 

・支え合いマップから、抽出された災害時の対応、避難訓練、防災について地区住民、自治会長それぞれの想いを大事にしながら、課題が共有され



- 155 - 

 

自分事として取り組めるよう信頼関係を構築し情報提供や必要な支援をしていくことでコミュニティの再構築図れると感じた。 

○インパクト 

 ・衣類等の買い物に不便を感じているとのニーズをキャッチ。田老Cを会場とした出張販売会を実施。送迎ボランティアにより普段移動に困っている 

住民も買い物を楽しむ機会の提供ができた。 

○妥当性 

・サロン連絡会交流会を実施して、サロン同士の活動の悩み、活動の工夫の共有が図れた。他サロンと交流が出来てよかったとの感想が聞かれた。 

また、実施後に他サロンに訪問し交流を図ったサロン参加者があり連絡会の成果につながった。 

○持続性 

・将棋を趣味としている男性の集まりで将棋する場がないとのニーズから田老Cを会場に将棋をする会を実施。参加者4名。普段、地域から孤立して 

いる男性高齢者の参加もありつながりの確認ができた。男性高齢者から、参加者が少なく張り合いがなかったとの意見がありニーズの再把握、実施

方法の検討が必要だった。 

・草履づくり、草取、将棋など高齢者の得意なことが地域での交流の機会・地域住民と生徒のボランティア活動が地域や企業から評価される機会と

なり、生徒の地域貢献、達成感につながったのではと感じた。学校との関わりの継続によって住民の困りごととボランティア活動とのコーディネー

トが広がると感じた。 

○職員体制（運営規程） 

 ・生活支援コーディネーター（2層） 1名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員体制（現行） 

 ・生活支援コーディネーター（2層） 1名 

〇配置車両： 

ダイハツミライース 1台 

 

<生活支援体制整備事業 2層新里> 

Ⅱ．事業目標 

・地域のニーズや資源の把握に努める。 

・住民が安心して暮らせる支え合いの充実をすすめる。 

・圏域で地域ごとの困りごとなどを考えるきっかけとなる協議の場をもつ。 

・支え合う住民主体の活動が増え、安心して暮らせる支え合いの機運が住民同士に広まる。 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 

① 地域のニーズ・地

域資源の把握 

支援地域の把握 住民、 

民生委員 

自治会長 

包括 

関係機関 

≫地域訪問 

 

通年 サロン訪問：45

回/年 

戸別訪問：104件 

/年 

概ね各地区月1回
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サロン 以上訪問出来

た。 

≫地域アセスメントの作成・更新・共有 

（地域資源やニーズの把握） 

5地区（茂市・蟇

目・腹帯・刈屋・

和井内） 

地域訪問継続し

地域アセスメン

トに必要な情報

を得るも作成ま

で至らず。 

≫支え合いマップの取り組み モニタリング2

件・新規1件・更

新2件 

新規1件（茂市・日

向） 

更新2件（刈屋・中

野、蟇目・八坂）

※計画通り実施 

≫サロン訪問で状況把握 月２～５回 サロン訪問：45件/

年 平均3.8回/月 

レク用品貸出34件/

年（活動促し訪問

の際に貸出） 

情報発信 ≫活動周知チラシなどで、地区ごとの情報

を発信 

 

≫つながり通信 

年1～2回 

 

 

年3回 

地域やサロンで活

用できるイベント

を周知：14回 

 

全戸配布1回(7月) 

②住民との協議の場

をもつ 協議体の設置 
関係機関 

住民 

≫サロン連絡会 年2回 年２回開催 

サロン・ほっとほ

ーむ情報交換24名/

年の参加あり。 

③資源の創出 

ネットワークの構築 
住民 

関係機関 

≫居場所（フリーカフェ）の開設 月3～4回 年42回開設 

平均3.5回/月 

≫地区連絡会 月1回 12回参加/年 

④資質の向上  各 SC 

包括、関係機関 

≫SC連絡会 

SC研修会、事例検討、先進地視察研修 

毎月 

年2回 

SC連絡会10回参加 

支え合いマップ研

修会2回参加 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

サロン訪問 7 5 2 5 3 3 3 5 5 4 6 6 54 98.2％ 55件 
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個別訪問 17 25 26 18 8 10 17 15 13 16 14 27 206 374.5％ 55件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

サロン連絡会   ×  ○     × ○  

SC連絡会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ ◎ × ◎ 

協議体の設置           ×  

支え合いマップ   ○ ○ ×   ×   ◎  

【総合評価】 

・効率性 

 サロン訪問や戸別訪問の際はレク用品等紹介し届けることや、サロンに活用できるイベント等の情報周知により、効率的な地域訪問を行い、地域活

動の促しが出来た。 

・有効性 

 地域包括支援センターに寄せられる地域とのつながりが希薄で気になる世帯の課題に対し、高齢者サロン代表への相談や近隣住民の協力などにより、

サロンや地域活動への参加に効果的につなげることが出来た。 

・インパクト 

 支え合いマップ研修に包括職員と一緒に参加したことで多職種で取り組むことの意義や効果を学ぶことができた。そのことを地域に出向き生かすこ

とが出来、参加した住民にとっても自主的に災害時の避難について考える機会づくりになる等インパクト効果が大きかったと感じた。 

・妥当性 

 協議体設置について「地域づくり（まちづくり）」を進めている会議体との連携・協力について話し合いを行う機会を持った。協議体も同じ「地域づ

くり」を目的に取り組む事業であることの理解、そして一緒に進めていくことへの共通認識を図ることが出来た。 

・持続性 

 継続的に地域に訪問しサロン運営者や地域の担い手の相談を親身に聴くことで、信頼関係の構築が図られている。そのことは生活支援コーディネー

ター活動に係る地域の情報収集や協力を得やすいことにつながっており、今後も地域と良好な関係づくりに努め、持続性を強めていく。 

○職員体制 

・生活支援コーディネーター（2層）1名 

○職員体制（現行） 

・生活支援コーディネーター（2層）1名 

〇配置車両：専用車両 

・1台 （スズキアルト NO.2405） 

 

<生活支援体制整備事業 2層川井> 

Ⅱ．事業目標  

 ・住み慣れた地域で安心して暮し続けることができる地域づくり 

・住民主体による生活支援サービスの構築 

Ⅲ．事業活動 

 Ⅲ．事業活動 活動項目 活動対象 活動項目への取り組み 
評価 

目標値 コメント 
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① 地域のニーズ・地

域資源の把握 

地域の把握 住民・企業・事業所 

住民団体 

地域アセスメント（資源・ニーズの把握） 年1回 6月11月開催の高齢

者等情報交換会の

際各地区の特色に

ついて確認支え合

いマップ新規1件 

地域行事・会議への参加 年3回 学校行事や老人ク

ラブの行事への参

加 

② 協議の場を持つ 話し合いの場の創出 住民・企業・事業所 

住民団体 

地域における生活課題の共有 年2回 認知症カフェ等で

住民の声を聞く 

課題解決に向けた話し合いの場 年3回 改めての場は設け

ていない 

③ 資源の創出 関係機関との連携 住民・企業・事業所 

住民団体 

課題解決に向けた学習会 年2回 実施なし 

課題解決に向けた活動団体の設立 1団体 地域において解決 

を要する課題は特 

になし 

持続可能な活動への支援 年2回 訪問の際確認 

④ 資質の向上 研修への参加  研修会への参加  SC養成研修会等へ 

参加し県内の取り 

組みについて学ぶ 

SC連絡会への参加  毎月各地区SCとの 

情報共有の実施 

⑤情報発信 地域情報の周知 住民 つながり通信発行 年2回 つながり通信の発 

行1回。団体の活 

動の様子について 

社協のブログにて 

発信。 

目標値管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 達成率 年間目標値 

地域づくり委員会訪問 1     2       3 50.0％ 6件 

個別訪問 1  1 1 1  1 1  1   7 58.3％ 12件 

サロン訪問 1    1    1 1 2  6 54.5％ 11件 

事業管理 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

高齢者等情報交換会   ◎     ◎     

資源の創出      〇 ×      
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サロン情報交換会 ◎      × 〇     

情報発信 ◎    〇 ×  〇     

【総合評価】 

・効率性 地域ごとに意見交換の場を設けたことで、その地域に特化した内容で現状を確認出来、課題について話合うことができた。 

     上半期はサロンなど集まりの場に訪問する機会が持てなかったことで活動における課題など聞き取る機会が少なかったが、11月以降は訪 

 問し活動の様子を確認することができた。 

・有効性 現状を踏まえて「できること」を検討でき、活用できる資源について話合えた。 

・インパクト 話し合いに重点をおくことで自主性のある取り組みにつながる方向で考えを進めることができた。 

・妥当性 その地域に住む住民のニーズに合うように話し合うことができた。 

・持続性 顔の見える関係性を大切にすることで継続したつながりのある視点で情報共有ができた。住民主体の活動につなげられた部分もあったが 

     自主的な活動が難しい現状もあり伴走型の支援が必要なサロンもある。 

○職員体制（運営規程／配置基準） 

・生活支援コーディネーター２層 １名 

事業計画・予算を遂行するための体制 

○職員 

生活支援コーディネーター2層 兼務1名 

〇車両等： 

スズキアルトバン 1台 

 
 

 




